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様式１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要様式 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 独立行政法人経済産業研究所 （RIETI） 

評価対象事業年

度 

年度評価 令和元年度（第 4 期） 

中期目標期間 平成 28～令和元年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 経済産業大臣 

 法人所管部局 経済産業政策局 担当課、責任者 産業構造課長 南部 友成  

 評価点検部局 大臣官房 担当課、責任者 政策評価広報課長 横島 直彦  

 

３．評価の実施に関する事項 

・理事長に対して、全ての評価項目（①国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項（調査・研究・政策提言・資料統計業務／成果普及・国際化業務）、②業務運営の効率化に

関する事項、③財務内容の改善に関する事項、④その他業務運営に関する重要事項）の達成状況に関するヒアリングを実施。 

・監事に対しては、特に②業務運営の効率化に関する事項、③財務内容の改善に関する事項、④その他業務運営に関する重要事項を中心に、全ての評価項目の達成状況に関するヒアリングを実施。 

・評価の実効性を確保する観点及び経営的観点から、外部有識者の知見を伺った。具体的には、以下の 3 名の外部有識者に対して、経済産業研究所（以下、「RIETI」という。）の令和元年度業務実績

に関するヒアリングを実施。 

 井上雅彦 監査法人トーマツ執行役 

伊藤元重 東京大学 名誉教授、学習院大学 国際社会科学部 教授 

小野俊彦 国立大学法人お茶の水女子大学 学長特別顧問      （順不同：敬称略） 

・その他、個別の研究会やシンポジウム等に参加して法人の研究活動を随時確認するとともに、自己評価結果についてのヒアリングや資料提供を要請した。 

・RIETI の研究に参画した経済産業省の複数課室を対象に、研究運営に対する評価や研究成果の活用等についてヒアリングを実施した。 

 

 

４．その他評価に関する重要事項 

特になし 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定様式 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄ） 

Ａ：法人の活動により、全体として中期計画における所期の目標を上回る成果が得られたと認

められる。 

（参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

Ａ Ｂ Ｂ Ａ 

評定に至った理由 項目別評定は「調査・研究・政策提言・資料統計業務」がＡ、「成果普及・国際化業務」がＡ、「業務運営の効率化に関する事項」がＢ、「財務内容に関する事項」がＢ、「その

他の事項」がＢとなり、全体の評定はＡとした。 

 

２．法人全体に対する評価 

法人全体の評価 評価項目のうち「調査・研究・政策提言・資料統計業務」については、全ての定量的指標について、達成度 120％以上の実績を上げた。特に「白書、審議会資料等における研

究成果の活用件数」は、中期目標期間内の過去 3年の実績平均と比しても、120％を上回る成果を上げた。また、経済財政白書、労働経済白書、情報通信白書など各省の白書に

幅広く掲載された。また、「査読付き英文学術誌等への掲載及び専門書籍への収録件数」については、Journal of Political Economyや PNAS（世界で最も引用の多い総合科学

誌の一つである米国科学アカデミー紀要）など国際的に評価の高いアカデミック・ジャーナルへの論文掲載などの成果を上げるなど、経営に関する有識者から研究成果の質的

貢献について評価する意見が示された。これらの定量的・質的な成果を勘案すると、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められるため、当該項目の

評定をＡとした。 

評価項目「成果普及・国際化業務」については、全ての定量的指標について、達成度 120％以上の実績を上げた。特に「公開で実施するシンポジウム、セミナー等の開催件

数」は、昨年度の 16件から 27件に大きく伸び、第 4期中期目標期間の過去 3年実績平均と比しても、120％を上回る実績を上げた。また、「全論文のダウンロード総数」につ

いても、昨年度の 148万件から 178万件に伸び、第 4期中期目標期間の中でも最高となった。また、質的にもブレグジットシンポジウムが日経記事（本日朝刊オピニオン欄）

に、日本経済新聞（1面）「設備投資『トランプ』の影 貿易戦争で不確実性高く」に、RIETI 研究員の不確実性のデータが取り上げられるなどの成果を上げており、経営に関

する有識者から研究成果の質的貢献について評価する意見が示された。これらの定量的・質的な成果を勘案すると、中期計画における所期の目標を上回る成果が得られている

と認められるため、当該項目の評定をＡとした。 

「業務運営の効率化に関する事項」、「財務内容の改善に関する事項」、「その他の事項」については、全体として所期の目標を達成したと認められるため、当該項目の評定は

Ｂとした。 

以上を踏まえ、全体の評定をＡとした。 

全体の評定を行う上で

特に考慮すべき事項 

特になし 

 

３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 

項目別評定で指摘した

課題、改善事項 

特になし 

 

その他改善事項 特になし 

主務大臣による改善命

令を検討すべき事項 

特になし 

 

４．その他事項 

監事等からの意見 ・新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、特に国際交流の面で制約があったが、インターネット会議等を活用して所期の成果を上げている。 

・研究所の成果を世間一般に広く知ってもらうため、成果普及業務は重要。今後、コロナ禍の中での一般への成果普及のあり方を一層工夫する必要がある。 

・今後は次世代の研究者や女性研究者の発掘・育成により注力すべき。 

・内部統制について、しっかりとした仕組みが構築されており、適切に実施されている、また、働き方改革にも積極的に取り組んでおり、効率的な業務運営がなされている。 
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その他特記事項 経営に関する有識者からの意見 

・研究成果を書籍として毎年５冊程度出版するなど、非常に良い方向に進んできている。 

・JETRO をはじめ各関係機関と連携して幅広く研究に取り組み、具体的な成果につながっている。 

・研究機関として、査読付き英文学術誌等への掲載数といった指標は非常に重要であると思うが、既に蓄積されている経済学の知見を政策当局者にうまく伝える機能について

も更に深めていってほしい。 
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様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

中期計画（中期目標） 年度評価 項目別 

調書№ 

備考 

 

 中期計画（中期目標） 年度評価 項目別

調書№ 

備考 

  H28

年度 

H29

年度 

H30

年度 

R元 

年度 

  H28

年度 

H29

年度 

H30

年度 

R元

年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項  

 調査・研究・政策提言・資料統計業務 Ａ○ Ａ○ Ａ○ Ａ １－１    業務運営の効率化 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ２－１  

成果普及・国際化業務 Ａ○ Ｂ○ Ｂ○ Ａ １－２           

                

                

                

                 

                

                

                

                 

         Ⅲ．財務内容の改善に関する事項  

          財務内容の改善 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ３－１  

                

                

                

                 

         Ⅳ．その他の事項  

          内部統制 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ４－１  

         情報管理 Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ ４－２  

                

                

                 

 

※重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

困難度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―１ 調査・研究・政策提言・資料統計業務 

業務に関連する政策・

施策 

経済産業政策 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人経済産業研究所法 第 12条第一号、第四号 

当該項目の重要度、困

難度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

行政事業レビューシート番号 0381 

                                

                       ２．主要な経年データ 

本 

 

指 

 

標 

① 主要なアウトプット（アウトカム）情報 

指標 達成目標 （参考）前中期目標

期間平均値等 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

査読付き英文学術誌等への掲載及び専門書籍への収録件

数 

150 件以上（4年度） 

40 件以上(30,元年度） 

196件（5年度） 

39件(単年度） 

56件 

 

49件 53件     53件 

白書、審議会資料等における研究成果の活用件数 

 

210 件以上（4年度） 

55 件以上(30,元年度） 

274件（5年度） 

54件(単年度） 

73件 80件 73件 91件 

経済産業省政策実務者の政策立案過程における研究所の

研究・助言等の貢献度 

平均値で 5分の 3 

(概ね 60%)以上 

－ 4.30/5   4.16/5 4.32/5 4.10/5 

BSWS、DP 検討会、研究成果報告会等への経済産業省等

の政策関係者の参加人数 

1,100 人以上（4年度） 

275 人以上(単年度） 

－ 433人 533人 566人 522人 

 

参 

 

考 

 

指 

 

標 

内部レビューを経て公表した研究論文数  910件（5年度） 

182件(単年度） 

176件 175件 155件 222件 

研究論文の外部レビューによる学術的水準  79.4% 

(5点満点中 3.97点) 

高い水準にある     6 

やや高い水準にある 2 

高い水準とも低い水準

とも言えない       0 

やや低い水準にある 0 

低い水準にある     0 

高い水準にある     6 

やや高い水準にある 2 

高い水準とも低い水準

とも言えない       1 

やや低い水準にある 0 

低い水準にある     0 

高い水準にある      6 

やや高い水準にある  0 

高い水準とも低い水準と

も言えない         3 

やや低い水準にある  0 

低い水準にある      0 

高い水準にある      4 

やや高い水準にある  4 

高い水準とも低い水準と

も言えない         0 

やや低い水準にある  0 

低い水準にある    0 

研究論文の引用件数  － 1,411件 2,214件 2,831件 3,487件 

研究者等が対応した経済産業省等の政策関係者からの相

談・問い合わせ件数 

 － 121件 138件 137件 146件 

 

各データベース

の利用状況 

（データベース

アクセス件数） 

① JIPデータベース  30,909 27,698 25,267  17,599 20,832 

② R-JIPデータベース  11,454 4,040 4,023  4,704 6,175 

③ CIPデータベース  11,520 5,872 6,965  6,798 6,808 

④ 日本の政策不確実性指数  － － 14,982  16,270 26,671 

⑤ AMU  30,627 17,247 15,870 

  

13,102 24,928 
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⑥ 世界 25カ国の産業別名目・実質

実効為替レート 

 29,769 26,108 24,796  21,780 26,849 

⑦ JSTAR  19,833 20,157 20,776  21,712 28,505 

⑧ RIETI-TID   8,567 11,661 11,005  8,652 14,985 

 ④は、29年 6月より公開。 ⑥は、30年 2月より新たに 7カ国を加え公開。 

                                       

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）                               

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

予算額（千円） 871,898 886,116 984,930 961,616 

決算額（千円） 785,534 725,380 868,599 915,291 

経常費用（千円） 780,193 722,191 870,413 928,954 

経常利益（千円） 2,362 7,143 1,786 42,743 

行政コスト（千円） 760,435 710,191 960,451 1,011,047 

従事人員数（人） 48 49 55 54 

 

（注１）「調査・研究・政策提言・資料統計業務」の情報 

（注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ａ 

３．国民に

対して提供

するサービ

スその他業

務の質の向

上に関する

事項 

（中略） 

（１) 業務

内容 

①調査・研

究・政策提

言・資料統

計業務 

研究所は、

変化の激し

い経済産業

政策の検討

に合わせて

臨機応変に

対応できる

研究体制を

今後とも維

持しつつ、

「経済産業

政策を検討

する上での

中長期的・

構造的な論

点と政策の

方向性」（平

成 27 年 ４

月、産業構

造審議会）

を念頭に、

また、「日本

再興戦略」

１．国民に

対して提供

するサービ

スその他の

業務の質の

向上に関す

る目標を達

成するため

にとるべき

措置 

（ １ ） 調

査・研究・

政策提言・

資料統計業

務 

(a) 経済産

業政策の重

点的な視点

の反映 

 研 究 所

は、変化の

激しい経済

産業政策の

課題に臨機

応変に対応

できる研究

体制を維持

しつつ、経

済産業政策

の立案への

寄与を一層

高 め る べ

く、産業構

造審議会で

示 さ れ た

「経済産業

政策を検討

１．サービス

その他業務の

質の向上に関

する目標達成

のためにとる

べき措置 

（１）調査・

研究・政策提

言・資料統計

業務 

(a) 経済産業

政策の重点的

な視点の反映

及び研究プロ

グラムの設定 

 独立行政法

人経済産業研

究 所 （ 以 下

「研究所」と

いう。）は、

第４期中期目

標期間を通じ

て、以下の 3

つの経済産業

政策の「中長

期的な視点」

の下で、研究

活動を推進す

ることとされ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

－中長期的な

経済産業政策

課題の解決の

た め 、 理 論

的・分析的な

裏付けのある

斬新な政策提

言 が で き た

か。 

－研究所の研

究成果・提言

内容・助言等

が政府の意思

決定・政策立

案に影響力の

ある文書や有

識者間での政

策論争に用い

られたか。 

－中長期的な

経済産業政策

課題の解決に

資する政策研

究・政策提言

を行うという

ミッションを

逸脱し、研究

自体が自己目

的化していな

いか。 

 

 

 

 

 

 

 

○平成 28 年度からの第４期中期目標期間の最終年度。第４期中期目標に示された経済産業政策

の 3 つの中長期的な視点に沿った研究活動を行うべく、9 つの研究プログラムを設定し、業務を

実施した。 

 

・経済産業政策の 3つの中長期的な視点 

Ⅰ 世界の中で日本の強みを育てていく 

Ⅱ 革新を生み出す国になる 

Ⅲ 人口減を乗り越える 

 

・研究プログラム 

○マクロ経済と少子高齢化 

○貿易投資 

○地域経済 

○イノベーション 

○産業フロンティア 

○産業・企業生産性向上 

○人的資本 

○法と経済 

○政策史・政策評価 

（上記分野にとどまらない領域や複合分野についての研究テーマを「特定研究」として実施し

た。） 

 

○令和元年度は、合計で 65の研究プロジェクトを実施した。（30年度：64研究プロジェクト） 

代表的な研究プロジェクト 

・マクロ経済と少子高齢化 

個人の意思決定をベースとしたマクロ経済モデルを構築し、政策の違いによるマクロ経済や

個人の厚生への影響を分析する「少子高齢化における個人のライフサイクル行動とマクロ経

済分析」（北尾早霧ファカルティ・フェロー（FF））プロジェクトでは、資本が国境を越えて

移動する開放経済における世代重複型の一般均衡モデルを構築した上で、2070 年までの経済

収支や対外純資産の推移のシミュレーションを行い、公的年金改革が対外純資産の減少ペー

スを緩和する効果などに関する分析結果を公表した。 

世界経済の長期停滞をマクロ経済理論的手法により分析するとともに、世代間を超える時間

軸での政治的意思決定を考察する「経済成長に向けた総合的分析：ミクロ、マクロ、政治思

想的アプローチ」（小林慶一郎 FF）プロジェクトでは、将来世代の利益を踏まえた持続可能な

意思決定を支える仕組みとして提唱される「フューチャー・デザイン」について、公共施設

管理のビジョン設計と施策立案を行う住民参加による討議を実施し、住民に現世代と「仮想

将来世代」の双方の立場を経験してもらうことで、将来世代を含めた俯瞰的視点が生じるこ

＜評価と根拠＞ 

評定：Ａ 

 

根拠 

 経済産業政策の

中長期的な視点に

沿った 65 の研究プ

ロジェクトを実施

し、 

 

・査読付き英文学

術誌等への掲載及

び専門書籍への収

録は 53 件（目標比

132.5％、過去 3 年

実績比 100.6％） 

・白書、審議会資

料等における研究

成果の活用件数は

91 件 （ 目 標 比

165.5%、過去 3 年

実績比 120.8％） 

・経済産業省政策

実務者の政策立案

過程における研究

所の研究・助言等

の貢献度は 4.10/5

（目標比 136.7%、

過去 3 年実績比

96.2％） 

・ BSWS、 DP 検討

会、研究成果報告

会等への経済産業

省 等の政策関係者

の参加人数は 522

人 （ 目 標 比

189.8%、過去 3 年

＜評定に至った理由＞ 

定量的目標について

は、4つの評価指標全て

において達成度が 120％

以上となった。 

特に、「白書、審議会

資料等における研究成果

の活用件数」について

は、経済産業省を含む各

省庁から RIETIの研究成

果がそれぞれの政策立案

に活用され、第 4期にお

いて過去最高の件数とな

り、過去 3年度の平均件

数に比しても 120％以上

の実績となった。このよ

うに、令和元年度は、過

去の実績に比して優れた

成果を上げた。 

また、調査・研究の質

の面でも国際的に影響力

の高い学術誌（インパク

トファクターQ1，Q2）に

研究論文を数多く発表す

るなど、質の高い調査・

研究活動を行い、国際的

な経済研究機関ランキン

グ（IDEAS）においてア

ジアの中でトップクラス

の経済シンクタンクとし

ての地位を維持してい

る。 

 

また、経済産業省の

EBPMプロジェクトである

女性活躍に優れた上場企

業を選定する「なでしこ
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等政府全体

の中長期的

な政策の方

向性も踏ま

え、以下に

掲げる３つ

の新たな経

済産業政策

の「中長期

的な視点」

の下で、第

４期中期目

標期間の研

究活動を推

進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜中長期的

な視点＞ 

Ⅰ  世界の

中で日本の

強みを育て

ていく 

する上での

中長期的・

構造的な論

点と政策の

方向性」（平

成 27 年４

月、産業構

造審議会）

を念頭に、

また、「日本

再興戦略」

等政府全体

の中長期的

な政策の方

向性も踏ま

え、以下に

掲げる３つ

の新たな経

済産業政策

の「中長期

的な視点」

の下で、研

究活動を推

進すること

を求められ

ており、第

４期中期目

標期間にお

いて取り組

む研究は、

これらの３

つの視点を

反映したも

のとする。 

 

＜中長期的

な視点＞ 

Ⅰ  世界の

中で日本の

強みを育て

ていく 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜中長期的な

視点＞ 

Ⅰ 世界の中

で日本の強み

を育てていく 

Ⅱ 革新を生

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とを明らかにした。 

少子高齢化が今後一層進展し、経済成長の低迷や財政の持続可能性への懸念が高まる中、上

記のようなマクロ経済モデルに基づく将来のシミュレーションや世代間の利害を調整する仕

組みの実験の結果などは、今後の経済政策や財政運営のあり方を考える上で重要な示唆を与

える研究である。 

 

・貿易投資 

  オフショアリングに直接関連するリサーチ・トピックを取り上げ、グローバリゼーションの

考察を深めるとともに、オフショアリングが経済政策に与える影響を研究する「オフショア

リングの分析」（石川城太 FF）プロジェクトでは、先端的な研究を行っているコロラド大学の

Keith Maskus 教授等を招聘して国際ワークショップを開催したほか、簡単な理論モデルを構

築し、タックスヘイブンが存在する場合に ALP 原則が、無形資産のライセンス戦略や経済厚

生にどのような影響を及ぼすかを分析した研究成果を公表した。 

デジタル化とグローバル化が絡み合って進行する国際経済における政策的に重要な問題分析

を含む研究を行う「デジタル経済における企業のグローバル行動に関する実証分析」（冨浦英

一 FF）プロジェクトでは、国境をまたぐデジタル・データ移転の国際ルールについて、RIETI

で実施したアンケート調査に基づく研究成果を公表して OECD で報告した。また、政策担当者

と連携して国際通商法の観点からも分析を行った。 

対内および対外直接投資を巡る諸問題について、財・サービスの貿易との関係も考慮に入れ

て分析を行う「直接投資および投資に伴う貿易に関する研究」（神事直人 FF）プロジェクトで

は、米国で日本経済の研究を行っているウェスタン・ミシガン大学の Michael Ryan 教授と政

策担当者が参加する研究会での議論を踏まえ、生産性の高い企業は外国直接投資における出

資比率が高い傾向があること、生産性の低い企業は日本の商社に代表されるような卸・貿易

業の企業や現地もしくは第三国企業とのジョイントベンチャーの形で外国直接投資を行う傾

向にあることを明らかにした研究成果を公表した。 

 

・地域経済 

都市・地域の持続的発展の要因、所得階層や人種が空間的に集中・分離する要因等を明らか

にする「都市内の経済活動と地域間の経済活動に関する空間経済分析」（田渕隆俊 FF）プロジ

ェクトでは、異なる所得階層が米国では分離立地、日本では混在立地することを実証的・理

論的に確認し、また、都市居住の人種的少数派の帰属意識・移住先への同化と経済厚生の関

係の理論モデルを構築した。 

自然災害面に対する中小企業のリスク管理態勢の整備という視点から、金融機関の地方創生

への役割を分析する「地域経済と地域連携の核としての地域金融機関の役割」（家森信善 FF）

プロジェクトでは、全国地域金融機関支店長 7,000名にアンケート調査を実施し、取引先企業

の BCP策定状況をしっかり把握できている金融機関は少ない等の結論を得て、中小企業庁の中

小企業強靱化法の立法・施行に貢献し、金融仲介の改善に向けた検討会議（金融庁 2020年 2

月 18日）で、副大臣、政務官、金融庁長官が出席する中で研究成果を発表した。 

新たなまちの成長の原動力となるイノベイティブな「空間」を探求する「イノベーションを

生み出す地域構造と都市の進化」（中村良平 FF）プロジェクトでは、経済基盤モデルによるイ

ノベイティブ産業・職業の雇用乗数値のデータセットと経済基盤乗数を推計し、学会等で発

実績比 102．2％） 

 

など、いずれの指

標 で も 目 標 比

120％を大幅上回る

成果を上げ、「白

書、審議会資料等

における研究成果

の活用件数」につ

いては過去 3 年実

績比でも 120%を上

回 る 成 果 を 上 げ

た。 

 

（主な評価指標に

係る自己評価の詳

細 は 以 下 の と お

り。） 

 

「デジタル経済に

おける企業のグロ

ーバル行動に関す

る実証分析」（冨浦

英一 FF）プロジェ

クトのこれまで重

要性にもかかわら

ずあまり明らかで

なかった国境を越

えたデータ移動の

企業行動変容に着

目 し た 実 証 研 究

は、国際ルール形

成や OECD 等で議論

が進むデジタル課

税の在り方などに

おいて有用な研究

となった。 

「現代国際通商・

投資システムの総

合的研究（第 IV

期）」（川瀬剛志

銘柄」の効果、小規模事

業者持続化補助金の採択

が売り上げの増加や倒産

確率の抑制に対する効果

の有無に係る実証分析を

行うとともに EBPMプロ

ジェクトにおいて最新動

向や研究手法を調査、全

省庁に対して発信し、我

が国における EBPM研

究・支援に大きく貢献し

た。 

以上のことから、所期

の目標を上回る成果が得

られていると認められる

ため、当該項目の評定を

「Ａ」と評定した。 

 

＜個別項目における評価

＞ 

①査読付き英文学術誌等

への掲載及び専門書籍へ

の収録件数 

研究成果の「査読付き

英文学術誌等への掲載及

び専門書籍への収録」

は、学術的評価の国際的

スタンダードであり、研

究の質を評価する上で最

も重要な指標の一つであ

る。高い質の研究成果が

要求される査読付き英文

学術誌等への掲載によっ

て、成果が国内外の多く

の研究者から認知され、

ネットワークの拡大や研

究所としての国際的な評

価向上にもつながる。 

令和元年度の収録件数

は、53件であり、年度目



9 

 

Ⅱ  革新を

生み出す国
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Ⅲ  人口減

を乗り越え
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表した。また、労働者の異質性と都市集積の関連を分析した研究成果は、Regional Science 

and Urban Economics に掲載され学術的にも評価されている。 

中心市街地活性化政策等のコンパクトシティ関連の課題について家計・企業の調査票情報を

用いて定量的評価を行い、政策立案に寄与するための「コンパクトシティに関する実証研

究」(近藤恵介 F)プロジェクトでは、政策当局に対し行政レビューで現状の政策評価方法が不

十分と外部有識者から指摘されるなか、熊本市を例とした、商業面のミクロデータ分析や富

山市を例とした、コンパクトシティ政策の存続小売事業所への便益の分析を行い公表した。 

 

・イノベーション 

日本産業のイノベーション能力のマイクロデータによる検証を行うとともに、イノベーショ

ン政策が直面している先端的な課題を分析する「イノベーション政策のフロンティア：マイ

クロデータからのエビデンス」（長岡貞男 FF）プロジェクトでは、基礎研究は生産性を乗数的

に長期に高めることで研究開発パフォーマンスを高める効果があること、技術的な距離が近

い他社の基礎研究が自社の応用研究費を増加させる一方で同様の他社による開発研究は自社

の応用研究費を抑制させることなど、新たに構築した日本企業の研究開発投資の構造とパフ

ォーマンスの長期パネルデータによって実施した研究成果を公表した。 

イノベーションエコシステムの形成、発展、衰退といったダイナミクスについて全体的なア

プローチで実証研究を行う「デジタル化とイノベーションエコシステムに関する実証研究」

（元橋一之 FF）プロジェクトでは、研究成果をベースに研究開発税制のあり方やオープンイ

ノベーション政策に関する政策アドバイスが行われた。 

国内および国境を越えたデータ利活用についてその実態と、データ提供者の意思決定に関す

る課題に取り組む「データと AI 利活用促進をグローバルに展開するための制度とマネジメン

トに関する研究－グローバルデータサプライチェーンの確立に向けて」（渡部俊也 FF）プロジ

ェクトでは、政策担当者が参加する研究会での検討内容が政策立案に貢献した。 

 

・産業フロンティア 

 中小企業と中小企業向け金融機関が実体経済に与える影響を多角的な観点から定量的な分析

を行っている「企業金融・企業行動ダイナミクス研究会」（植杉威一郎 FF）プロジェクトで

は、 

 (1) 既存研究が用いている古典的な分析手法（例：人が選択した変数に基づくプロビット推

定）の代わりに機械学習手法を用いることで高次元の変数に基づく不正会計の「検知」を行

い、かつ、(2) 既存研究において十分に検討されていない不正会計の「予測」に取り組んだ

研究成果を公表した。 

実態把握に関する統計データを利用するサービス業において、有用性の高いデータの提供及

びそれらを用いた実証分析等を行う「産業分析のための新指標開発と EBPM 分析：サービス業

を中心に」（小西葉子 SF）プロジェクトでは、 経済産業省の政策実務者も参加して、家電量

販店の POSデータによる指標開発や政策評価の可能性を追求するためのデータをパネル分析可

能にするために整備するとともに、標準的な各製品のスペックをコントロールした上で、省

エネ機能の程度、付加機能の有無等が製品の高付加価値化に貢献しているかを POSデータによ

り観察した実証分析の研究成果を公表した。 

 

FF）プロジェクト

における現行の通

商法の世界におけ

る課題抽出や法的

分析は、条文提案

を行う上で有効で

あった。 

また「労働市場制

度改革」（鶴光太郎

FF）プロジェクト

は、日本の「労働

市場制度」（Labor 

Market 

Institutions）の

新たな「かたち」、

改革のあり方を考

えるためにヨーロ

ッパなどの経験な

ど国際的な視点・

分析手法を十分取

り入れながら、労

働法制・制度と労

働市場・雇用シス

テム、ひいては経

済パフォーマンス

との関係を明らか

にした。また、最

低賃金政策につい

て、これまでの成

果を経済財政諮問

会議メンバーに示

唆した。 

「エビデンスに基

づく医療に立脚し

た医療費適正化策

や健康経営のあり

方の探求」（縄田和

満 FF）プロジェク

トでは、エビデン

スに基づく予防・

健康づくりの推進

標である 40件に比べ、

高い水準となった。 

加えて、令和元年度

は、特に学術雑誌として

の影響度、引用された頻

度を図る指標であるイン

パクトファクターの高い

雑誌掲載、その中でも評

価が高い雑誌である Q1、

Q2については 21件の掲

載と、平成 30年度と同

数ではあるが、そのうち

Q1の件数は昨年度 4件か

ら 11件と大幅に増加

し、より質の高い成果を

上げた。 

特にトップジャーナル

の一つである Journal of 

Political Economyに

Production networks, 

geography and firm 

performance.（斉藤有希

子 SF）が掲載され、ま

た、アメリカ科学アカデ

ミーの世界で最も引用の

多い総合科学誌である

PNASにも Common power 

laws for cities and 

spatial fractal 

structures.（森知也

FF）が掲載され、経済産

業研究所の国際的評価の

向上へつながった。 

また、本研究所の研究

は、他の研究論文に多く

引用され、令和元年度で

は 3,487件となり、平成

30年度に比し、120％以

上となった。その中に

は、インパクトファクタ

ーQ1の雑誌に掲載された
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・産業・企業生産性向上 

 生産性の研究はデータインフラ JIP データベース、R-JIP データベースと相まって RIETI の中

心分野の一つで、 R-JIP データベースが『労働経済白書』で分析に活用されたほか、省庁関

係者、企業関係者への研究紹介も多い。 

詳細な産業レベルでの労働・（無形資産を含む）資本投入の変化や全要素生産性上昇の分析、

生産性の国際比較分析、生産性、第 4次産業革命、国際競争力、二重構造等の分析などを行う

「東アジア産業生産性」（深尾京司 FF）プロジェクトでは、JIP データベースを活用して労働

分配率やマークアップ率の決定要因などを分析しており、研究で得られた知見をもとに政策

担当者との意見交換が行われた。 

企業の多様な経済活動の中から、企業成長のエンジン（要因）を多面的に考察し、さらに、

企業成長と産業との相互依存関係の観点から産業の資源配分と生産性に関する実証分析を行

う「企業成長と産業成長に関するミクロ実証分析」（細野薫 FF）プロジェクトにおいては、消

費税の免税点制度が、益税と申告に関わる法令順守費用によって免税点に売上を抑える企業

行動を惹起する一方、法令順守費用は企業間取引を通じて軽減されることを示した研究成果

を公表し、中小企業税制の政策立案に活用された。 

 

・人的資本 

日本の「労働市場制度」の新たな「かたち」、改革のあり方を考えるために、法学、経済学、

経営学など多面的な立場から理論・実証的な研究を行う「労働市場制度改革」（鶴光太郎 FF）

プロジェクトでは、近年、基幹業務システムやグループウェアの機能拡張によって、加速度

的に広がりつつある利用可能な人事データを活用して、企業とタイアップしながら、人事施

策の効果測定等の研究課題に注力している。 

「人的資源有効活用のための雇用システム変革」（大湾秀雄 FF）プロジェクトでは、off-the-

job training の研修を通じて対人スキルが改善したことにより、研修参加者の研修後のパフ

ォーマンスと将来の昇進可能性が上昇した可能性を示唆する研究成果を公表した。 

ダイバーシティ経営が多様な人材の活躍に貢献するためには、多様性尊重職場風土を構築す

ること、非年功的人事制度や自己選択型人事制度への転換が必要となること等を内容とする

研究成果を公表し、この成果は 2019年度経済財政白書に引用された。 

 

・法と経済 

現在の日本企業の統治制度の機能を、企業のイノベーション、M&A、事業再組織化、財務政策

なの企業行動に焦点をあてて解明する「企業統治分析のフロンティア」（宮島英昭 FF)プロジ

ェクトでは、スチュワードシップ・コードとコーポレート・ガバナンス・コードの 2つを支柱

とするアベノミクス下の企業統治改革が成長戦略の実現にどの程度貢献しているのかについ

て検討し、配当や自社株に対して明確に引上げ効果をもった反面、その構想にもかかわら

ず、期待されたリスクテイクの促進効果はいまだ確認できないという見通しを示唆した研究

成果を公表した。 

市場の高質化が喫緊の課題との認識の下、法律、政策、制度などの市場インフラのデザイン

を解明し、新たな法と経済学分野の開拓を模索する「市場の質の法と経済学に関するエビデ

ンスポリシー研究」（古川雄一 FF）プロジェクトでは、既存研究にはない自己増殖型 AI のマ

クロ経済的意義という新しいテーマに基づく基礎研究を推進し、労働生産性の成長率が、自

が成長戦略実行計

画 （ 令 和 元 年 ６

月）において重要

性に位置づけられ

ている中で、健康

診断・レセプトデ

ータを使ったエビ

デンスに基づく分

析結果は、時宜に

即したアプローチ

により、学会・政

府内における議論

に貢献するもので

あった。 

「日本におけるエ

ビデンスに基づく

政策形成の定着」

（山口一男 VF）プ

ロジェクトで開催

される研究会は、

政策立案者にとっ

て EBPM 研究の最新

状況の把握、企画

立案への示唆が得

られ、政策に資す

る研究である。ま

た、同プロジェク

トの豪雨災害時に

早期避難を促すナ

ッジメッセージの

効果検証を行った

事例の研究は「防

災」「ナッジの実

践」の観点で有益

な研究であった。 

さらには「新技術

と経済成長・産業

構 造 に 関 す る 研

究」（楡井誠 FF）

や「社会保障の中

長期課題への対応

論文も含まれ、経済産業

研究所による調査・研究

の学術的貢献が確認でき

る。 

こうした取組を通じ

て、経済産業研究所は、

令和元年度を通じてアジ

アトップクラスの政策シ

ンクタンクの位置づけを

維持している。 

②白書、審議会資料等に

おける研究成果の活用件

数 

「白書、審議会資料等

における研究成果の活用

件数」では、91件と、年

度目標である 55件を達

成した。この件数は、第

4期最高の件数であり、

過去 3年度の平均件数に

比しても 120％以上の件

数となった。経済産業省

での利用は 24件、経済

産業省以外の省庁での利

用についても 56件とな

り、他省庁を含む政府全

体における政策立案への

貢献が確認できる。ま

た、国際機関である IMF

や OECDにおいても引用

され、国際的な貢献も認

められる。 

研究成果のもととなる

プロジェクトについて

は、主に社会科学的観点

からの調査研究であった

従来の研究に対し、「デ

ータと AI利活用促進を

グローバルに展開するた

めの制度とマネジメント

に関する研究―グローバ
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－経済産業政

策立案プロセ

スに寄与する

質の高い研究

成果をあげる

ため、研究所

内のマネジメ

ントをどのよ

うに見直した

か。 

 

 

己増殖的 AI の成長率とバランスしうる経済構造があれば、労働シンギュラリティー（労働需

要ゼロ、雇用ゼロの状態）を回避し得ることを示唆した研究成果を公表した。 

政治学における学術的貢献のみならず、女性の社会進出の推進といった政策課題への貢献を

目指し、テキストデータやサーベイ実験を用いた実証的分析を行う「人々の政治行動に関す

る実証研究―経済産業面での政策的課題に対するエビデンスベースの処方箋の提示を目指し

て」（尾野嘉邦 FF）プロジェクトでは、調査実験の手法に基づき、新自由主義的なイデオロギ

ーと反移民的な態度が、単に急進的な右派政党の影響によるものではなく、むしろ移民の技

能レベルに対する認識（技能の低い移民に対するより否定的な態度）によるものであること

を示唆する研究成果を公表した。 

 

・政策史・政策評価 

研究者と行政官の連携の下で日本の EBPM を定着させるための研究を行う「日本におけるエビ

デンスに基づく政策形成の定着」（山口一男 VF）プロジェクトでは、豪雨災害時に早期避難を

促すナッジメッセージの効果検証を行う研究成果を公表した。研究会には研究者に加えて多

くの政策担当者（経済産業省、他省庁含む）や民間のメンバーも参加して活発な議論が行わ

れ、政策当局の施策立案にも貢献した。エビデンスに基づく政策立案を進展させるためのシ

ンポジウムでは、資源エネルギー問題や防災問題への EBPM利用や EBPMの行政での実装といっ

た具体的成果に加え、AI に基づくビッグデータ分析や政治・行政における不正統計リスクの

根絶といった将来を見据えた課題と EBPMの関連について専門家が議論した。 

「これからの法人に対する課税の方向性」（佐藤主光 FF）プロジェクトでは、我が国では、安

倍政権の下、「成長志向の法人税改革」により、法人実効税率は 2018 年度に現行の 29.74％と

なった。他方で、2018 年に米国が法人税率を 21％に引下げるなど、諸外国でも法人実効税率

の引下げは激化している。また、所得課税から消費課税への移行や、グローバル企業による

税源浸食など、法人税のみならず、企業に関わる税制の環境は目まぐるしく変化している。

このため、本研究では、これまでの法人税改革について企業アンケート等を基にした分析・

評価を行うことにより定量的な示唆を得るとともに、これからの法人に対する課税の在り方

について検討を行っている。本研究は、経済産業省産業政策局企業行動課（法人税担当）と

の共同研究である。 

 

○研究所内のマネジメントの見直し 

・昨年度導入した RPA（Robotic Process Automation）を更に活用し、常勤研究員自身が行って

いるデータ処理作業（政策不確実性指数）の大幅効率化を実現した。 

・新規採用の METI からの 3 名の出向研究員が経験を生かせる分野のプログラムのコーディネー

ターを兼務することとし、サブスタンスの知見をより活用した形でのマネジメントを実現し

た。 

 

 

 

 

 

 

に関する研究」（小

塩隆士 FF）には経

済産業省の政策実

務 者 が 多 数 参 画

し、第四次産業革

命下における組織

や人の変革の必要

性や、行動経済学

を活用したナッジ

の政策応用など、

研究会における議

論・検討が「成長

戦略実行計画（令

和元年６月２１日

閣議決定）」や「経

済財政運営と改革

の基本方針（令和

元年６月２１日閣

議決定）」など、政

府の方針検討に大

きく貢献し、経済

産業省等の政策実

務者からも高い評

価を得た。 

 

 

 

 

 

○RPA を導入する

ことにより、常勤

研究員のデータ整

備作業時間が大幅

に削減され、政策

不確実性指数に対

する関心が高まっ

ている中、データ

を欲する人たちに

速やかなデータ提

供が可能となり、

アクセスログ件数

ルデータサプライチェー

ンの確立に向けて」プロ

ジェクトでは、工学系及

び経済学系の技術経営分

野の研究者を加え、文理

融合研究を進めている。

これにより、幅広い分野

に対する影響、展開を見

込まれ、これまでと違っ

た分野への貢献も期待で

きる。 

③経済産業省の実務者に

対し、政策立案過程にお

ける研究所の研究・助言

等の貢献度 

「経済産業省の実務者

に対し、政策立案過程に

おける研究所の研究・助

言等の貢献度」では、平

均値 4.10/5と年度目標

である 3.00/5を大きく

上回った。このような研

究・助言に加え、コンサ

ルティングフェロー

（CF）として、主に経済

産業省職員を任命し、研

究プロジェクトへの参加

を通じた連携、調査・研

究の環境を提供してい

る。令和元年度は 25名

を新規に CFとして任命

し、そのうち 16名が経

済産業省職員である。こ

れらの者は RIETIの研

究・連携等を通じて任命

された者たちであり、経

済産業省との一層の連携

の結果と認めることがで

きる。CF以外の経済産業

省職員に対しては、BBL

の開催などにより情報提
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調査・研究

の管理体制

に関して、

研究所は、

研究計画に

記載するロ

ードマップ

の進捗状況

を定期的に

確認し 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (c) 研究プ

ロジェクト

の設定 

 

 

（中略） 

 

研究計画に

おいて「政

策的目標」、

「期待され

る 効 果 」、

「スケジュ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 研究プロ

ジェクトの設

定・実施・管

理 

 

（中略） 

 

当該研究計画

においては、

「 政 策 的 目

標」、「期待さ

れる効果」、

「スケジュー

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○令和元年度に重点的に実施した事業及び成果 

・アンケート調査 

 

調査名 プロジェクト名 

全世代的な教育・訓練と認知・非認知能力に関する

インターネット調査 

労働市場制度改革 

企業の越境データ移動に関する調査 デジタル経済における企業のグローバル行動に関す

る実証分析 

自然災害に対する中小企業の備えと地域金融機関に

よる支援についての調査 

地域経済と地域連携の核としての地域金融機関の役

割 

企業の事業計画と予測に関する調査 海外市場の不確実性と構造変化が日本企業に与える

影響に関する研究 

政治と社会、経済に関するインターネット調査 人々の政治行動に関する実証研究－経済産業面での

政策的課題に対するエビデンスベースの処方箋の提

示を目指して 

技術職・研究職の仕事と教育訓練に関するインター

ネット調査 

日本の経済成長と生産性向上のための基礎的研究 

フォローアップ調査 

「平成 28 年度 経済の構造変化と生活・消費に関す

るインターネット調査」 

（科研費）新しい産業政策の実証的評価：生産性効

果のミクロデータ分析 

標準化活動に関するアンケート（第 2回） （科研費）企業価値への知的財産活動の影響評価 

 

○ロードマップの管理  

・各研究プロジェクトにおいては、まず、プロジェクトリーダーが様式に沿って、研究内容の

ほか、全体のスケジュール、研究成果公表予定、期待される政策的インプリケーション等の

ロードマップを明確かつ定量的に記載した計画を策定し、プロジェクト立ち上げに際しての

事前に経済産業省政策担当者との意見交換やブレインストーミングワークショップ（BSWS）

で使用している。また、プロジェクト開始後は、四半期毎にロードマップの進捗状況を予算

執行状況と併せて確認し、必要に応じた研究活動の見直しや予算の見直しを行っている。 

 

〇ブレインストーミングワークショップ（BSWS）の開催に当たっての働きかけ 

・政策実務に貢献する研究を行うため研究開始前に経済産業省関係政策実務者と意見交換を実

施。令和元年度は全 BSWS に経済産業省政策担当課室が参加、1 回当たり 4.2 名の実務者を得

て活発な議論が行われた。 

が、前年度 16,270

件に対し、令和元

年度 26,671 件と、

約 1.6 倍となっ

た。 

 

○今年度実施した

8 本のアンケート

調査に関して、実

施研究者の確認を

得ることで外部か

らの利用が可能な

データとして調査

結果をとりまとめ

た。データの国際

移動に関する企業

ア ン ケ ー ト 結 果

（ DP19-E-088）に

ついて、伊藤萬里

リサーチアソシエ

イト（RAs）が、令

和 元 年 11 月 に

「OECD デジタル経

済政策委員会デジ

タル経済計測分析

作業部会」に副議

長として出席し、

報告を行った。今

後、国際機関にお

ける調査や国際ル

ール形成の検討に

お い て 有 用 で あ

る。 

 

 

 

○BSWS,DP 検討会

等における経済産

業省政策担当者と

の 連 携 強 化 の た

め、同省プロジェ

供を行い、連携の促進が

図られている。 

④ブレインストーミング

ワークショップ

（BSWS）、ディスカッシ

ョンペーパー（DP）検討

会、研究成果報告会等へ

の経済産業省等の政策関

係者の参加人数 

「ブレインストーミン

グワークショップ

（BSWS）、ディスカッシ

ョンペーパー（DP）検討

会、研究成果報告会等へ

の経済産業省等の政策関

係者の参加人数」は、研

究プロセスを明確化し、

政策実務者のニーズを研

究に取り入れ、実践的な

研究が行われることを目

的としている。令和元年

度は 522人の政策実務者

の参加があり、年度目標

である 275人を上回っ

た。ただし、新型コロナ

ウイルス感染症の拡散防

止のため、BSWS等の会議

が中止となったことか

ら、前年度比で 44人減

となった。今後は、より

メール、ウェブ会議等を

活用しながら、政策実務

者のニーズを取り入れる

ことを期待する。 

⑤研究者等が対応した経

済産業省等の政策関係者

からの相談・問い合わせ

件数 

その他、「研究者等が

対応した経済産業省等の

政策関係者からの相談・
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ール」等の

ロードマッ

プを明確か

つ可能な限

り定量的に

定めること

とする。 

 

・BSWS の開

催に当たっ

ては、経済

産業省等の

政策実務者

に２回以上

開催案内を

行うととも

に、コンサ

ル テ ィ ン

グ・フェロ

ー（ CF）や

関連する分

野に知見の

ある政策実

務者に対し

て個別に参

加を働きか

ける。 

 

・研究員の

業績評価や

研究プロジ

ェクトの改

廃 に 当 た

り、政策実

務者との意

見交換や政

策実務者の

参画の程度

を 考 慮 す

る。 

 

ル」等のロー

ドマップを明

確かつ可能な

限り定量的に

定め、四半期

毎の予算執行

状況及びロー

ドマップの進

捗状況を踏ま

え、必要に応

じ研究計画を

見直す。 

研究プロジェ

クト立ち上げ

の際には、経

済産業政策の

中長期的な視

点に沿った研

究であること

を確認すると

ともに、経済

産業省の担当

課室からプロ

ジェクトの意

義に関するア

セスメント等

を得た上で、

政策実務者を

招いてブレイ

ンストーミン

グワークショ

ップ（BSWS）

を開催する。

BSWSでは、プ

ログラムディ

レクターと政

策当局との意

見交換におい

て示された論

点や経済産業

省の政策ニー

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・研究プロジェクトの立ち上げの際、研究計画案について、研究内容と関連のある経済産業省

の政策実務者（担当課室となってもらうことを依頼）とプロジェクトリーダーとの間で、政

策ニーズを踏まえた意見交換を行った。意見交換の際、プロジェクトリーダーが研究計画に

加えて、ポイントを絞ったプレゼン資料を用意し説明するなど、有益な場を提供した。 

・BSWS の開催に当たっては、経済産業省等の政策実務者に 2 回（開催決定時及び開催 1 週間

前）、開催案内を行うとともに、コンサルティング・フェロー（CF）や関連する分野に知見の

ある政策実務者に対して個別に参加を働きかけている。特に経済産業省のプロジェクトの担

当課室には必ず参加するよう依頼し、開催した 14回の BSWSのいずれも担当課室の参加があっ

た。 

○研究員の業績評価及び研究プロジェクトの改廃 

・研究員の業績評価にあたっては、政策実務者との意見交換や政策アドバイザーとしての貢

献、担当プロジェクトにおける政策実務者の参画及び経済産業省各課室への研究成果の還元

などを考慮した。 

 

・令和元年度は、3名の新規 FFのプロジェクトを新たに開始した。 

（令和元年度の新規プロジェクト） 

・経済産業省からの要請により立ち上げた「これからの法人に対する課税の方向性」（佐藤主光

FF）において、3 ヶ月に一度研究会を開催し、経済産業省企業行動課の政策担当者も多く参加

され、法人税改革の効果やあるべき税制の検討等、政策立案に資する研究を行っている。 

・「自動化（robotization）が労働市場およびマクロ経済に与える影響について」（藤原一平

FF） 

自動化（ロボット導入）が、「労働を人から奪うことになるのか？」といった懸念が非常に強

まっているおり、理論的研究が数多い中、データを用いて、自動化がこれまで労働市場に与

えてきた影響の実証分析を行うなど経済・社会政策における重要な研究課題となっている。 

・「働き方改革と健康経営に関する研究」（黒田祥子 FF） 

労働市場や企業における働き方が労働者のメンタルヘルスや企業の健康経営とどのような関

係性を持っているかを実証的に明らかにし、また経済産業省ヘルスケア産業課との連携によ

る「健康経営度調査」のデータ解析および「健康経営」推進のためのエビデンス導出を重点

的に行い政策ニーズに対応する研究を行っている。 

 

○ ディスカッション・ペーパー（DP）検討会等の開催に当たっての政策実務者との連携 

・DP 検討会等の開催に当たっては、経済産業省等の政策実務者に 2 回（開催決定時及び開催 1

週間前）、開催案内を行うとともに、CF や関連する分野に知見のある政策実務者に対して個別

に参加を働きかけた。特に経済産業省のプロジェクト担当課室には必ず参加案内をした。参

加が叶わない政策実務者からの資料請求のニーズにも対応した。 

・DP 検討会等は政策関係者の参加を得ることにより研究成果を政策実務に活かして頂くもの。

令和元年度は DP・ポリシー・ディスカッション・ペーパー（PDP）検討会及び研究成果報告会

開催 120回で 463名の政策関係者の参加を得た。 

 

 

 

クト担当課室およ

び政策実務者に対

して個別に参加を

働きかけた結果、

参 加 率 は 前 年 度

84 ％ か ら 今 年 度

89％となり、多く

の政策関係者の参

加を得て有効な検

討会を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ件数」につい

ても 146件と、第 4期最

高件数となった。また、

経済産業省からの求めに

応じ、研究員等が国際会

議等に出席し、意見交換

を行う等幅広く連携が行

われている。 

➅資料統計業務 

経済産業研究所では、

統計データ、アンケート

調査をもとにデータベー

スを構築し、これを一般

公表しており、平成 30

年度では 8つのデータベ

ースの維持、運用を行っ

た。令和元年度実績で

は、いずれのデータベー

スへのアクセスも前年度

に比べ上昇した。 

これらのデータベース

は、適時に全面改定が行

われ、各省庁にとって重

要なデータベースと見な

されている。そのため、

各種白書等にも利用さ

れ、政策立案に大きく貢

献されている業務である

と認められる。 
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調査・研究

に つ い て

は、国際的

にも高い評

価につなが

る水準で行

う。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d) 研究プ

ロジェクト

の実施・管

理 

（中略） 

各研究プロ

ジェクトの

成果となる

ディスカッ

ションペー

パー（ DP）

等は、政策

実務者も招

いた DP 検討

会等の内部

レビュープ

ロセスを経

た上で、原

則 公 表 す

る。 

各研究プロ

ジェクトの

研究計画に

記載するロ

ードマップ

の進捗状況

を定期的に

確認すると

ともに、四

半期ごとに

予算執行状

況を確認し

た結果を、

研究計画の

見直しに反

映する。 

ズも踏まえ、

研究計画につ

い て 議 論 す

る。 

 

 各研究プロ

ジェクトの成

果となるディ

スカッション

ペ ー パ ー

（DP）等は、

政策実務者も

招いた DP 検

討会等の内部

レビュープロ

セスを経た上

で、原則公表

する。その上

で、学術的成

果として国際

的な評価につ

ながる査読付

き英文学術誌

等への掲載及

び専門書籍へ

の収録をでき

る 限 り 進 め

る。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－内部レビュ

ーを経て公表

した研究論文

数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－学術的成果

として国際的

な評価につな

がる査読付き

英文学術誌等

への掲載及び

専門書籍への

収録件数 40 件

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○内部レビューを経た論文（ディスカッション・ペーパー、ポリシー・ディスカッション・ペ

ーパー、テクニカル・ペーパー）の公表件数 【研究】 

30年度 元年度 

155件 222件 

 

〇査読付き英文学術誌等への投稿・採択の研究員等への奨励 

・査読付き英文学術誌等への投稿を奨励、研究員評価に当たり同投稿・採択実績を勘案するこ

ととし、53件の収録を得た。 

・また、FF 等 RIETI フェローやプロジェクトメンバーなどの研究者に対しても、査読付き英文

学術誌等への投稿において RIETIの肩書や研究成果であることを明記することを徹底した。 

・なお、DP等研究成果の査読付き学術誌等への掲載については、 DPページや月次で Published 

List, Forthcoming List としてウェブページで公開している。 

 

○学術的成果として国際的な評価につながる査読付き英文学術誌等への掲載及び専門書籍への 

収録件数 

  平成 30年度 令和元年度 

インパクトファクターQ1、Q2 21件 21件 

上記以外 32件 32件 

合計 53件 53件 

元年度目標値：合計 40件以上 

※インパクトファクター：学術雑誌を対象として、その雑誌の影響度、引用された頻度を測る 

指標（Q1＝上位 25％、Q2＝上位 26～50％） 

 

○インパクトファクターQ１の学術雑誌に掲載された論文 

・昨年度に続き、インパクトファクターQ1、Q2の論文が多数掲載された。 

以下、Q1に掲載された主な論文。 

・Bernard, Andrew, Andreas Moxnes, and Yukiko Saito（齊藤有希子 SF）. "Production 

networks, geography and firm performance." Journal of Political Economy 127, no. 2 

(2019), 639-688. 

・Thorbecke, Willem(ｳｨﾚﾑｿｰﾍﾞｯｸ SF). "How oil prices affect East and Southeast Asian 

economies: Evidence from financial markets and implications for energy security." 

Energy Policy 128 (2019), 628-638. 

・Krichene, Hazem, Yoshi Fujiwara, Abhijit Chakraborty, Yoshiyuki Arata（荒田禎之 F）, 

Hiroyasu Inoue, and Masaaki Terai. "The emergence of properties of the Japanese 

production network: How do listed firms choose their partners?" Social Networks 59 

 

 

 

 

 

○論文の公表件数

は 222 本で、第４

期の中で最も多く

の研究成果を公表

した。英語の DPに

おいては、昨年度

96本から令和元年

度 120 本と増加し

ており、査読付き

英文学術誌への投

稿、掲載も期待さ

れる。 

 

○学術誌掲載時

（forthcoming 含

む）のウェブへの

掲載、謝金制度の

創設等、インセン

ティブの仕組みを

作り、FF等への個

別周知を行ったこ

となどにより、査

読付き英文学術誌

等に収録された件

数が 53件と、年度

計画の指標である

40件（前中期計画

期間の実績値より

も高い水準に設

定）を約 1.3倍大

きく上回る成果を

上げた。 

 

〇経済学雑誌のラ

ンキング上位に位

置づけられている
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・DP 検討会

等の開催に

当 た っ て

は、経済産

業省等の政

策実務者に

２回以上、

開催案内を

行うととも

に、コンサ

ル テ ィ ン

グ・フェロ

ー（ CF）や

関連する分

野に知見の

ある政策実

務者に対し

て個別に参

加を働きか

ける。 

・適切なイ

ンセンティ

ブの付与等

を通じて、

査読付き英

文学術誌等

への投稿・

採択を研究

員等に奨励

するととも

に、業績評

価に当たっ

て 勘 案 す

る。 

・DP 等の研

究成果が査

読付き学術

誌等に掲載

された際に

は、できる

限りウェブ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プログラムデ

ィ レ ク タ ー

は、所長の命

を受けて傘下

のプログラム

全体の管理・

調整を担うと

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－研究論文の

外部レビュー

による学術的

水準 

 

 

 

(2019), 1-9. 

・Borck, Rainald, and Takatoshi Tabuchi (田渕隆俊 FF). "Pollution and city size: Can 

cities be too small?" Journal of Economic Geography 19, no. 5 (2019), 995-1020. 

・Kuroda, Sachiko (黒田祥子 FF), and Isamu Yamamoto (山本勲元 FF). "Why do people 

overwork at the risk of impairing mental health?" Journal of Happiness Studies 20, 

no. 5 (2019), 1519-1538. 

・Nguyen, Bao H., and Tatsuyoshi Okimoto (沖本竜義 VF).  "Asymmetric reactions of the 

US natural gas market and economic activity." Energy Economics 80 (2019), 86-99. 

・Yamashita, Nobuaki, and Isamu Yamauchi (山内勇 RAs). "The effects of offshore 

production on onshore innovation: Evidence from Japanese multinationals." Research 

Policy 48, no. 9 (2019), 103836. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○外部レビューアー（専門分野の大学教授等）による政策プログラムの学術水準の評価結果 

 平成 30年度 令和元年度 

① 全体的に見て学術的に高い水準にある 6 4 

② 全体的に見て学術的にやや高い水準にある 0 4 

③ 全体的に見て学術的に高い水準とも低い水準とも言えない 3 0 

④ 全体的に見て学術的にやや低い水準にある 0 0 

⑤ 全体的に見て学術的に低い水準にある 0 0 

査読雑誌に掲載さ

れた論文があり、

学術的にも国際的

に 高 い 評 価 を 得

た。 

また、「世界で最

も引用の多い総合

科学誌の一つであ

る米国科学アカデ

ミー紀要（PNAS）」

に掲載された論文

があり、外部評価

者から「国際的に

高い評価を受けて

いる学術誌に（複

数の）論文が掲載

されたのは、日本

ではまれに見る成

果である」という

評価が得られた。 

 

〇インパクトファ

クターが最も上位

の Q1 にあたる雑誌

に掲載された件数

が、昨年度 4 件か

ら今年度 11 件に増

加し、一層影響度

の高い学術雑誌へ

掲載され国際的に

高い水準の研究と

なった。 
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サイトに表

示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ともに、成果

普及活動の企

画を行い、研

究成果報告会

等に極力参加

する。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（レビュアーからのコメント） 

・比較的少人数の研究体制ではあるが、全般的に質の高い DPを多数発表しており、publication 

record も好調である。 

研究テーマから見て NBERの aging の研究グループに比較的近く、参加人数の違いはあるが、

1 人あたりの業績数と研究の質を比べれば、大差はないと思われる。 

・堅実に研究成果を挙げ続けてきているプログラムである。全般として国際標準で研究活動を

展開していると評価できる。各メンバーは、RIETI プロジェクトにおける成果を内外に有効に

発信しており、国際研究交流も盛んである。 

・ビッグジャーナルの一つである Journal of Political Economy と名誉ある全米科学アカデミ

ー紀要（PNAS）に掲載されている論文が 1 本ずつあり，日本ではまれに見る成果である。海

外の一流研究機関と比較しても遜色がない。 

・一つの論文の量・質を超えるが立派な成果もあり、さらなる産業技術政策への明確な提言を

期待する。 

・論文にもよるが他と比較しても十分に高い成果が存在する。 

・JIP データベースを通じた国際連携が定着し、国際共同研究も蓄積されている。5つのプロジ

ェクトから構成されており、それぞれの目的を持って個々の研究論文と全体の研究成果が進

捗している。プログラム自体が広範であるために、整合性は取れていると判断される。 

・海外でも学術的・政策的な研究を行っている大学・研究機関は多いが、本プログラムの成果

はそれに劣らない水準と言える。 

・国内外で高い評価を受けた研究や数理分析において極めて国際的に水準の高い研究など、本

プログラムは海外の研究機関の研究と比して遜色ない。 

 

＜特に学術的に高い水準だと評価された論文の例＞ 

（DP）19-E-109 

"Effects of Experiencing the Role of Imaginary Future Generations in Decision-Making 

- a Case Study of Participatory Deliberation in a Japanese Town -" (HARA Keishiro, 

KITAKAJI Yoko, SUGINO Hiroaki,YOSHIOKA Ritsuji, TAKEDA Hiroyuki, HIZEN Yoichi and 

SAIJO Tatsuyoshi) 

（日本語タイトル：「仮想将来世代」の視点獲得による意思決定における効果の検証 -日本の自

治体における討議実践のケーススタディ-」、原圭史郎、北梶陽子、杉野弘明、吉岡律司、武

田裕之、肥前洋一、西條辰義 ） 

（DP）19-E-039 

"Females, the Elderly, and Also Males: Demographic Aging and Macroeconomy in Japan" 

(KITAO Sagiri, MIKOSHIBA Minamo and TAKEUCHI Hikaru) 

（日本語タイトル：「女性と高齢者（と男性）：日本における高齢化とマクロ経済」、 北尾早

霧、御子柴みなも、竹内光） 

 

（DP）19-J-031 

「健康診断・レセプトデータを用いた血圧と医療費の関連に関する分析」（縄田和満、松本章

邦、木村もりよ） 
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－研究論文の

引用件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（PDP）20-P-007 

"Digitalization and New Product Development in Manufacturing SMEs: A Comparative Study 

of Germany and Japan" (MOTOHASHI Kazuyuki and Christian RAMMER) 

(日本語タイトル：「中小製造メーカーのデジタル化と新商品開発に関する日独比較調査」、元

橋一之、Christian RAMMER) 

 

（DP）20-J-001 

「日本産業の基礎研究と産学連携のイノベーション効果とスピルオーバー効果」 

（長岡貞男、枝村一麿、大西宏一郎、塚田尚稔、内藤祐介、門脇諒） 

 

（DP）19-J-059 

「中法企業支援ポリシーミックスにおける補助金の役割：サポーティング・インダストリー

をケースとして」（鈴木潤） 

 

（DP）19-J-002 

「定年後の雇用パターンとその評価－継続雇用者に注目して」 (久米功一、鶴光太郎、佐野

晋平 、安井健悟) 

 

（DP）20-E-009 

"Economic Black Holes and Labor Singularities in the Presence of Self-replicating 

Artificial Intelligence" (YANO Makoto and FURUKAWA Yuichi) 

（日本語タイトル：「自己増殖的人工知能の存在下における経済ブラックホールと労働シンギュ

ラリティ」、矢野誠、古川雄一 ） 

 

○研究論文の引用件数 

平成 30年度 令和元年度 

2,831件 3,487件 

 

○インパクトファクターQ１の学術雑誌に掲載された論文が、同 Q１の学術雑誌に掲載の論文で

引用された例 

・Bernard, Andrew, Andreas Moxnes, and Yukiko Saito（齊藤有希子 SF）. "Production 

networks, geography and firm performance." Journal of Political Economy 127, no. 2 

(2019), 639-688.が、REVIEW OF FINANCIAL STUDIES, Vol.3(2020)に掲載された論文等で引用

された。 

・上記以外のインパクトファクターQ１の学術雑誌に掲載された論文についても、同 Q2 の雑誌

に掲載の論文で引用された。 

・Kuroda, Sachiko (黒田祥子 FF), and Isamu Yamamoto (山本勲元 FF). "Why do people 

overwork at the risk of impairing mental health?" Journal of Happiness Studies 20, 

no. 5 (2019), 1519-1538. が、JOURNAL OF HEALTH PSYCHOLOGY(2020) に掲載された論文等

で引用された。 

・Borck, Rainald, and Takatoshi Tabuchi (田渕隆俊 FF). "Pollution and city size: Can 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－白書・審議

会資料等にお

ける研究成果

の活用件数 55

件以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

cities be too small?" Journal of Economic Geography 19, no. 5 (2019), 995-1020.が、

REGIONAL SCIENCE AND URBAN ECONOMICS 81(2020)に掲載された論文等で引用された。 

 

○白書・審議会資料等における研究成果の活用の件数 

令和元年度は、内閣府「経済財政白書」では 24 件の研究成果が活用された。また IMF レポー

トにおいても公表しているデータベース「日本の政策不確実性指数」や研究論文等が 6 件引用

され、経済産業省「産業構造審議会 2050経済社会構造部会」、首相官邸「未来投資会議」 総務

省「AI ネットワーク社会推進会議 AI 経済検討会」、国土交通省「ESG 不動産投資のあり方検討

会」など広く研究成果が浸透し、活用された。 

 平成 30年度 令和元年度 

合計 

引用件数 

73件 91件 

主な 

引用事例 

・経済産業省「通商白書」：7件 

・経済産業省「中小企業白書」：5件 

・経済産業省「エネルギー白書」：1件 

・経済産業省「ものづくり白書」：1件 

・内閣府「経済財政白書」：13件 

・内閣府「日本経済 2018-2019」：4件 

・内閣府「世界経済の潮流 2018 年」:5

件    

・総務省「情報通信白書」：15件 

・厚生労働省「労働経済白書」：2件 

・経済産業省「中小企業白書」：1件 

・経済産業省「産業構造審議会資料」：

11件 

・経済産業省「通商白書」：7件 

・厚生労働省「労働経済白書」：4件 

・内閣府「経済財政白書」：24件 

・内閣府「日本経済 2019－2020」：3件 

・内閣府「地域の経済 2019」：2件 

・総務省「情報通信白書」：12件 

元年度目標値：55件以上 

 

・「中小企業白書」において活用された研究成果 

 冨浦英一［2014]『アウトソーシングの国際経済学』、（株）日本評論社 

 

・「通商白書」において活用された研究成果 

「中国鉄鋼産業における過剰生産能力問題と補助金：ソフトな予算制約の存在の検証」（渡

邊、DP-17-J-058） 

飯野隆史、占部寿美子、齊藤有希子（SF）、山内勇(RAs)（2019）「新興国における知識生産活 

動とグローバルネットワーク」、19-P-009 

飯野隆史、井上寛康、齊藤有希子 SF、戸堂康之 FF（2018）, “How Does the Global Network 

of Research Collaboration Affect the Quality of Innovation?”, 18-E-070 

蓬田守弘（2015）「再生可能エネルギー補助金と相殺関税の経済分析 ―米中太陽電池貿易紛

争の事例を中心に―」、15-J-033 

ボールドウィン（2018）、Richard Baldwin （2012）「21 世紀型貿易と 21 世紀型 WTO」 

(コラム「世界の視点から」） 

 RIETI-TID 

 

 

 

 

○通商白書では、

特許データを用い

た国際的な共同研

究の国際比較、新

興国における知的

生産活動とネット

ワーク、再生エネ

ルギー補助金など

をテーマとした DP

が参考文献にあげ

られた。また、貿

易 に 関 す る 図 が

RIETI-TID から作

成された。 

 

〇経済財政白書で

は、企業における

ダイバーシティ、

ワーク・ライフ・

バランス、日本企

業の国際化などを

テーマとした DP、

書籍など多くの研

究成果が参考文献

にあげられた。ま

た JIP を利用し、

時間当たり実質賃

金の要因分解に関

する図が作成され

た。 （経済財政

白書全体では、計

24 件の研究成果が

活用された） 

 

〇労働経済白書で

は、日本人の働き

方、労働時間の決

定メカニズムや非
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・「経済財政白書」において活用された研究成果 

 山本勲 （2014）「企業における職場環境と女性活用の可能性-企業パネルデータを用いた検

証」 

伊藤恵子、田中鮎夢（RAs）（2014）“The Impact of Multinationals' Overseas Expansion 

on Employment at Suppliers at Home: New evidence from firm-level transaction 

relationship 

data for Japan”,14-J-017 

佐藤博樹（2019）「ダイバーシティ経営と人材マネジメントの課題:人事制度改革と働き方の

柔軟化を」、19-J-024 

森川正之（2018a）「就労スケジュールの不確実性と補償賃金」、18-J-008 

森川正之（2018b）「長時間通勤とテレワーク」、18-J-009 

森川正之（2018）『生産性 誤解と真実』日本経済新聞出版社 

山口一男（2017）『働き方の男女不平等 理論と実証分析』日本経済新聞出版社 

JIP データベース 

 

・「情報通信白書」において活用された研究成果 

川濱昇・武田邦宣（2017）「プラットフォーム産業における市場画定」, 17-J-032 

森川正之（2017）「人工知能・ロボットと雇用：個人サーベイによる分析」,17-J-005 

宮川努（2018）『生産性とは何か』筑摩書房 

鶴光太郎（2016）『人材覚醒経済』日本経済新聞出版社 

岩本晃一（2018）『AI と日本の雇用』IPデータベース 

 

・「労働経済白書」において活用された研究成果 

山本勲、黒田祥子 （2014）『労働時間の経済分析』日本経済新聞出版社 

徳井丞次（2018）『日本の地域別生産性と格差：R-JIP データベースによる産業別分析』東京

大 

学出版会 

R-JIPデータベース 

 

・「IMF Country Report Japan」において活用された研究成果 

日本の政策不確実性指数 

北尾早霧（2015）,“Fiscal Cost of Demographic Transition in Japan, “Journal of 

Economic Dynamics and Control, Vol. 25, pp. 37–58（15-E-013の DPが元） 

長谷川誠, 清田耕造（2017）, “The Effect of Moving to a Territorial Tax System on 

Profit Repatriation: Evidence from Japan,” Journal of Public Economics, Vol. 153, 

pp. 92-110(13-E-047の DPが元) 

 

・OECD Economic Surveys において活用された研究成果 

鶴田大輔（2017), "SME Policies as a Barrier to Growth of SMEs",  10-P-007 

深尾京司 (2010), "Service Sector Productivity in Japan:The key to future economic  

growth", 10-P-007 

正規雇用の実態に

関連する書籍の参

照や、地域別にみ

た労働生産性の動

向に関する図が R-

JIP（都道府県別産

業生産性）から作

成された。 
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人口減や第

４次産業革

命への対応

など、課題

が多岐に亘

りながらも

相互に関連

している研

究対象につ

いては、よ

り分野横断

的な分析・

研究を実施

する。他方

で、課題が

高度に専門

化している

分野につい

ては、付加

価値の高い

データ分析

に基づいた

きめ細かな

分析・研究

を 実 施 す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(e) 分野横

断 的 な 分

析・研究等

の実施 

 人口減や

第４次産業

革命への対

応など、課

題が多岐に

亘りながら

も相互に関

連している

研究対象に

ついては、

分野横断的

に研究を実

施する。他

方、課題が

高度に専門

化している

分野につい

ては、良質

なデータや

最新の理論

に基づいた

きめ細かな

研究を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 分野横断

的な分析・研

究等の実施 

研究活動の基

本的な単位は

研究プロジェ

ク ト で あ る

が、シナジー

効果を活かす

ため、プログ

ラム内におけ

るプロジェク

ト相互間、ま

た、複数のプ

ログラムの間

での有機的な

連 携 を 進 め

る。今年度に

おいては、エ

ビデンスに基

づく政策形成

（ EBPM ：

Evidence-

based Policy 

Making）を推

進する政府方

針を踏まえ、

研究所におい

ても EBPM 推

進体制を構築

す る と と も

に、各プロジ

ェクトにおい

ても EBPM を

より一層意識

しつつ研究を

進めていく。

また、引き続

き、人工知能

（AI）やイン

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○分野横断的な研究 

・研究の広がり及びシナジー効果の発揮を考慮し、RIETI の研究の基本単位であるプロジェクト

及び上位概念のプログラムの枠を超え、多方面に及ぶ分析を行った。 

・政府統計のミクロデータや RIETI が公表している独自に構築したデータを活用し、プロジェ

クトリーダーやプロジェクトメンバーが別プログラムにおけるプロジェクトのメンバーとな

り、各プログラム・プロジェクトの垣根を越え分析を行った。 

・「第四次産業革命」に関しては、引き続き、イノベーション、産業フロンティアプログラムに

て AI を主としたプロジェクトで研究を実施するとともに、イノベーションプログラムにおい

て IoT関連テーマの研究を行った。また、「データと AI利活用促進をグローバルに展開するた

めの制度とマネジメントに関する研究―グローバルデータサプライチェーンの確立に向け

て」プロジェクトでは、工学系及び経済学系の技術経営分野の研究者のほか、企業の知財部

門、競争法に詳しい弁護士等が参加し、経済産業省知的財産政策室、情報経済課とも密接に

連携しながら、研究活動を行った。 
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（中略） 

経済産業政

策史の編纂

にかかる資

料収集等を

着実に進め

る。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（中略） 

 さらに、

経済産業政

策史の編纂

に向けて、

資料収集等

を着実に進

める。資料

ターネット・

オブ・シング

ス（ IoT）を

はじめとする

「第４次産業

革命」に関連

する研究を複

数のプログラ

ムの中で実施

し、相互に交

流を図りなが

ら、人工知能

等が経済社会

に与えるイン

パクト等につ

いての研究を

総合的に実施

する。 

政府統計のミ

クロデータや

研究所が独自

に構築したデ

ー タ を 活 用

し、グローバ

ル 化 、 生 産

性、イノベー

ション、地域

経済、労働市

場等の諸問題

について実態

に迫る分析を

行う。 

 

（中略） 

第二期通商産

業 政 策 史

（1980～2000

年）の要約の

英訳版の作成

作業を進める

とともに、次

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○第二期通商産業政策史（1980～2000年）の要約の英訳版の作成 

・第二期通商産業政策史（1980～2000年）の要約の英訳版『Dynamics of Japan’s Trade and 

Industrial Policy in the Post Rapid Growth Era (1980–2000』を Springer社より出版

（2020年 4月）   

チャーマンズ・ジョンソンが『通産省と日本の奇跡』で描いた「悪名高き通産省（notorious 

MITI）」の高度成長期以降の動きを描いた著作であり、産業政策に関心の深い途上国の研究者

から高い関心を集めることが期待される。国際協力機構（JICA）からも、アジア・アフリカ
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収集におい

ては、課題

の明確化を

行い、また

編纂スケジ

ュールの具

体化や執筆

体制の検討

等を実施す

る。 

 

 (f) 経済産

業省への政

策提言を効

果的に行う

ための取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期経済産業政

策史の編纂に

向けた資料収

集や関連する

DP等の作成を

進める。 

 

 

 

 

 

(d) 経済産業

省への政策提

言を効果的に

行うための取

り組み 

個々の研究プ

ロジェクトに

政策実務者が

メンバー、オ

ブザーバー等

として参加す

る こ と を 歓

迎・慫慂し、

研究計画の策

定段階におけ

るプロジェク

ト・リーダー

等との意見交

換、 BSWS や

DP検討会等で

政策現場の関

心 を 吸 い 上

げ、研究計画

の策定や成果

に 反 映 さ せ

る。 

経済産業省等

のニーズを把

握しつつ、研

究所の知見を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－BSWS、DP 検

討会、研究成

果報告会等へ

の経済産業省

等の政策関係

者の参加人数

275人以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域等の途上国から「日本の経済成長時の通商産業政策」について知りたいという声が数多

く寄せられており、本資料は JICAの途上国向けの研修でも活用される予定である。 

なお、本資料は、誰でも無料でアクセス可能な「オープンアクセス」形式での出版であり、

海外からもフリーアクセスが可能となっている。 

・政策史・政策評価プログラムの一環として、2000 年以降の経済産業政策史の中核的位置を占

めると予想される産業再生政策をめぐる政策決定過程の検証や政策評価に取り組んだ。 

 

 

 

 

 

○BSWS、DP検討会、研究成果報告会等への経済産業省等の政策関係者の参加人数 

令和元年度において BSWS 参加延べ人数が減少しているが、事前に必ず評価課の政策実務者と

プロジェクトリーダーの意見交換を行っており、残念ながら、BSWS の日程が都合により合わ

ない場合は参加いただけないが、事前の意見交換を徹底しているため、政策ニーズが反映さ

れた研究計画となっている。一方、DP 検討会は、1 回あたりの参加人数は 2.5 人/回（前年

度：2.45人/回）と増えており、政策関係者等との有意義なディスカッションの場となった。 

英語の DPの場合は、参加したいが英語の DPなのでと遠慮する政策実務担当者もいらっしゃる

ので発表者に日本語タイトル、要旨の作成を依頼し、開催案内文に日英併記することや当日

の発表資料（パワーポイント）の日本語での作成を依頼し、関心を高め積極的に参加いただ

けるよう努めた。 

 開催回数 参加者延べ人数 

平成 30年度 令和元年度 平成 30年度 令和元年度 

BSWS 12回 14回 67 人 59人 

DP･ PDP検討会 87回 101回 213 人 252人 

研究成果報告会 14回 19回 286 人 211人 

合計 113回 134回 566 人 522人 

元年度目標値：275人以上 

※元年度は、2 月下旬までの合計数（新型コロナウイルス感染症の拡散防止の影響により、2 月

下旬から会議開催が中止となったため） 

 

○調査・研究の企画段階から成果の評価までを共有する取り組みの強化 

・研究計画の策定段階から積極的に政策実務者と研究者との意見交換を行い、研究者には政策

ニーズを伝え、当該研究実施によって期待される政策的含意を研究計画に明記することを求

めている。意見交換の際、プロジェクトリーダーが研究計画に加えて、ポイントを絞ったプ

レゼン資料を用意し説明するなど、有益な場を提供した。 

 

・各プロジェクトに政策実務者がメンバー、オブザーバー等として参加することを歓迎・慫慂

し、令和元年度は、約 3 割のプロジェクトに経済産業省のみならず内閣府、財務省、国土交

通省、厚生労働省、環境省、文部科学省等からも参加があった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○研究計画の策定

段階から政策実務

者との意見交換を

積極的に行い、プ

ロジェクト実施に

おいても各府省の

政策実務者をメン

バー等に慫慂する

とともに、経済産

業省政策実務者の

提案に基づくプロ

ジェクトの企画実

施、政策ニーズを

捉えた研究会の立

ち上げ等、様々な

取組を組み合わせ

て実施した結果、

研究プロジェクト

を開始するための

ブレインストーミ

ングワークショッ

プ（BSWS）や研究

プロジェクトの成

果を検討するため

の DP・PDP 検討会

への経済産業省等

の政策関係者の参

加人数が年度計画

の指標である 275

人に対して 1.9 倍
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経済産業省

との間で調

査・研究の

企画段階か

ら成果の評

価までを共

有する取組

を一層充実

させること

を目的とし

て、研究所

は、経済産

業省からの

求 め に 応

じ、随時、

政策分野の

「研究者リ

スト」を作

成 し 、 中

堅・若手の

優れた研究

者と経済産

業省の課室

長ないし課

長補佐級の

政策実務者

の交流の活

発化に努め

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業省

との間で調

査・研究の

企画段階か

ら成果の評

価までを共

有する取組

を一層充実

させること

を目的とし

て、経済産

業省からの

求 め に 応

じ、随時、

研究所が有

する強みの

一つである

研究者ネッ

トワークの

中から、マ

クロ経済や

国際経済な

どの政策分

野の「研究

者リスト」

を作成し、

提示する。

当該リスト

積極的に発信

するため、研

究者が経済産

業 省 の 審 議

会・研究会へ

参 加 し 、 ま

た、経済産業

省の各部局の

職員を広く対

象とした勉強

会を開催する

等の活動を行

う。 

経済産業省等

からの求めに

応じ、研究所

の研究者ネッ

トワークを活

用し、経済産

業省の新政策

立 案 、 審 議

会・研究会等

における検討

やその前段階

での個別の意

見交換を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・研究プロジェクトのスタート時に研究計画を検討する BSWS は、事前に意見交換等を行った経

済産業省の関係課室と日程調整を行い、より積極的な参加が得られるようにした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○経済産業省とのコミュニケーションを深める効果的な連携の方策 

 以下の取り組みを行った。 

・経済産業省の政策実務者の提案により以下のプロジェクトを企画・実施した。 

「社会保障の中長期課題への対応に関する研究」（小塩隆士 FF）プロジェクトでは、高齢者の

活躍促進、現役世代の支援強化等を具体的に進める政策の出口の一つとして、ナッジの活用

を中心に検討した。より具体的には、例えば、英国からのこの分野の第１人者である Halpern

博士を招き、同博士と METI 政策実務者との中身の濃い意見交換を目的とした終日のセミナー

を 

開催した。 

・中島理事長及び RIETI プログラムディレクター、ファカルティ・フェロー（FF）、コンサルテ

ィング・フェロー（CF）、常勤研究員（F）等を講師、経済産業省の政策実務者をモデレータ

―として、6 回にわたり、経済学又は法律学に関わるテーマの「METI／RIETI 連携勉強会」を

開催し、RIETI の研究者ネットワークとの交流を通じ、経済産業省の政策実務者に RIETI の研

究成果活用についての理解を深めてもらうことができた。経済産業省からのべ 100 人を超え

る参加を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の 522 人となっ

た。 

（前年度より 44 人

減となった要因は

新型コロナウイル

ス感染症の拡散防

止の影響によるも

の。2 月下旬から

会議開催が中止と

なったが、評価課

の政策担当者には

メールベースで DP

素案を送りコメン

トを求めるなど、

迅速に開催形式の

変更に対応した。

予定とおり開催出

来ていれば政策関

係者の参加人数は

前年度程度、達成

可能であったと思

われる。） 
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る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加えて、経

済産業省か

らの相談・

問い合わせ

等に対応す

るアクセス

ポイントと

して「政策

アドバイザ

ー」を経済

産業省の政

策に関連し

た研究領域

ごとに指名

する。同様

に、経済産

業省におい

ても政策分

野ごとに主

体的に研究

所の研究に

関与してい

く課室を特

定し、各課

室長ないし

課長補佐級

の実務者が

を元に、中

堅・若手の

優れた研究

者と経済産

業省の課室

長ないし課

長補佐級の

政策実務者

との意見交

換・議論の

円滑化を図

り、交流の

活発化に努

める。 

 また、経

済産業省か

らの相談・

問い合わせ

等に対応す

るアクセス

ポイントと

して中堅・

若手の常勤

研究者等か

ら「政策ア

ド バ イ ザ

ー」をマク

ロ経済や国

際経済など

の経済産業

省の政策に

関連した研

究領域ごと

に 指 名 す

る 。 そ し

て、経済産

業省におい

て政策分野

毎に特定さ

れた課室の

課室長ない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経済産業省等

からの相談・

問い合わせ等

に対応するア

クセスポイン

トとして研究

領域ごとに指

名した「政策

ア ド バ イ ザ

ー」の活動に

ついても引き

続 き 推 進 す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－政策アドバ

イザーを始め

研究者等が対

応した経済産

業省等の政策

関係者からの

相談・問い合

わせ件数 

 

 

 

 

 

 

－経済産業省

の政策実務者

に対する政策

立案過程にお

ける研究所の

研究・助言等

の貢献度が平

均値で５分の

３以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○政策アドバイザー等が対応した経済産業省等の政策関係者からの相談・問い合わせ件数 

平成 30年度 令和元年度 

137件 146件 

・経済産業省および研究員との打合せ等にて政策アドバイザーを紹介し、経済産業省の政策関

係者に幅広く周知した。  

・なお、政策実務への研究成果の提供に加え、先行研究等をとりまとめ、当該時点の最新研究

事情を提供すべく政策実務等の求める時期に適時に説明会等を開催した。研究開発（6 月）、

即時回帰分析（7月）、地域経済（8月）、回帰分析（9、10、11月）労働経済学（11月）、政策

不確実性指数（1月）、EBPM(ジェトロの成果指標)（2月） 

・経済産業省からの依頼により、池内健太 F が経済産業省調査員として、OECD の「産業イノベ

ーション起業委員会における産業分析作業部会」への出席、伊藤萬里 RAs が「OECD デジタル

経済政策委員会デジタル経済計測分析作業部会」の副議長として会合に出席し意見交換を行

う等、貢献した。 

 

○経済産業省の政策実務者に対する政策立案過程における政策アドバイザー等の研究・助言等

の貢献度 

                                  (%)                                  

 平成 30年度 令和元年度 

政策アドバイザー等の研究・助言等の貢献度 4.32/5 4.10/5 

 うち政策アドバイザー等の研究の貢献度 4.11/5 4.06/5 

うち政策アドバイザー等の助言等の貢献度 4.53/5 4.13/5 

元年度目標値：平均値で 5分の 3（概ね 60％）以上 

（研究に係る定性的なコメント） 

マクロ経済と少子高齢化 

・2019 年度に発出された研究成果は、いずれも学術的にも政策示唆的にも価値の高い研究であ

る。政策検討に数理的な示唆を与える内容や、全国消費実態調査という公的統計をもとに、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○平成 28 年度から

実施している政策

アドバイザーは、

経済産業省等の政

策関係者からの相

談・問い合わせ件

数が令和元年度は

146 件となり、中

期計画期間で最も

多い実績を挙げる

ことができた。 

 

 

 

○RIETI の政策ア

ドバイザー等は、

RIETI の強みであ

る政策実務に中立

的 ・ 客 観 的 な 立

場、民間シンクタ

ンクでは有さない

アカデミックな知

のプラットフォー

ムを生かした視点

から研究し、経済

産業省の政策実務

者に助言等を行う
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「政策アド

バイザー」

等 を 通 じ

て、プログ

ラムディレ

クターやプ

ロジェクト

リーダーを

始めとする

研究者と議

論を行うこ

とで、双方

が一体とな

って最適な

経済産業政

策の立案に

取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

し課長補佐

級の政策実

務者が、政

策アドバイ

ザー等を通

じてプログ

ラムディレ

クターやプ

ロジェクト

リーダーを

始めとする

研究者と議

論を行い、

その結果を

研究プロジ

ェクト決定

の際の検討

材料として

活 用 す る

等、双方が

一体となっ

て最適な経

済産業政策

の立案に取

り組むこと

を 促 進 す

る。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

格差の諸相を分析するアプローチを取った成果は、政策当局者の通常業務の中でも参考にで

きる。 

・金融政策とデフレという論点は、数式が多く直感的に理解できないレポートが多い印象だ

が、数式を使わず直感的な文章で示唆を得ることができる。また、金融緩和の効果が現れな

いのはデフレマインドなど経済社会に起因するのではなく、金融緩和はインフレをもたらす

というモデルの前提そのもの自体にあることを示唆し、非常に重要な指摘である 

貿易投資 

・本プロジェクトで、著名な有識者に、現行の通商法の世界における課題抽出や法的分析を行

って頂く事は、政策担当サイドとしても有用である。またコロナ危機を踏まえた国際通商法

のルールの在り方への示唆を期待する。 

・「データの国際貿易に関する実証分析」については、現在 WTO 等マルチや二国間で進めている

データに関するルール作りに参考となる分析が含まれ、OECD 等で議論が進むデジタル課税の

あり方や、今回のコロナ危機で指摘されているプライバシー保護の考え方など政策ニーズが

高い分野の研究である。 

地域経済 

・産業連関表の整備等、政策を考えるための土台の整備において政策立案に貢献した。 

・組織間ネットワークと組織パフォーマンスの関係性の解明は、中小企業が付加価値を増大さ

せ、地域の安定・雇用維持に資するための中小企業・地域経済産業政策の企画・立案への貢

献である。 

イノベーション 

・「限定提供データ」の活用実態や各国による規制の影響、データ提供者の意思決定に与える影

響を明らかにし、政策に資する研究である。また、企業へのデータ利活用に関するアンケー

ト結果など、今後の契約ガイドラインの改訂等の方向性に参考にしたい。 

・中長期的な研究開発のパフォーマンスの変化や産学連携の効果についての分析は政策的な観

点からも意義が高い。 

産業フロンティア 

・研究成果「オンライン広告市場における競争制限問題」（20-J-013）は政府の「デジタル市場

競争会議」における議論テーマの１つにも含まれ、昨今の傾向に先行した調査・分析がなさ

れており、政府の取組に対して十分な貢献となった。 

・省内関係原課と有機的に連携をしながら、政策当局の関心の高いテーマ選定と、学術的にも

質の高い研究を両立させている。 

・幅広いサービス分野において、特定の領域に調査・研究対象を絞り、その中で必要なデータ

分析や政策提言、評価への挑戦が高く評価できる。 

産業・企業生産性向上 

・RIETI による質の高いデータベース・データセットの構築と連携したプロジェクトであり、潜

在的な貢献が非常に大きい。 

・地域経済産業政策の企画・立案にあたり、地域ごとの産業立地や取引の分業構造の特徴等を

定量的に把握することは極めて有用であり、都道府県間産業連関表を用いた日本の地域間の

バリュー・チェーン分析など、政策の企画・立案に貢献した。 

人的資本 

・政策テーマと合致している。健康経営に関するエビデンスづくりのための大規模実証なども

こ と に よ り 、 理

論・実践両面にお

いて政策立案に大

きく貢献すること

を企図したもので

あるが、今年度の

研究・助言等の貢

献度は 4.10/5 とな

り、昨年度に続い

て目標比 120％を

上回る高い水準を

維持した。 
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予定してので、アカデミアからのインプットも期待したい。 

法と経済 

・市場の質や市場インフラの評価を通じて、AI と失業、ブロックチェーン、通貨といった、政

策に密接に関わるトピックについて分析しており、政策の企画・立案への貢献となった。 

・政府では 2015 年からコーポレート・ガバナンス改革に取り組んでおり、スチュワードシッ

プ・コード、コーポレート・ガバナンス・コードの形式的な整備から実効性の確保への移行

や、それを通じた日本企業の収益力(稼ぐ力)の改善等、政府及び経済産業省の政策目的と一

致するものであり、これに関連した研究の進展は、今後の政策立案に大きく寄与するもの｡ 

政策史・政策評価 

・成長志向の税体系を検討するに当たり、現行税制や現在の企業行動に対する有識者の見識

は、検討を深めるためには必要不可欠なものであり、有用なものである。これまでの法人税

改革や租税特別措置の経済への影響は、あるべき税制の検討に当たり重要な検討材料であ

り、今後の施策立案・検討において本プロジェクトの成果を期待する。 

特定研究 

・本プロジェクトの存在が成長戦略実行計画（令和元年６月）やその後の政府の経済政策の立

案に与えた影響は大きく、実質的な貢献は大きかった。 

・EBPM における定量分析を実践した具体的プロジェクトであり、今後、経産省において EBPM を

更に進めて行く端緒として大変有意義。 

 

（助言等に係る定性的なコメント） 

・経済産業省における EBPM のこれまでの取組について留意点の助言等、今後の進め方の検討に

活用した。（大臣官房） 

・「合成コントロール法」を用いた分析は、経済産業省としての因果推論に関する知見が更に深

まった。（大臣官房） 

・これまでの政策効果の検証結果を踏まえ、施策の見直しにつながった。（大臣官房） 

・令和 2年度に企業活動基本調査の調査計画変更の基礎資料として活用予定。（大臣官房） 

・令和 2 年度から、アンケート結果に基づくシステム利用者の支援強化を開始。また、業務改

善による統計作成ミスの低減に活用予定。（大臣官房） 

・「第 31 回未来投資会議」（首相官邸）の助言を踏まえ、経済産業省内でのマークアップの分析

結果を公表。同様の分析の詳細版を、「産業構造審議会第２回成長戦略部会」（経済産業省）

にて公表。（経済産業政策局） 

・「標準化と品質管理全国大会 2019」（令和元年 10月）の講演資料に利用。（産業技術環境局） 

・2020 年版ものづくり白書に寄稿原稿を掲載予定。（製造産業局） 

・最低賃金引上げを巡る政策検討や、経済財政諮問会議民間議員や与野党での議論の場に助言

を活用。（中小企業庁） 

・連携体の主企業には政策効果がある一方、従企業には政策効果が認められなかったという分

析結果を踏まえ、今後の予算要求プロセスにおいて改善を要望予定。（中小企業庁） 

・持続化補助金の今後の予算要求、執行において助言を参考。（中小企業庁） 

・小売事業者表示判断基準ワーキンググループ審議会資料で、RIETI のディスカッション・ペー

パーを紹介。（資源エネルギー庁） 
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調査・研究

を支えるた

め、資料統

計業務とし

て、政策分

析用の資料

収集や統計

データの整

備・管理を

実施する。

具 体 的 に

は、内外の

研究機関に

は見られな

い生産性に

・政策実務

と政策研究

を橋渡しす

る上で重要

な役割を果

たすことが

期待される

CF として、

研究マイン

ドのある有

為な人材を

積極的に登

用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (g) 資料統

計業務 

 調査・研

究を支える

ため、政策

分析用の資

料収集、統

計データの

整備・管理

を 実 施 す

る。具体的

には、産業

生産性デー

タ ベ ー ス

（ JIP）、都

経済産業省等

に在籍しなが

ら研究所の研

究活動に参画

するコンサル

ティング・フ

ェローについ

ては、自身の

職務上の経験

及び学術的知

識・関心を活

かしつつ、政

策実務と研究

の双方を理解

した上で、政

策当局と研究

所のリエゾン

としての役割

を担う。 

 

 

 

 

 

 

 

(e)資料統計

業務 

 産業生産性

（ JIP）デー

タベース、産

業別名目・実

質実効為替レ

ート RIETI－

TID 等につい

て、データの

拡充・改善に

向けた作業を

進 め る 。 ま

た、研究所が

作成している

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－各データベ

ースの利用件

数 

○コンサルティング・フェローの登用 

・令和元年度は、101名に対して、コンサルティング・フェロー（CF）の任命を実施し、うち25

名が新規での任命となっている。新規任命のうち、16 名が経済産業省等で政策実務を担当す

る職員となっている。 

・「日本におけるエビデンスに基づく政策形成の定着」（プロジェクト（PJ）リーダー：山口一

男 VF）においては、10名の CFがメンバーやオブザーバーとして研究に参画し、政策実務との

連携をより一層深めた。 

・白書作成等、調査・研究の過程で関与した課室の関係職員を CF として登用し、引き続いての

調査・研究環境を提供した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇データベースのユーザーによる利用状況 

RIETI ウェブサイトアクセスログ件数  

 平成 30年度 令和元年度 

①JIPデータベース 17,599 20,832 

②R-JIPデータベース 4,704 6,175 

③CIPデータベース 6,798 6,808 

④日本の政策不確実性指数 16,270 26,671 

⑤AMU 13,102 24,928 

⑥世界 25カ国の産業別実効為替レート 21,780 26,849 

⑦JSTAR 21,712 28,505 

⑧RIETI-TID 8,652 14,985 

○データベースの構築と活用に向けた取り組み 

・政策形成の基本データとなる統計データの開発やアンケート調査結果等についても、「RIETI

データベース」としてウェブ上で最新版を一般に公開し、外部研究機関等からの利用を可能

○研究プロジェク

トを進めていく中

で、BSWS や DP・

PDP 検討会を通じ

て、政策研究に重

要な役割を果たす

ことが見込まれる

経済産業省等の在

籍者に CF の任命を

実施、特に 25 名の

政策実務者は新た

に CF として任命

し、白書作成等の

調査・研究環境を

提供することで、

政策当局と RIETI

のリエゾンとして

の役割を担い、政

策実務との連携を

より一層深めた。 

 

〇CF が執筆した研

究成果 5 本の実績

があった。 

 

 

〇JIP データベー

スは、平成 30 年度

に、1) R&D 支出の

資 本 化 な ど

2008SNA に対応、

2）部門分類をアク

ティビティー（商

品）ベースから事

業所の産業格付け

に基づく産業ベー

スに変更等の重要

な変更を含む全面

改定を行い、令和

元年度には更新が

行われた。「令和元
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関するデー

タ ベ ー ス

（ＪＩＰ）

や都道府県

別産業生産

性（Ｒ－Ｊ

ＩＰ）デー

タベース、

アジアの産

業別名目・

実質実効為

替レートの

データベー

ス等につい

て、さらな

る統計デー

タの拡充を

行うととも

に、海外デ

ータとの連

携を視野に

入れ、経済

産業省や政

策研究者等

にとって有

益となる統

計データ等

の整備を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道府県別産

業生産性デ

ータベース

（ R-JIP）、

アジアの産

業別名目・

実質実効為

替レートの

データベー

ス等につい

て、提供情

報の拡大等

さらなる統

計データの

拡充を行う

とともに、

研究所が実

施したアン

ケート調査

等の開発デ

ータセット

の第三者利

用の円滑化

を図り、さ

らに、比較

可能性等の

面での海外

データとの

連携を視野

に入れ、経

済産業省、

政策研究者

等にとって

有益となる

統計データ

等の整備を

実施する。 

 

 

 

 

データベース

全 般 を 通 じ

て、適切にメ

ンテナンスを

行い、また、

それらの利用

拡 大 に 努 め

る。 

 アンケート

調査等の研究

所が実施した

調 査 結 果

（「開発デー

タセット」）

について、提

供用データの

整備を進め、

第三者利用の

拡大に向けた

方策を検討す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

にしている。 

 

○RIETI データベースの概要 

➢JIP データベース 

日本の経済成長と産業構造変化を分析するための基礎資料として日本産業生産性データベー

ス（Japan Industrial Productivity Database）を提供している。大規模データセットである

JIPデータベースは、RIETIの様々な研究プロジェクトで活用するほか、「令和元年版情報通信

白書」、「令和元年度年次経済財政報告（経済財政政策担当大臣報告）」で活用されている。現

在、JIPデータベース 2018年版を提供している。 

➢R-JIPデータベース 

日本の地域間生産性格差や産業構造を分析するための基礎資料として都道府県別産業生産性

（R-JIP）データベース（Regional-Level Japan Industrial Productivity Database）を提供

している。現在、R-JIPデータベース 2017年版を提供している。令和元年度は、「労働経済白

書（令和元年版労働経済の分析)」で活用されている。 

➢CIP データベース 

中国の経済成長と産業構造変化を分析するための基礎資料として中国産業生産性データベー

ス（China Industrial Productivity Database）2015 年版を提供している。 

➢日本の政策不確実性指数 

平成 29 年 6 月より、｢日本の政策不確実性指数｣(昭和 62 年 1 月から平成 27 年 12 月までの平

均値=100)として、全経済政策及び個別政策(財政政策、金融政策、為替政策、通商政策)の指

数を提供している。 

➢AMU and AMU Deviation Indicators アジア通貨単位(AMU)と東アジア通貨の AMU乖離指標 

新たなサーベイランス基準としてのアジア通貨単位（AMU）と、各通貨の AMU からの乖離指標

の測定結果を月次と日次データの両方で提供している。 

➢世界 25カ国の産業別名目・実質実効為替レート 

平成 30 年 2 月より、日本、中国、韓国、台湾、シンガポール、マレーシア、タイ、インドネ

シア、フィリピン、米国、カナダ、ドイツ、フランス、英国、イタリア、スペイン、ギリシ

ャ、オーストラリアの 18 カ国にベルギー、スイス、オランダ、ノルウェー、スウェーデン、

ロシア、ニュージーランドの 7 カ国を加え、世界 25 カ国の為替レートの変化が、各産業の対

外競争力に与える影響の分析に資するための産業別実効為替レート（名目と実質）を月次と

日次データの両方で提供している。 

➢JSTAR（くらしと健康の調査） 

高齢者対象のパネルデータ調査である JSTAR（くらしと健康の調査）データの国内外への提供

を引き続き実施している。 

➢RIETI-TID 

東アジアの製造業産業活動を貿易動向から把握する観点から、同域内で取引が活発な産業に

焦点を絞りつつ、産業毎（13分類）の生産工程別（5工程）に 1年間の貿易額を整理した結果

を提供している。令和元年度は、 RIETI-TID 2018 の公表を開始した。「通商白書 2019」「令和

元年度年次経済財政報告（経済財政政策担当大臣報告）」等において RIETI-TID を用いた分析

が行われている。 

➢RIETI の研究プロジェクトにおいて実施したアンケート調査結果の提供 

年 版 情 報 通 信 白

書」「令和元年度 

年次経済財政報告

（経済財政政策担

当大臣報告）」等で

活用され、重要な

データベースとし

て高く評価されて

いる。R-JIP デー

タベースも「労働

経済白書(令和元年

版 労 働 経 済 の 分

析)」で利用されて

いる。 

 

○日本の政策不確

実性指数は、従来

の株式市場などで

用 い ら れ て い た

VIX 指数で捉えら

れない社会事情に

ついての指標を表

すものであり、政

策の不確実性と経

済との関係性を分

析した結果、政策

の不確実性の高ま

りは経済活動の低

下を予兆すること

が明らかとなり、

米中貿易摩擦等世

界経済に及ぶ影響

が拡がる中、注目

を集めているとこ

ろ、新型コロナウ

イルス感染症拡大

により不確実性の

高まった令和 2年 1

月以降、一段とウ

ェブサイトのアク

セスログ件数が増
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アンケート調査の結果を外部申請者へ円滑に提供すべく、データの整備等を実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加し利用されてい

る。 

 

○JSTAR（くらしと

健康の調査）は、

新型コロナウイル

ス感染症の影響等

により、データ提

供件数は昨年度比

で 下 が っ た も の

の、平成 30 年度の

第 4 回（2013 年）

調査のデータ提供

開始以来、コンス

タントに利用申請

があり、海外から

の利用も続いてい

る。データを利用

した研究論文がア

ジ ア 開 発 銀 行 の

「アジア経済統合

報告書 2019/2020

版（AEIR）」に引用

される等して活用

されている。 

 

○ RIETI-TID は、

昨年度比 1.7 倍の

アクセス件数があ

った。「通商白書

2019」「令和元年度 

年次経済財政報告

（経済財政政策担

当大臣報告）」や未

来投資会議の資料

等において RIETI-

TID を用いた分析

が行われており、

重要なデータベー

ス と し て 認 識 さ

れ、活用されてい
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調査・研究

に つ い て

は、国際的

にも高い評

価につなが

る水準で行

う。そのた

め、設立以

降約 15 年間

の蓄積を通

じて得られ

た研究ネッ

トワークの

継続的な拡

大 と と も

に、新しい

研究分野の

人材発掘や

若手研究者

の積極的登

用、海外か

らの客員研

究員等によ

る新陳代謝

を図ること

で研究体制

を 強 化 す

る。 

 （中略） 

 

 

 

(h) 研究ネ

ットワーク

の拡大 

 調査・研

究を国際的

に高い評価

につながる

水準で行う

ため、設立

以降約 15 年

間の蓄積で

得られた研

究ネットワ

ークを、分

野横断的な

研究である

AI 関連研究

プロジェク

トで大学、

産業界から

幅広く専門

家を集める

等により拡

大するとと

もに、新し

い研究分野

の 人 材 発

掘、若手研

究者の積極

的登用、海

外からの客

員研究員の

招聘等を通

じて新陳代

謝を図る。 

 （中略） 

 

 

 (f) 研究ネ

ットワークの

充実等 

 新しい研究

分野における

人材発掘、若

手研究者の積

極的登用、海

外からの客員

研究員の招聘

等を進めると

ともに、国内

外の大学、研

究機関、行政

機関、産業界

との研究ネッ

トワークの充

実を図る。 

第４期中期計

画が残り２年

度であること

を踏まえ、次

期中期計画期

間に向けた準

備を着実に進

め る 。 そ の

際、東京オリ

ンピック・パ

ラリンピック

後 の 経 済 運

営 、 人 工 知

能、シェアリ

ング・エコノ

ミー、仮想通

貨等、急速に

技術革新や市

場化、産業化

が進む分野を

重視する。 

 

○研究ネットワークの拡大及びネットワークを活かした知のハブの構築 

・「人口減少下における地域経済の安定的発展の研究」プロジェクト（浜口伸明 FF）において、

連携研究「地方創生と国際化・イノベーション：九州経済の創生に向けた理論・実証分析」 

に関する覚書を締結し、（連携機関：RIETI、公益財団法人九州経済調査協会、一般社団法人

九州経済連合会、独立行政法人日本貿易振興機構アジア経済研究所、佐賀大学経済学部）、九

州地域・企業における国際化の現状、産業集積の特徴、生産・販売ネットワーク、イノベー

ション創出活動の実態等を定量的・定性的に分析するとともに、アジアを中心とした市場へ

の進出、国際化が企業に及ぼす影響を分析し、九州における産業集積とスタートアップの成

長や九州における高度外国人材活用に関する研究成果を公表した。 

・令和元年度に「人事施策の生産性効果と雇用システムの変容」プロジェクト（大湾秀雄 FF）

において、「共同研究「働き方改革の実態調査と実施効果の検証」に関する覚書」をみずほ総

合研究所との間で締結し、働き方改革に関連する各種取組等のアンケートを実施し、その進

捗状況について業種・規模別に評価すると共に、アンケートデータと企業決算データを関連

づけて分析することにより、働き方改革の各取組項目の実施効果を検証する。 

・小塩隆士 FF のネットワークを通じて、「社会保障の中長期課題への対応に関する研究」プロ

ジェクトにおいて、ナッジを活用した政策手法及びその実践の世界的先駆者である BIT

（Behavioural Insights Unit）より代表者のデイビッド・ハルパーン博士を招聘し、ナッジ

を活用した政策の好事例や課題の「フロンティア」について学ぶとともに、日本における活

用の在り方について議論を行った。 

・石川城太 FF の「オフショアリングの分析」プロジェクトでは、海外から Keith Maskus 教授

（University of Colorado）を初めとするオフショアリングの世界最先端の研究をしている研

究者 5 名を招聘し、政策立案にとって重要なオフショアリングの分析について、活発な議論

を行った。 

 

〇各研究プロジェクトにおいて、研究の質を高め、政策ニーズに応えることを目的として、国

内外の著名な研究者を交えて議論を深めるワークショップ、セミナー等を開催。（9回） 

 

年月 会合名 プロジェクト名 

令和元年 5月 

セミナー「行動科学の政策応用のフロンティ

ア」 

“Frontiers of behavioural insights” 

社会保障の中長期課題への対応

に関する研究 

令和元年 5月 
国際ワークショップ“The Development of the 

Nursing Care Industry in China and Japan” 

日本と中国における介護産業の

更なる発展に関する経済分析 

令和元年 6月 
国際ワークショップ“Frontiers in Urban 

Economics and Trade” 

都市内の経済活動と地域間の経

済活動に関する空間経済分析 

令和元年 8月 
国際ワークショップ“Frontiers in Research 

on Offshoring” 
オフショアリングの分析 

令和元年 9月 
RIETI-NISTEP 共同ワークショップ「日本産業

のイノベーション創出能力の再構築」 

イノベーション政策のフロンテ

ィア：マイクとデータからのエ

る。 

 

〇「人口減少下に

おける地域経済の

安 定 的 発 展 の 研

究」PJ の九州経済

に関する連携研究

は、全国一律の分

析ではなく、九州

という一つの地域

に焦点を当てた分

析による地域差の

考察へのアプロー

チが、地域経済産

業政策に資する成

果となった。 

 

〇「社会保障の中

長期課題への対応

に関する研究」PJ

におけるセミナー

は、政策実務者と

研究者とのネット

ワーク形成の機会

となった。 

 

〇海外研究機関や

大学教授、客員研

究員（VF）等のネ

ットワークを活か

して、知のハブの

構築に引き続き取

り組んだ。 

内外の専門家と

実業界、行政官が

議論する場をタイ

ムリーに提供する

とともに、FF や、

インハウスの研究

員による海外との

研究ネットワーク
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ビデンス 

令和元年 9月 

国際ワークショップ“Entrepreneurship, 

Innovation, and Finance: New Growth 

Avenues in Developed Economies-

Professional Development Workshop-” 

ハイテクスタートアップの創造

と成長 

令和元年 10月 
国際ワークショップ“Dynamics in Finance 

and Economy on economic networks” 

経済ネットワークに基づいた経

済と金融のダイナミクス解明 

令和元年 11月 

国際ワークショップ 

JSPS Core-to-Core Program/WIAS/RIETI 

“Capital Market and Control” 

企業統治分析のフロンティア 

令和元年 12月 

RIETI-IWEP-CESSA 共催ワークショップ 

“Current Issues in the World Economy: 

Exchange Rate, Invoice Currency, Price 

Transmission and Localization” 

為替レートと国際通貨 

  ※以下のとおり、他機関との共催も積極的に行っている。 

・Frontiers in Research on Offshoring（共催 一橋大学社会科学高等研究院） 

・Entrepreneurship, Innovation, and Finance: New Growth Avenues in Developed 

economies-Professional Development Workshop（共催：中央大学企業研究所、科研費

（神戸大学大学院経営学研究科）） 

・RIETI-NISTEP 共同ワークショップ「本産業のイノベーション創出能力の再構築」（共催：

科学技術・学術政策研究所（NISTEP））  

・RIETI-IWEP-CESSA Joint Workshop“Topics on International Finance: Exchange Rate  

and Currency”（共催 中国社会科学院世界経済・政治研究所、横浜国立大学アジア経済 

社会研究センター） 

 

・プロジェクトメンバーに海外在住の研究者を加え、共著による DP の執筆等、内外に研究成果

を発信した。 

・また、研究テーマ毎にそれぞれ経済産業省、国土交通省、財務省、農林水産省、総務省、公

正取引委員会等の省庁や弁護士、民間企業（シンクタンク、監査法人、法律事務所など）

等、幅広い分野の専門家に、研究プロジェクトのメンバー、オブザーバー等として参画頂き

つつ研究を進めた。 

・池内健太 F が経済産業省調査員として、OECD の「産業イノベーション起業委員会における産

業分析作業部会」に出席し、また伊藤萬里 RAs は OECD デジタル経済政策委員会デジタル経済

計測分析作業部会」の副議長として会合に出席し、RIETI で実施したアンケート（企業の越境

データ移動に関する調査）結果を報告するなど、研究ネットワークが拡がり議論の場が提供

出来た。 

・平成 28 年度から、NISTEP（科学技術・学術政策研究所）との間で締結したサイエンスベース

のオープンイノベーションに関する共同研究に係る覚書により、プロジェクト単位での連携

を進めた。 

・平成 28 年度から、一橋大学経済研究所との間で、研究交流の推進を目的とした覚書を締結

の広がりにより著

名な海外有識者を

招聘した国際ワー

クショップ等を開

催し、活発な討論

を行い、研究ネッ

トワークの充実を

図 る こ と が で き

た。 
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４．その他参考情報 

特になし 

し、プロジェクト単位での連携を進めた。 

・平成 29 年度から、京都大学経済研究所との間で学術協力及び交流に関する協定を締結し、研

究資料相互交換等を行い、相互理解を深めている。 

・平成 30 年度から、東北大学との間で締結した共同研究や人材交流、設備の利用を通じた研究

交流の推進を目的とした協定書により、震災や少子高齢化などの社会課題の研究で相互に連

携を深めている。公共政策大学院における「経済産業政策特論Ⅱ」講義（中島理事長を含む 8

名の RIETI 研究者及び経済産業省の政策担当者が経済産業政策の最近の研究成果や政策動向

等について講義）等の研究交流に取り組んだ。 

・令和 2年 3月に共催を予定していたシンポジウムは、開催に向けた準備を進めていたものの、

新型コロナウイルス感染拡大防止のため、直前に延期となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

＜その他事項＞ 

なし。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１―２ 成果普及・国際化業務 

業務に関連する政策・

施策 

経済産業政策 当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

独立行政法人経済産業研究所法 第 12 条第二号、第三号、第四号 

当該項目の重要度、困

難度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

行政事業レビューシート番号 0381 

                                                  

２．主要な経年データ 

 

本 

 

指 

 

標 

 

① 主要なアウトプット（アウトカム）情報 

指標 達成目標 （参考）前中期目標

期間平均値等 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

公開で実施するシンポジウム、セミナー等の開催件数 48件以上（4年度） 

12 件 以 上 （ 単 年

度） 

60件（5年度） 

12件（単年度） 

18件 17件 16件 27件 

全論文のダウンロード総数 毎年 80万件以上 当年度 DP1本当たり

年平均 13,854件 

160万 8,351件 153万 3,890件 148万 2,933件 177万 5,147件 

マスメディア（新聞、雑誌、テレビ、ラジオ等）での取り上げ件数 

①テレビ・ラジオでの情報発信の件数 

②新聞・雑誌での情報発信の件数 

③日経新聞「経済教室」での情報発信の件数 

※第４期から③は②に含める。 

計 280件以上 

（4年度） 

計 70件以上 

（単年度） 

計 372件（5年度） 

計 74.4 件（単年

度） 

計 110件 計 112件 計 92件 計 115件 

シンポジウム・セミナー等に参加する海外の識者の数、海外の政策研

究機関等のウェブサイトの相互掲載件数 

計 550件以上 

（4年度） 

計 135件以上 

（28,29,30 年度） 

計 145件以上 

（元年度） 

－ 計 170件 計 180件 計 183件 計 177件 

参 

 

考 

 

指 

 

標 

研究成果に基づく書籍の刊行数  34冊（5年度） 

6.8冊（単年度） 

5冊 7冊 6冊 5冊 

研究プログラム横断的なシンポジウム、セミナー等の開催件数  － 5件 2件 2件 3件 

シンポジウム（コンファレンス）、BBL セミナー等に対する参加者の満

足度 

 シンポジウム：84% 

BBL：88% 

シンポジウム：87% 

BBL：88% 

シンポジウム：86% 

BBL：89% 

シンポジウム：87% 

BBL：87% 

シンポジウム：88% 

BBL:88 % 

経済産業省から参加した者の同満足度  シンポジウム：83% 

BBL：87% 

シンポジウム：88% 

BBL：87% 

シンポジウム：87% 

BBL：89% 

シンポジウム：88% 

BBL：88% 

シンポジウム：88% 

BBL:88 % 

 

② 主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報）（再掲）                                                             

 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 
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予算額（千円） 232,889 253,533 222,502 234,760 

決算額（千円） 226,728 256,420 218,216 222,179 

経常費用（千円） 227,729 257,503 217,145 229,542 

経常利益（千円） 6,220 △2,709 6,463 10,625 

行政コスト（千円） 305,577 277,433 195,468 258,886 

従事人員数（人） 26 22 16 24 

 

（注１）「成果普及・国際化業務」の情報 

（注２）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ａ 

３．国民に

対して提供

するサービ

スその他業

務の質の向

上に関する

事項 

（中略） 

（１) 業務内

容 

（中略） 

② 成 果 普

及・国際化

業務 

成果普及

に つ い て

は、研究所

の発信力を

強化する観

点から、シ

ンポジウム

や セ ミ ナ

ー、ＢＢＬ

セミナー等

を開催する

とともに、

ウェブサイ

ト 、 広 報

誌、電子メ

ールでのニ

ュースレタ

ー を は じ

め、新聞、

雑誌、テレ

ビ等のマス

メディアも

含め、様々

１．国民に対

して提供する

サービスその

他の業務の質

の向上に関す

る目標を達成

するためにと

るべき措置 

（２）成果普

及・国際化業

務 

(a) 成果普

及業務 

 調査・研究

の成果やそれ

に基づく政策

提言等の普及

を、広く一般

に対して効果

的・効率的に

実施する。 

 具体的に

は、シンポジ

ウムやセミナ

ー、BBLセミ

ナー等を開催

する。特に、

第４期中期目

標で重点的に

実施するとさ

れた分野横断

的な研究につ

いては、専門

の異なる研究

者同士の健全

な緊張感を醸

成し、知識の

１．サービス

その他業務の

質の向上に関

する目標達成

のためにとる

べき措置 

 

（２）成果普

及・国際化業

務 

(a) 積極的な

研究究成果等

の発信、広報

活動 

 内外の研究

者ネットワー

クや招聘スキ

ームを活か

し、重要な政

策テーマをタ

イムリーに取

り上げてシン

ポジウムやセ

ミナー等を開

催する。研究

プログラム横

断的なテーマ

を扱う「ハイ

ライトセミナ

ー」を始め、

内外の有識者

等と研究員が

議論するセミ

ナーを開催

し、新しい研

究テーマの発

掘等に貢献す

－公開で実施

するシンポジ

ウム、セミナ

ー等の開催件

数 12件以上 

 

 

 

－研究プログ

ラム横断的な

シ ン ポ ジ ウ

ム、セミナー

等の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○公開シンポジウム、セミナー等開催件数 

平成 30 年度は政府の G20 に協力するため T20 の政策提言書をとりまとめた関係で大規模なラ

ウンドテーブルを 2件開催したが、政府の要請で招待客中心となったため、以下の公開件数に

は含まれていない。 

平成 30年度 令和元年度 

16件 27件 

元年度目標値：12件以上 

 

○研究プログラム横断的なシンポジウム、セミナー等の開催 

平成 30年度 令和元年度 

2件 3件 

 

・RIETI は EBPM（エビデンスに基づく政策立案）を精力的に研究している我が国唯一の研究所

として、平成 29年度、平成 30年度に引き続きシンポジウムを開催し、資源エネルギー問題や

防災問題への EBPM 利用や EBPM の行政での実装といった具体的成果に加え、AI に基づくビッ

グデータ分析や政治・行政における不正統計リスクの根絶など将来を見据えた課題と EBPM の

関連について、第一線で活躍する専門家が議論した。 

 

・仮想通貨などの金融分野だけでなく、健康データ、趣味嗜好データなど、ビジネスに関連す

る様々なデータの取引を可能とし、新産業を育成する「インフラ」としてインターネットを

超えるインパクトを社会に与えると言われているブロックチェーンについて、グローバルに

ビジネスを展開している民間のプラットフォーム企業が個人のデータを囲い込み、各国の金

融政策を阻害する可能性も危惧される問題意識を背景に、矢野所長による研究成果の解説に

加え、各分野のトップレベルのパネリストによるパネルディスカッションを通じ、次世代産

業育成システムとしてのブロックチェーンの在り方を議論するシンポジウムを開催した。 

 

・経済産業省との連携では、令和元年 6 月末にコーポレート・ガバナンス・システム研究会

（CGS 研究会）の議論に基づき公表した「グループ・ガバナンス・システムに関する実務指

針」（グループガイドライン）で提唱された、成長戦略における意義や実務上の視点・課題を

もとにシンポジウムを開催し、本研究会の委員でもあり、RIETI「企業統治分析のフロンティ

ア」でプロジェクトリーダーを務める宮島英昭 FF の研究成果の解説に加え、パネルディスカ

ッションにおいては、各界を代表する研究者、実務家、弁護士、行政官などの本分野に精通

したパネリストが集結し、中長期の企業価値向上と持続的な成長に向けたグループガバナン

スの在り方を議論した。 

 

・日本を含む先進各国では、生産性上昇率の低下に伴う長期的な経済停滞が懸念されている

＜評価と根拠＞ 

評定： Ａ 

 

根拠 

 成果普及・国際化

業務においては、 

 

・公開で実施するシ

ンポジウム、セミナ

ー等の開催件数は 27

件（目標225％、過去

3年実績比 158.8％） 

・全論文のダウンロ

ード総数は1,775,147

件 

（目標比 221.9%、過

去 3 年実績比 115.1

％） 

・マスメディア（新

聞、雑誌、テレビ、

ラジオ等）での取り

上げ件数は 115 件

（目標比 164.3%、過

去 3 年 実 績 比

109.8％） 

・シンポジウム・セ

ミナー等に参加する

海外の識者の数、海

外の政策研究機関等

のウェブサイトの相

互掲載件数は 177 件

（目標比 122.1%、過

去 3 年 実 績 比

99.6％） 

 

など、いずれの指標

でも目標比120％を大

＜評定に至った理由＞ 

定量的目標について

は、4つの評価指標全

てにおいて達成度が

120％以上となった。 

特に、「公開で実施す

るシンポジウム、セミ

ナー等の開催件数」に

ついては、第 4期にお

いて過去最高の件数と

なり、過去 3年度の平

均件数に比しても

120％以上の実績となっ

た。これに伴い、その

内容は各方面で多く取

り上げられ、研究成果

を政策当局者及びアカ

デミアンのみならず、

広く国民に周知され、

経済・産業に関する知

識と理解の増進へつな

がったように令和元年

度は、過去の実績に比

して優れた成果を上げ

た。 

 

また、シンポジウ

ム・セミナー等の開催

については、コーポレ

ート・ガバナンスのシ

ンポジウムにおける経

済産業政策局長による

基調講演や、EBPMシン

ポジウムにほぼ全省庁

の関係者が出席すると

いったように、政策当

局との連携にも力点を
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な媒体を活

用した積極

的な情報発

信を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

融合化や新し

い着想からの

研究テーマ発

掘などにも資

する、研究プ

ログラム横断

的なシンポジ

ウム、セミナ

ー等を開催す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るとともに研

究成果の発信

を図る。ま

た、労働市場

改革、第 4次

産業革命等政

策ニーズのあ

るテーマにつ

いては、経済

産業省の政策

や RIETIの研

究活動で得ら

れた具体的な

政策提言を基

にしたシンポ

ジウム等を開

催し、経済産

業省との連携

を促進する。

EBPMについ

ては、今後の

研究の進展や

経済産業省を

始めとした政

府の動きを踏

まえてタイム

リーにシンポ

ジウム等を開

催する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中、RIETI では、第４期中期計画（2016.4-2020.3）において、「世界の中で日本の強みを育て

ていく」「革新を生み出す国になる」「人口減を乗り越える」を重点テーマとして研究を行

い、主な成果を『第 4 次産業革命と日本経済：経済社会の変化と持続的成長』（東京大学出版

会刊）として刊行した。出版を記念するシンポジウムを開催し、第 4 次産業革命の波を日本

経済の新たな成長軌道に結びつけるにはどうすればいいか、日本を代表する各分野の経済学

者が一堂に会し、RIETI における最新の研究成果をもとに政策提言を行った。なお、新型コロ

ナウイルスにより、200 名規模の聴衆を集めるのは危険との判断から無聴衆で開催し、後日資

料と動画をウェブサイトに掲載した。 

 

・英国に拠点を置く欧州屈指の政策シンクタンクである CEPR（Centre for Economic Policy 

Research 経済政策研究センター）と、令和 2 年 3 月 24 日に CEPR-RIETI Web セミナー

「Economics in the Time of Covid-19: The economic impact on Asia」を開催した。森川副

所長以下、所内の研究者が研究成果を発表し、CEPR側からは、Weder di Mauro所長と Baldwin

教授がコメントし、リアルタイムで配信、後日 YouTube で配信された。 RIETI として始めて

の国際オンラインセミナーとなり、新型コロナウイルスに係る経済的なインパクトの分析結

果を世界にアピールする機会となった。 

 

・経済のブロック化への懸念、米国と中国の貿易紛争が一段と拡大の方向にあるなか、オース

トラリア国立大学豪日研究センター（ANU AJRC）と、経済安全保障・貿易ルールの形成をい

かに行うべきか議論するシンポジウムを開催した。前オーストラリア政府環境エネルギー省

次官／前首相・内閣省准次官兼 G20 シェルパの講演に続き、経済産業省貿易経済協力局長か

ら講演いただき、その後研究者を交えて活発な意見交換を行った。 

 

・通常、非公開・会員制で運営している BBL セミナーの場を一般に公開し、中小企業白書・小

規模企業白書、ものづくり白書、通商白書など経済産業省の政策のより広い層への周知・政

策広報を積極的に支援するとともに、WTO の機能不全が心配される中での専門家の講演や、地

方創生に役立つビジネス支援図書館についての講演、インパクト投資や 5G といった幅広く関

心を持たれるテーマについてモデレータを経済産業省担当課長等に担っていただくなど、経

済産業省の政策の連携やネットワーク構築に資するように努めた。 

 

公開シンポジウム・セミナー 

開催日 イベント名 横断的 

平成 31年 4月 11日 RIETI特別 BBLセミナー 

「光触媒を基軸としたカーボンリサイクルの実現」 
 

令和元年 5月 23日 RIETI公開 BBLセミナー 

「2019年版中小企業白書・小規模企業白書－令和時代の中小

企業・小規模事業者の活躍に向けて」 

 

令和元年 6月 20日 RIETI公開 BBLセミナー 

「2019年版ものづくり白書の概要－新たな環境変化の中での

我が国製造業の競争力強化に向けた方策」 

 

幅に上回る成果を上

げ、「公開で実施する

シンポジウム、セミ

ナー等の開催件数」

については過去 3 年

実績比でも 120%を上

回る成果を上げた。 

 

内容についても、

１）EBPM、第 4 次産

業革命、経済安全保

障、ブロックチェー

ンなど重要な政策テ

ーマや先端技術をタ

イムリーに取り上げ

てシンポジウムやセ

ミナー等を開催し関

係者から高い評価を

受けたこと、２）ウ

ェブサイトや印刷物

等を通じた研究成果

の普及・政策提言を

積極的に行いメディ

アの掲載につなげた

こと、３）T20の政策

提言取りまとめなど

海外の研究機関との

交流を広げ世界に研

究成果を発信するな

ど、質的にも高い内

容となった。 

 

 

(主な評価指標に係る

自己評価の詳細は以

下のとおり。） 

 

 

 

 

 

置いたシンポジウム等

を開催し、出席者から

重要な政策課題を議論

する場として高い評価

を得た。 

論文ダウンロードに

ついても、年度目標の

80万件を大きく上回る

とともに、第 4期最高

の 170万件超のダウン

ロードを達成したほ

か、論文のインプリケ

ーションについて一般

の人々に分かりやすく

解説した「ノンテクニ

カルサマリー」の閲覧

件数が過去最高の 154

万件を達成するなど、

広く一般への普及・広

報という観点からも大

きな成果を実現した。 

更に、海外有識者・

研究機関との連携につ

いて、令和元年度は昨

年度より減少したもの

の年度目標である 145

件を大きく上回る 177

件を達成したことに加

え、世界的な新型コロ

ナウイルス感染拡大の

中、欧州屈指の政策シ

ンクタンクである CEPR

と共催し、RIETIとし

て初めての国際オンラ

インセミナー（全世界

にリアルタイムで配

信）を成功裏に開催し

た。 

以上のことから、所

期の目標を上回る成果

が得られていると認め
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令和元年 7月 5日 RIETI T20-G20シンポジウム 

「信頼ある自由なデータ流通と自由貿易：日本がとるべき戦

略と課題」 

 

令和元年 7月 18日 第 21回 RIETIハイライトセミナー 

「令和時代の格差拡大を考える－企業統治と賃金格差はどう

なる？」 

〇 

令和元年 7月 25日 RIETI公開 BBLセミナー 

「通商白書 2019－グローバル経済の現状と揺らぐ自由貿易体

制－」 

 

令和元年 9月 2日 METI-RIETI政策シンポジウム 

「グローバル企業のグループガバナンス：企業価値の向上に

向けて」 

 

令和元年 9月 11日 RIETI公開セミナー 

「American Views on Trade, the Economy and the Upcoming 

US Election in Year Three of the Trump Administration」 

 

令和元年 9月 26日 RIETI政策セミナー 

「新たな成長に向けたアントレプレナーシップ・イノベーシ

ョン・ファイナンスの融合「中小企業政策・経営の新展開：

中小企業のためのエビデンスに基づく政策形成を目指して」 

 

令和元年 9月 30日 RIETI公開 BBLセミナー 

「日台関係と先端技術交流の新たなプラットフォーム」 
 

令和元年 10月 7日 RIETIブロックチェーンシンポジウム 

「ネクスト・ブロックチェーン：次世代産業創成のエコシス

テム」 

 

令和元年 10月 17日 RIETI特別 BBLセミナー 

「G20と世界経済：動向と展望」 
 

令和元年 11月 6日 International Seminar on "Governance Reforms from 

Comparative Perspectives" International Seminar on 

"Governance Reforms from Comparative Perspectives"  

 

令和元年 11月 13日 ADB-RIETI特別 BBLセミナー 

「アジア開発銀行 アジア経済統合報告書 2019/2020年版－

高齢化の進展と生産性の変化、テクノロジーの役割」 

 

令和元年 11月 21日 RIETI-ANUシンポジウム 

「アジアの地域統合とグローバルエコノミー：経済安全保障

への布石」 

 

令和元年 11月 27日 第 22回 RIETIハイライトセミナー 

「生産性と長期停滞論－経済政策はこれから何をすべき

か？」 

 〇 

令和元年 12月 9日 RIETI特別 BBLセミナー 
 

 

 

 

 

 

 

 

①公開で実施するシ

ンポジウム、セミナ

ー等の開催件数 

公 開 シ ン ポ ジ ウ

ム、セミナー等の開

催は 27 件と、年度計

画の指標である 12 件

の225％となるなど大

きく上回っており、

最新の研究成果を活

用しつつ重要な政策

課題を討議する場と

して社会課題の共有

や対策の立案等に貢

献した。 

第４期総括シンポ

ジウムでは、梶山経

済産業大臣からRIETI

は我が国の経済政策

議論の基礎を支えて

いるとの評価をいた

だいた。また、EBPM

シンポジウムでは、

各省庁の EBPM 関係者

を招聘して、第一線

で活躍する専門家が

議論することによ

り、日本における

EBPM 研究のリーディ

ング・インスティテ

ュートとしての地位

を確立した。ブロッ

クチェーンシンポジ

ウムでは、平井卓也

られるため、当該項目

の評定を「Ａ」とし

た。 

 

＜個別項目における評

価＞ 

① 公開で実施するシン

ポジウム、セミナー

等の開催件数 

 「公開で実施するシン

ポジウム、セミナー等

の開催件数」では、令

和元年度は 27件と、年

度目標 12件を大幅に上

回り、過去 3年度の平

均件数に比しても

120％を大きく上回っ

た。それぞれのシンポ

ジウムは、経済産業省

を含む政府全体のみな

らず、国内外へ、タイ

ムリーな情報提供がな

され、社会に大きく貢

献したと認められる。 

令和元年度は第 4期

最終年度であり、年度

末には大規模なシンポ

ジウムを予定していた

が、新型コロナウイル

ス感染症の拡大防止か

ら、観衆を集めたシン

ポジウムからネット配

信による開催へと、い

ち早く切り替えた。こ

のことは、延期・中止

ではなく、タイムリー

な情報提供を行うこと

を念頭に業務を遂行し

ているとして評価でき

る。 
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－シンポジウ

ム（コンファ

レンス）、 BBL

セミナー等に

対する参加者

の満足度 

 

 

 

 

 

 

 

「WTOは生き残れるか－多国間通商システムにおける「法の

支配」と日本の役割」 

令和元年 12月 19日 RIETI公開 BBLセミナー 

「BEYOND TICAD7 伸び行くアフリカの産業開発と UNIDOエネ

ルギー部から見たビジネスチャンス」 

 

令和元年 12月 25 日 RIETI EBPMシンポジウム 

「エビデンスに基づく政策立案を進展させるために」 
 

令和元年 12月 26 日 RIETI公開 BBLセミナー 

「日本企業の貿易建値通貨選択と為替リスク管理：なぜ日本

企業の円建て取引は増えないのか？」 

 

令和 2年 1月 15日 RIETI公開 BBLセミナー 

「地方創生に役立つ「ビジネス支援図書館」の新たな展開」 
 

令和 2年 1月 29日 RIETI公開 BBLセミナー 

「産官学連携で進める再エネ新技術開発―世界と勝負するた

めに」 

 

令和 2年 2月 6日 RIETI公開 BBLセミナー 

「インパクト投資の動向と今後の拡大に向けた課題」 
 

令和 2年 2月 12日 RIETI公開 BBLセミナー 

「5Gや DXの時代に立ち向かうために考えるべきこと」 
 

令和 2年 2月 26日 RIETI政策シンポジウム 

「第 4次産業革命と日本経済の展望」 
 〇 

令和 2年 3月 19日 RIETI特別 BBLセミナー 

「英国の政治制度から日本の民主主義を考える」 
 

令和元年 3月 24日 CEPR-RIETI Webセミナー 

「Economics in the Time of Covid-19: The economic 

impact on Asia」 

 

 

○シンポジウム（コンファレンス）、BBLセミナー等に対する参加者の平均満足度 

(%) 

 平成 30年度 令和元年度 

シンポジウムの参加者の平均満足度 87 88 

 うち経済産業省職員の平均満足度 88 88 

BBL セミナーの参加者の平均満足度 87 88 

 うち経済産業省職員の平均満足度 88 88 

注:・5（大変参考になった）～1（全く参考にならなかった）の数字による回答を集計したも

の。 

  ・満足度は、すべてが 5である時を 100％として計算。 

 

 

 

前 IT・科学技術担当

大臣や西山圭太商務

情報政策局長など政

策担当者やブロック

チェーン技術をリー

ドする各分野のトッ

プレベルのパネリス

トが一堂に会し議論

がなされ、実際の政

策や企業のビジネス

をどう構築するかを

国際的に議論する場

として RIETI 以上に

ふさわしい場はない

との評価を得た。グ

ローバル企業のグル

ープガバナンスシン

ポジウムでは、経済

産業省の成果である

「グループガイドラ

イン」の普及に大き

く寄与した。 

 

―研究プログラム横

断的なシンポジウ

ム、セミナー等の開

催 

 研究プログラム横

断的なイベントにつ

いても、「霞ヶ関の知

のプラットフォー

ム」として、企業ガ

バナンス研究と労働

経済、ミクロの生産

性とマクロの経済成

長率などの論点を組

み合わせた学際研究

を積極的に推進し

た。 

 

 

特に、緊急事態宣言

前の令和 2年 3月 24日

には、CEPRとの共同セ

ミナー「Economics in 

the Time of Covid-19: 

The economic impact 

on Asia」を開催し、新

型コロナウイルスに係

る経済的なインパクト

の分析結果を世界に対

し、いち早くアピール

した。 

同じく、第 4期の総

括シンポジウムであっ

た「第 4次産業革命と

日本経済の展望」（令和

2年 2月 26日開催）

も、無観衆での開催、

動画配信を行い、広く

タイムリーなテーマを

国民に対して情報提供

を行った。 

その他にも、令和元

年 12月 25日に開催し

た EBPMシンポジウム

「エビデンスに基づく

政策立案を進展させる

ために」については、

ほぼ全省庁の関係者が

出席した。RIETIによ

る EBPMシンポジウム

は、3年連続の開催で

あり、RIETIの自己評

価のとおり、日本にお

ける EBPM研究のリーデ

ィング・インスティテ

ュートとしての地位を

確立したと言える。 

② 論文ダウンロード件

数 
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ウェブサイト

については、

研究論文やイ

ベント結果の

掲載に加え、

タイムリーな

政策提言をす

るコラムや特

別企画等によ

る内容の充実

を図ることに

より、訴求力

を高め、利用

度の向上を図

る。また、電

子メールでの

ニュースレタ

ーに加え、分

野毎に研究論

文等の新着を

知らせるサー

ビスにより利

用者の利便に

資するととも

に、SNS（ソ

ーシャル・ネ

ットワーキン

グ・サービ

ス）の活用な

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウェブサイト

での情報発信

については、

研究成果や

RIETIの有す

る統計データ

等をユーザー

フレンドリー

な形で迅速に

ホームページ

に公開する

他、研究活動

で得られたタ

イムリーな政

策提言や普及

すべき知見を

「コラム」や

「スペシャル

レポート」等

として積極的

に発信する。

また、アクセ

ス解析を随時

行い、その結

果をコンテン

 

 

－全論文のダ

ウンロード総

数 80万件以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○全論文のダウンロード総数 

令和元年度の全論文ダウンロード総数は以下のとおり。なお、査読付き英文学術誌等への収録

が 49 件を数えたが、学術誌等からの閲覧は全てが公表されているわけではないため以下の数値

には含まれていない。 

 平成 30年度 令和元年度 

全論文のダウンロード総数 148 万 2,933件 177万 5,147件 

元年度目標値：年 80万件以上 

 

令和元年度 DP/PDPダウンロード数トップ 20 

順

位 

ダウン

ロード

数 

タイトル 執筆者 

1 14,975 幸福感と自己決定―日本における実証研究 
西村和雄(FF) 

八木匡 (同志社大学) 

2 11,689 
人工知能 AI等が雇用に与える影響；日本の実

態 

岩本晃一(SF / 日本生産性本部) 

田上悠太(統計数理研究所) 

3 8,729 
人口減少下における望ましい移民政策－外国人

受け入れの経済分析をふまえての考察－ 

萩原里紗(慶應義塾大学) 

中島隆信(FF) 

4 8,438 
日本の自動車産業における完成車メーカーと一

次サプライヤーの取引構造とその変化 
郷古浩道(（株）豊田中央研究所) 

5 8,255 
幼少期の家庭環境、非認知能力が学歴、雇用形

態、賃金に与える影響 

戸田淳仁(リクルートワークス研究

所) 

落合亮(在タイ日本国大使館) 

鶴光太郎(FF) 

久米功一(リクルートワークス研究

所) 

6 7,023 産業構造の変化と戦後日本の経済成長 

吉川洋(研究主幹) 

宮川修子(RIETI リサーチアシスタン

ト) 

7 6,110 
少子高齢化対策と女性の就業について−都道府

県別データから分かること− 
宇南山卓(神戸大学) 

8 5,913 

エネルギー源別標準発熱量・炭素排出係数の改

訂案について - 2013年度改訂標準発熱量・炭

素排出係数表（案） - 

戒能一成(F) 

9 5,367 非正規労働者はなぜ増えたか 

浅野博勝(亜細亜大学) 

伊藤高弘(大阪大学) 

川口大司(FF) 

10 4,941 

The Effects of Personality Traits and 

Behavioral Characteristics on Schooling, 

Earnings, and Career Promotion 

李嬋娟(明治学院大学) 

大竹文雄(大阪大学) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

―参加者の平均満足

度  

 一般的にイベント

の規模が大きくなる

と、様々な関係者が

参加することにな

り、満足度が下がる

傾向にあるが、元年

度はいずれの数値も

88％と極めて高い満

足度を確保した。 

 

 

 

 

 

令和元年度の論文ダ

ウンロード件数は、メ

ディアを通じ様々な研

究紹介を行うととも

に、特集企画など

RIETIホームページに

読者を積極的に呼び込

む取り組みを行った結

果、第 4期最高値の

177万 5,147件とな

り、平成 30年度の 148

万 2,933件を大きく上

回った。 

また、論文の政策的

含意について、より広

い一般の人々にも分か

りやすく解説した「ノ

ンテクニカルサマリ

ー」の閲覧件数は、第

4期最高値の 154万件

に達し、広く成果の普

及がなされた。 

加えて、ホームペー

ジには様々なコラムを

掲載し、EBPMに関する

コンテンツを平成 30年

度から設け、引き続き

政府内外へ普及を行っ

ている。 

 また、VoxEUに投

稿・掲載されたコラム

は年間 30本、ANU AJRC

に転載されたコラムは

14本と、海外への広報

が積極的になされ、

VoxEU、IZAからの転載

されたコラムは 31本に

ものぼっている。いず

れも昨年度から増加し

たことから、国内への
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どにより利用

者の裾野拡大

に努める。広

報誌は、研究

所の研究成果

をコンパクト

にわかりやす

く発信するた

め、タイムリ

ーな特集の企

画などを行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ツの企画やユ

ーザビリティ

の向上、成果

普及の促進に

効果的に活用

する他、info

等メールで寄

せられる読者

の反響を適切

に関係部署及

び研究員に情

報を共有し、

研究活動に貢

献する。電子

メールでのニ

ュースレター

に加え、利用

者の利便向上

のため分野ご

とに研究論文

等の新着を知

らせるサービ

スを積極化さ

せる。さら

に、フェイス

ブック及びツ

イッターなど

の SNSを活用

し、アクセス

向上を通じて

研究成果のよ

り一層の波及

効果を狙う。

DPに関する

索引を作成す

る等、EBPM

に貢献するサ

イト作りをよ

り一層促進す

る。 

研究員の研

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 4,631 日本の地域間連系送電網の経済的分析 戒能一成(F) 

12 4,449 韓国の産業構造変化・産業発展・産業政策 呂寅満(江陵原州大学) 

13 4,389 
戦後韓国における高度成長の起動と展開―「漢

江の奇跡」― 
林采成(立教大学) 

14 4,328 
製品アーキテクチャの概念・測定・戦略に関す

るノート 
藤本隆宏 

15 4,169 
日本型『同一労働同一賃金』改革とは何か？―

その特徴と課題 

水町勇一郎(東京大学社会科学研究

所) 

16 4,147 
なぜ大都市圏の女性労働力率は低いのか−現状

と課題の再検討− 

橋本由紀 (東京大学) 

宮川修子 

17 4,059 ベトナム南部に進出する日本企業 関満博 

18 4,029 日本企業の IT化が何故遅れたのか 
乾友彦(FF) 

金榮愨(専修大学) 

19 4,023 
The BOJ's ETF Purchases and Its Effects on 

Nikkei 225 Stocks 

原田喜美枝(中央大学) 

沖本竜義(VF) 

20 3,941 
The Impact of the US-China Trade War on 

Japanese Multinational Corporations 

孫昶(香港大学) 

陶志剛(香港大学) 

袁鴻傑(香港大学) 

張紅詠(F) 

また、ディスカッション・ペーパーの分析に基づいて政策的含意を中心に簡潔にまとめたノン

テクニカルサマリーのアクセス数も順調に伸びており（平成 28 年度 710,405、平成 29 年度

759,958、平成 30年度 852,298）、令和元年度は 1,540,880 のアクセス数を記録した。 

https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/ 

 

○令和元年度にウェブサイトに新たに開設したコンテンツは下記のとおり。 

１）連載コラム「East Asian Economic Strategies」 

日本、オーストラリア、ASEAN の国際貿易、通商、経済に関するイシューについて、シロー・ 

アームストロング VSが分析し提言を行う。 

「Keeping India in East Asia’s economic pact」（令和元年 11月 18日） 

「Getting economic and national security policy right」（令和元年 12月 13日） 

 

２）証拠に基づいて合理的、論理的に政策を評価し立案をする、Evidence-Based Policy Making

（EBPM）への関心が昨今ますます高まる動きを受け、EBPMポータルサイトを開設。RIETIおよ

び国内外の EBPMに関する取り組みについて紹介。 

 

３）「G20への政策提言」ページを開設。 

令和元年 6月開催の G20大阪に向けて、関連イベントの 1つである Think20（T20）を通じて、

貿易・投資及び中小企業政策において政策提言を行った際の政策提言書を掲載。 

 

４）短期集中連載「ネクスト・ブロックチェーン：ブロックチェーンのつくる未来」 

 

②全論文のダウンロ

ード総数 

メ デ ィ ア を 通 じ

様々な研究紹介を行

うとともに、特集企

画などにより RIETI

ホームページに読者

を積極的に誘致し

た。こうした努力も

あり、令和元年度の

ダウンロード件数は

177 万 5,147 件とな

り、年度計画の指標

である 80 万件（過去

の実績に基づく見込

みよりも高い水準に

設定）の 222%と大き

く上回るとともに、

期間中最高値を記録

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報提供に一層努めて

いると認められる。 

③ マスメディア（新

聞、雑誌、テレビ、

ラジオ等）での取り

上げ件数 

 「マスメディア（新

聞、雑誌、テレビ、ラ

ジオ等）での取り上げ

件数」については、年

度目標である 70件を大

きく上回る 115件にの

ぼり、第 4期最高値と

なった。これらは、日

本経済新聞、Financial 

Timesや各経済誌への

寄稿等のほか、理事長

を中心としたテレビ番

組への出演であり、広

く RIETIの活動内容を

わかりやすく情報発信

を行ったものと認めら

れる。 

特に、シンポジウム

に関する記事が増える

ことにより、アカデミ

ックになりがちな

RIETIの研究成果も、

わかりやすく国民に広

く周知されることが期

待される。 

機関誌である RIETI

ハイライトについて

は、令和元年度に 6冊

（うち、2冊は英語

版）を発行した。いず

れもタイムリーな話題

をテーマにし、大学、

シンクタンク、メディ

ア、主要企業、国際機

関、大使館、在外公館
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究活動や労働

市場改革等具

体的な政策ニ

ーズに応えた

シンポジウ

ム、国際機

関・大学等と

の連携による

国際的な活動

等の中で、特

に注目すべき

コンテンツ

を、ウェブの

みでは届きに

くい関係省

庁、独法、大

学、シンクタ

ンク、国際機

関、メディア

等に向けて、

広報誌を活用

して RIETIの

最新の活動を

発信する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『ネクスト･ブロックチェーン次世代産業創成のエコシステム』（日本経済新聞出版社）発行

及び RIETIブロックチェーンシンポジウム開催に向けて、短期集中連載を掲載（詳細は次ペー

ジ参照）。 

 

５）新型コロナウイルス感染症関連情報ページ 

研究員による新型コロナウイルスに関する分析を行うコラムをはじめとし、新型コロナウイ

ルスに関するさまざまな情報を整理・提供した。 

 

○ホットイシューに関し、下記のとおりタイムリーなコラムの掲載を積極的に行った。 

また、「RIETI ブロックチェーン技術の将来性に関する研究会」の成果をまとめた書籍の発行

に先駆け、短期集中のコラム連載を行い、さらに新型コロナウイルスに関する特別コラムも

掲載した。 

 

以下、主なコラムを抜粋する。 

・短期集中連載「ネクスト・ブロックチェーン：ブロックチェーンのつくる未来」 

 「健全なサイバー・エコシステムの創出」（令和元年 9月 5日）（矢野誠所長・CRO） 

 「これからの制度設計」（令和元年 9月 6日）（岸本吉生） 

 「価値データの民主化へ」（令和元年 9月 9日）（クリス・ダイ） 

・特別コラム「新型コロナウイルス課題と分析」 

 「新型コロナウイルスについて調べたこと、考えたこと」（令和元 2年 2月 7日）（関沢洋一 

SF） 

「新型コロナウイルスの経済的影響からわれわれは何を学ぶべきか」（令和元 2 年 2 月 7 日）

（戸堂康之） 

・「日銀 ETF 購入限界論の誤解。JPX400 でガバナンス懸念がガバナンス強化へ」（令和元年 4 月

23 日）（吉田亮平 CF） 

・「犯罪と社会の安全について―川崎市の殺傷事件に関するウェブ論争から考えたこと」（令和

元年 6月 6日）（山口一男 VF） 

・「スタートアップ・エコシステムと都市」（令和元年 9月 30日）（石井芳明 CF） 

・「ナッジを EBPMの入口に！」（令和元年 12月 12日）（小林庸平 CF） 

 

研究員によるコラムは、新春コラム「2020 年の日本経済を読む」、特別コラム、スペシャルレ

ポート、EBPM レポート、ブロックチェーン連載を含めて 64 本。様々な分野、テーマについて

のフェローの視点を紹介した。VoxEU に投稿・掲載された RIETI フェローによるコラムは年間

30 本、ANU AJRC（オーストラリア国立大学豪日研究センター）に転載された RIETI コラムは

14 本となり、RIETI の研究情報の海外への配信を積極的に行った。また、VoxEU 及びドイツ

IZA（Institute for the Study of Labor）から転載・翻訳したコラムは 31本となり、海外の

最新の研究内容の国内への紹介も積極的に行った。 

DP、PDP、規程及び契約状況等についても迅速に公開した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

などへ RIETIの研究活

動をわかりやすく発信

している。 

④シンポジウム・セミ

ナー等に参加する海外

の識者の数、海外の政

策研究機関等のウェブ

サイトの相互掲載件数 

「シンポジウム・セ

ミナー等に参加する海

外の識者の数、海外の

政策研究機関等のウェ

ブサイトの相互掲載件

数」では、これまでに

も海外の研究所と、講

演等を相互に行い、連

携を継続的に進めてい

る。令和元年度は平成

30年度の実績を若干下

回ったものの、175件

と年度目標である 145

件を大きく上回った。

これは、国際的な政策

シンクタンクとしての

評価を得た結果である

と言える。その評価、

信頼を背景に、国際的

な研究者も RIETI BBL

での講演を通じて経済

産業省職員への情報提

供を行い RIETIの経済

産業政策へのさらなる

貢献につながっていく

ことが期待される。 
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そ の ほ

か、新聞、

雑誌、テレ

ビ等のマス

メディアも

含め、様々

な媒体を活

用した積極

的な情報発

信を行い、

研究所の発

信力を強化

する。研究

員等の業績

評価に当た

り、マスメ

ディア等を

通じた情報

発信の程度

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 そ の ほ

か、研究成

果 等 の 新

 

 

－マスメディ

ア（新聞、雑

誌、テレビ、

ラジオ等）で

の取り上げ件

数 70件以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇マスメディア（新聞、雑誌、テレビ、ラジオ等）での取り上げ件数 

（延べ件数） 

 平成 30年度 令和元年度 

テレビ・ラジオ 21件 15 件 

新聞・雑誌 71件 100 件 

計 92件 115 件 

元年度目標値：70件以上 

 

・テレビ・ラジオ等での情報発信 

 中島理事長を中心に、世界経済・金融、新型コロナウイルスと経済見通し等をテーマにテレ

ビ番組でコメントや解説を行った。 

 令和元年度：15 件（延べ出演回数・同一番組への複数回出演もそれぞれを 1 件ずつとして計

上している） 

・新聞・雑誌での情報発信 

 中島理事長、森川副所長、藤和彦 SF、ソーベック SF 等が日本経済新聞、Financial Times や

各経済誌に寄稿等を行った。 

 また、令和元年では RIETI 側から積極的にメディア関係者にアプローチをした結果として、

１）藤和彦 SF の「多死社会」への取材が朝日オピニオンコーナーに掲載、２）NewsPicks に

ブロックチェーンシンポジウム、３）生産性新聞にハイライトセミナーやブロックチェーン

シンポ、４）ANU シンポジウムがストレートタイムズ、５）EBPM シンポの大竹先生への追加

取材が NHK、６）図書館 BBL の追加取材が日経新聞、７）看取り BBL の追加取材が毎日新聞、

また、小西葉子 SFに日経ビジネス誌から取材の依頼をいただく等、様々な成果があった。 

この他、4 月 9 日にブレグジットシンポジウムが日経記事（本日朝刊オピニオン欄）、平成

31 年 4 月 28 日 日本経済新聞(1 面)「設備投資『トランプ』の影 貿易戦争で不確実性高

く」に伊藤新研究員の不確実性のデータが取り上げられた。また、シンポジウムのメディア

掲載記事件数は平成 28 年度=1、平成 29 年度=3、平成 30 年度=0、令和元年度=10 と令和元年

度に急増しており、シンポジウム開催数増加とメディア営業の成果が結実した。 

 

・記事広告の掲載等 

日経電子版を利用して以下開催告知を掲載 

RIETI T20-G20シンポジウム「信頼ある自由なデータ流通と自由貿易：日本がとるべき戦略と 

課題」（令和元年 6月 10日～16日配信） 

RIETI ブロックチェーンシンポジウム「ネクスト・ブロックチェーン：次世代産業創成のエコ 

システム」（令和元年 9月 16日～22日配信） 

RIETI EBPM シンポジウム「エビデンスに基づく政策立案を進展させるために」（令和元年 12      

月 9日～15日配信） 

 

また、以下のシンポジウムについて開催後、日本経済新聞（夕刊）に採録記事広告を掲載し 

た。 

 RIETI EBPM シンポジウム「エビデンスに基づく政策立案を進展させるために」（令和 2年 2月   
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を考慮する

こ と と す

る。また、

経済産業省

内への成果

普及を促進

するため、

省内イント

ラ・メール

の利用、ポ

スター掲示

等による協

力 も 求 め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

聞、雑誌、

テレビ等へ

の掲載や、

テーマに合

わせてセグ

メントを意

識した電子

広告等によ

る成果普及

を 図 る た

め、ターゲ

ットに適し

た様々な媒

体を活用す

る と と も

に、経済産

業省や関係

省庁への成

果普及を一

層促進する

ため、省内

イントラ・

メールの利

用、ポスタ

ー掲示、デ

ジタルサイ

ネージ等を

活用し、積

極的な広報

活 動 を 行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－研究成果に

基づく書籍の

刊行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 日掲載） 

RIETI 政策シンポジウム「第 4次産業革命と日本経済の展望」（令和 2年 3月 31日掲載） 

 

・デジタルサイネージへの掲示 

イベント開催時に経済産業省への成果普及を促進するため、省内イントラ・メールの活用や 

ポスターの他、新たにデジタルサイネージへの掲示（経済産業省の本館、別館、屋外）を行

うなど積極的な広報活動を行った。 

・ポスターの掲示 

 RIETI T20-G20シンポジウム、RIETIブロックチェーンシンポジウム及び RIETI EBPMシンポ

ジウムでは、地下鉄の虎ノ門駅、大手町駅や霞ヶ関駅の掲示版にポスター掲示を行うなど積

極的な情報発信を行った。また霞が関でタイムリーなテーマである RIETI EBPM シンポジウム

では、政策評価広報課の協力を得て、各省庁の EBPM 関係者へ開催告知のメール配信を行っ

た。 

 

○研究成果を取りまとめた研究書の出版刊行総数 

 平成 30年度 令和元年度 

研究所合計冊数 6冊 5冊 

 

・第４期中期計画期間を総括する『第4次産業革命と日本経済：経済社会の変化と持続的成長』

ほか、研究成果をとりまとめた研究書の書籍化に向け、関係者間の調整・出版サポートを行

い、戦略的な献本を通じて研究成果の普及・政策提言を図った。 

主な書籍は以下のとおり 

・藤和彦著『日本発 母性資本主義のすすめ 多死社会での「望ましい死に方」』（ミネルヴァ

書房） 

・矢野誠、クリス・ダイ、増田 健一、岸本 吉生編著『ネクスト･ブロックチェーン次世代産

業創成のエコシステム』（日本経済新聞出版社） 

・鶴光太郎編著『雇用システムの再構築に向けて－日本の働き方をいかに変えるか』（日本評

論社） 

・矢野誠編『第 4次産業革命と日本経済：経済社会の変化と持続的成長』（東京大学出版会） 

 

○広報誌の発行 

 タイムリーなテーマに焦点を当て、RIETI の最新の活動を紹介する広報誌「RIETI ハイライ

ト」を 6冊発行した。 

第 75号 “Trade, Investment and Globalization”（英語版） 

第 76号 「不確実性と世界経済」 

第 77号 「デジタル時代の自由貿易と中小企業政策」 

第 78号 「グローバル企業と成長戦略」 

第 79号 “Next Blockchain: Creation of a new ecosystem for future industries”(英

語版) 

第 80号 「EBPM」 

 

 

 

 

 

 

 

 

③マスメディアでの

取り上げ件数 

メディア関係者へ

の積極的な営業によ

り、マスメディアの

掲載件数は 115 件と

なり、年度目標であ

る 70 件（前中期計画

期間の実績値よりも

高い水準に設定）を

上回る 116%となるな

ど、期間中の最高値

となった。また、令

和元年度はシンポジ

ウム・セミナーに関

する記事も多く掲載

され、平成 28 年度の

1 本、平成 29 年度の

3本に対し、令和元年

度は 10 本の記事が掲

載された。 
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また、国

際化につい

ては、理事

長及び所長

のリーダー

シップの下

で 、 米 ・

欧・アジア

等各国の研

究機関や大

学等との連

携 を 深 め

る。具体的

には、内外

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－シンポジウ

ム・セミナー

等に参加する

海外の識者の

数、海外の政

策研究機関等

のウェブサイ

トの相互掲載

件数合わせて

145件以上 

・書籍配布先より著者への講演依頼があるなど、研究成果の波及に繋がった。 

・書籍を起点としたシンポジウムを 2 件開催した（RIETI ブロックチェーンシンポジウム「ネク

スト・ブロックチェーン：次世代産業創成のエコシステム」、RIETI 政策シンポジウム「第 4

次産業革命と日本経済の展望」） 

 

〇シンポジウム・セミナー等に参加する海外の識者の数、海外の政策研究機関等のウェブサイ

トの相互掲載件数 

 平成 30年度 令和元年度 

海外の識者の数 130人 101人 

相互掲載件数 53件 76件 

計 183件 177件 

元年度目標値：145件以上 

なお、平成 30 年度に作成・調整した Think20 ポリシーブリーフ（提言論文）は、令和元年度に

T20 ウェブサイト掲載件数が 25件となった。 

 

〇国際化の強化 

世界的な新型コロナウイルス感染拡大の中、RIETI として新型コロナウイルスの経済的インパ

クトの分析結果を世界にアピールする機会と捉え、英国に拠点を置く欧州屈指の政策シンク

タンクである CEPR（Centre for Economic Policy Research 経済政策研究センター）と、

CEPR-RIETI Web セミナー「Economics in the Time of Covid-19: The economic impact on 

Asia」を開催した。この模様はリアルタイムで全世界に配信され、初めての国際オンライン

セミナーを成功裏に開催することができた。 

また、米中貿易戦争が一段と拡大の方向にある中、日・豪の専門家が、経済安全保障・貿易

ルールの形成をいかに行うべきかを議論するシンポジウムを開催した。 

中国社会科学院日本研究所、モンゴル国家開発庁とセミナー共催や学術情報の共有について

研究協力の覚書を締結し、今後の連携が期待される。 

昼食時を利用して開催する BBLセミナーは参加者が 3,368名（うち経済産業省 2,257名）に上

り、IMF、OECD 等の国際機関やチャタムハウス、ピーターソン国際経済研究所等海外研究機関

の有識者を迎えて各省庁の政策立案に資する多様なテーマについてタイムリーに開催した。 

 

(1)研究機関との交流 

①欧州 

(i) 欧州 CEPR（経済政策研究センター） 

・研究協力に係る覚書を更新（1年毎） 

・ウェブセミナー "Economics in the Time of Covid-19: The economic impact on Asia"を共

催（令和 2年 3月 24日） 

 

(ii) ドイツ IZA（Institute for the Study of Labor） 

・IZA ウェブコンテンツから、実証研究の透明性や、新型コロナウイルスと労働市場といったタ

イムリーな考察を RIETIウェブサイトへ転載。 
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の研究機関

等とのネッ

トワークを

活用した国

際的なシン

ポジウム、

セミナー、

ワークショ

ッ プ の 開

催、海外の

政策研究機

関のウェブ

サイトとの

連携等、創

意工夫を凝

らした取り

組みを推進

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 国際化

業務 

 「独立行政

法人改革等に

関する基本的

な方針」（平

成 25年 12月

24 日閣議決

定）におい

て、「国内外

の政策研究機

関との連携強

化を進める」

とされている

ことを受け

て、これまで

培ってきた

「知のプラッ

トフォーム」

としての国際

的な認知度を

活かして研究

所の国際化を

強化し、世界

の最先端の政

策研究を積極

的に取り込む

ことなどによ

り、経済産業

政策の立案等

に貢献する。 

 そのため、

理事長及び所

長のリーダー

シップの下

で、米・欧・

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 国際化の

推進 

 国際的な

知名度を向

上 さ せ つ

つ 、 RIETI

の研究活動

の内外での

影響力を高

めるため、

理事長や所

長のリーダ

ーシップの

下で、米・

欧・アジア

等各国の研

究機関、大

学、国際機

関との連携

(iii) チャタムハウス 

・ブルース・ストークス氏（アソシエイト）が公開セミナーで講演（令和元年 9月 11日） 

 

(iv) 欧州大学院（European University Institute） 

・ベルナード・ホークマン氏（ Professor and Director, Global Economics, Robert Schuman 

Centre for Advanced Studies ）が BBLセミナーで講演（平成 31年 4月 8日） 

 

(v) パリ政治学院 

・ジャン・ピサニフェリー氏（教授／元欧州委員会・フランス政府経済顧問）が BBLセミナー

で講演（令和 2年 1月 10日） 

 

②米州 

(i) ミシガン大学 

・アラン・ディアドロフ氏（John W. Sweetland Professor of International Economics and 

Professor Public Policy）が BBLセミナーで講演（令和元年 7月 30日） 

 

(ii) ハーバード大学  

・デール・ジョルゲンソン氏（サミュエル・W・モリス記念講座教授）が BBL セミナーで講演

（令和元年 10月 17日）  

 

(iii) シカゴ大学 

・山口一男教授を VFとして受け入れ 

・山口一男 VFが BBLセミナーで講演（令和元年 12月 17日） 

・山口一男 VF がプロジェクトリーダーを務める EBPM についてシンポジウムを開催（令和元年

12 月 25日） 

・山口一男 VF のスペシャルレポート、コラム掲載（平成 31 年 4 月、令和元年 6 月、12 月、令

和 2年 2月、3月）） 

 

(iv) ポートランド州立大学 

・伊藤宏之教授を VFとして受け入れ 

・伊藤宏之 VFのコラム掲載（令和 2年 3月） 

 

(v) イェール大学 

・成田悠輔助教授を VFとして受け入れ 

・成田悠輔 VFが BBLセミナーで講演（令和元年 12月 10日） 

・成田悠輔 VFが EBPMシンポジウムで講演（令和元年 12月 25日） 

・成田悠輔 VFのコラム掲載（令和 2年 3月） 

 

(vi) レンセラー工科大学 

・ヴィヴェック・ゴーサル経済学部長をヴィジティングスカラー（VS）として受け入れ 

・ヴィヴェック・ゴーサル VSが BBLセミナーで講演（令和元年 8月 6日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④シンポジウム・セ

ミナー等に参加する

海外の識者の数、   

海外の政策研究機関

等のウェブサイトの

相互掲載件数 

年度末に集中開催

を予定していた CEPR

との合同シンポジウ

ム等の各種イベント

が新型コロナウイル

スの関係で中止・延

期となったため 101

人と前年度を下回っ

たが、これは不可抗

力といえる。 

 一方、新型コロナ

ウイルスの影響を受

けない海外の政策研

究機関等とのウェブ

サイトの相互掲載件

数については、76 件

と過去最高水準であ

り、合計も 177 件と
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アジア等各国

の研究機関や

大学等との連

携を深め、内

外の研究機関

等とのネット

ワークを活用

した活動を推

進する。 

具 体 的 に

は、海外の

研究者・有

識者を積極

的 に 招 聘

し、国際的

なシンポジ

ウム、セミ

ナー、ワー

クショップ

の開催をす

る。また、

経済政策研

究センター

(Centre for 

Economic 

Policy 

Research ：

CEPR)、労働

問題研究所

（Institute 

for the 

Study of 

Labor ：

IZA）等の海

外の政策研

究機関との

ウェブサイ

トの交流を

促進するた

め、コンテ

ンツの充実

を 推 進 す

る。欧州屈

指の政策シ

ンクタンク

である経済

政策研究セ

ン タ ー

（ Centre 

for 

Economic 

Policy 

Research:CE

PR）や、ア

ジア太平洋

地域で重要

経済課題に

ついて議論

を行ってき

た台湾経済

研 究 院

（ Taiwan 

Institute 

of Economic 

Research: 

TIER）、韓国

産業研究院

（ Korea 

Institute 

for 

Industrial 

Economics & 

Trade: 

KIET）との

研究交流を

深める。ま

た、労働経

済研究にお

いて世界を

リードする

労働問題研

究 所

(vii) ノースウエスタン大学 

・ジェイムズ・ドラックマン氏（Payson S. Wild Professor）が BBLセミナーで講演（令和元年

7 月 17日） 

 

③アジア・オセアニア 

(i) 台湾 TIER（経済研究院）/ 韓国 KIET（産業研究院） 

・ワークショップ" Trade Tensions: Rising Protectionism and Supply Chain"を共催（令和元

年 10月 2日）、貿易保護主義とサプライチェーンをテーマに議論。 

 

(ii) 中国清華大学 

・孟健軍氏（公共管理学院産業発展・環境ガバナンス研究センター (CIDEG) シニアフェロー）

を VFとして受け入れ 

・孟健軍 VFが BBLセミナーで講演（令和 2年 3月 27 日） 

 

(iii) 韓国延世大学 

・ヨム・ユシク氏（Underwood Distinguished Professor）を VFとして受け入れ 

 

(iv) ANU AJRC（オーストラリア国立大学豪日研究センター） 

・沖本竜義准教授を VFとして受け入れ 

・シロー・アームストロング豪日研究センター長を VS として受け入れ 

・シロー・アームストロング VS のネットワークを活用し、シンポジウム"アジアの地域統合と

グローバルエコノミー：経済安全保障への布石"を共催（令和元年 11月 21日） 

・RIETI ウェブサイトに掲載されたコラムの継続的転載 

 

(v) 中国社会科学院日本研究所 

・研究協力の覚書を締結（令和元年 6月 27日） 

 

(vi) モンゴル国家開発庁 

・研究協力の覚書を締結（令和元年 12月 20日） 

 

(vii) 台湾国立政治大学 

・李世暉氏（日本研究博士学位プログラム教授）が BBL セミナーで講演（令和元年 9月 30日） 

 

④国際機関 

(i) OECD 

・ルシア・クスマノ氏（シニアエコノミスト）が BBL セミナーで講演（令和元年 6月 7日） 

 

(ii) IMF 

・鷲見周久氏（アジア太平洋地域事務所所長）が BBL セミナーで講演（令和元年 5 月 30 日、12

月 11日） 

(iii) アジア開発銀行（ADB） 

目標値である 145 件

の120％と大きく上回

っている。さらに、

海外の研究機関との

連携に力を入れ、世

界最大規模のシンク

タンクである中国社

会科学院（CASS）の

日本研究所に加え、

モンゴル国家開発庁

との研究協力覚書を

締結したことは大き

な成果といえる。ま

た、新型コロナウイ

ルスの影響で急遽、

国際オンラインセミ

ナーとして開催した

CEPR-RIETI Web セミ

ナー「Economics in 

the Time of Covid-

19: The economic 

impact on Asia」で

は、RIETIの新型コロ

ナウイルスの経済的

インパクトの分析結

果を世界に発信する

ことができた。加え

て、ANU AJRC、台湾

経済研究院（TIER）

及び 韓国産業研究院

（KIET）、IMF、ADBな

どとも共催イベント

を開催し、ハーバー

ド大学からのインタ

ーン生を受け入れる

など、中長期的な視

点を持ち国際的なネ

ットワークを拡充し

たと言える。 
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等 に 努 め

る。研究員

等の海外で

の研究成果

の発信活動

の奨励をす

る と と も

に、客員研

究員等の受

け入れを行

う。国際的

な学会活動

にも協力す

る。 

（Institute 

for the 

Study of 

Labor ：

IZA）等の海

外研究機関

との交流を

促進すると

ともに、世

界経済の構

造的な問題

に関する知

見を共有し

発信するた

め IMF 等の

国際機関と

の交流を促

進 す る 。

米 ・ ア ジ

ア・欧州等

各国の研究

機 関 、 大

学、国際機

関から一線

級の客員研

究員やヴィ

ジティング

スカラー等

の積極的な

受入活動等

を行う。 

 海外の注

目すべき研

究者や有権

者等の知見

等を「世界

の 視 点 か

ら」等で紹

介するとと

もに、VoxEU

（CEPR が各

・中尾 武彦氏 (総裁)が BBLセミナーで講演（平成 31年 4月 15日） 

 

(2) Think20の活動 

令和元年 6月開催の G20大阪に向けて、G20のエンゲージメントグループの 1つである Think20

（T20)を通じて、T20 のタスクフォースのうち、RIETI の知見等を活用しうる貿易・投資およ

び中小企業政策タスクフォースにおいて、政策提言を行った。 

貿易・投資とグローバル化タスクフォースでは世界的に広がる保護貿易の動向、グローバル

バリューチェーンへのアクセスに関する格差、デジタル貿易におけるルールの未整備など、

様々な課題の克服を目指し、7本の政策提言書を作成した。 

ファイナンス・テクノロジーの発展に直面する中小企業政策タスクフォースでは、起業エコ

システムの構築、デジタル技術やフィンテックの活用など、中小企業政策に関するグローバ

ルな課題について議論を行い、6本の政策提言書を作成した。 

貿易・投資とグローバル化タスクフォース及びファイナンス・テクノロジーの発展に直面す

る中小企業政策タスクフォースともに海外の研究機関の研究者らと協力して執筆作業を行っ

た。（https://www.rieti.go.jp/jp/projects/t20japan/） 

デジタル貿易、WTO 改革、持続可能かつ包摂的な成長のための貿易・投資に関するラウンドテ

ーブル・ディスカッション（平成 31 年 4 月 9 日・RIETI 主催）において G20 貿易デジタル大

臣会合準備会合参加者とポリシーブリーフ関係学識経験者の討議の場を提供し、G20 諸国政府

関係者に対するインプットで G20プロセスに貢献した。 

（https://www.rieti.go.jp/jp/events/19040901/info.html） 

平成 31年 4月 9日に貿易投資タスクフォース筆頭共同議長 木村福成先生（経済産業研究所 CF

／慶應大学教授）を筆頭にタスクフォースメンバーより経済産業省松尾審議官と外務省森本

首席事務官にポリシーブリーフを提出。また、5 月 20 日に中小企業政策タスクフォース筆頭

共同議長岡室博之氏（経済産業研究所 CF／一橋大学教授）より、これまでにまとめたポリシ

ーブリーフを経済産業省中小企業庁へ提出。 

T20 サミット（令和元年 5 月 26・27 日）では河野太郎外務大臣に同政策提言を提出、同大臣

は WTO 改革、中小企業のイノベーション、質の高いインフラ等に関する T20 本会合における 2

日間の議論に感謝、「頂いた政策提言を本年の G20大阪サミット及び 9月に開催される SDGs首

脳会合に生かしていく」と発言。また、同 5 月 30 日安倍晋三内閣総理大臣に政策提言書を手

交、総理は T20 関係者の尽力に敬意を表するとともに、「G20 大阪サミットに向けて、頂いた

提言を参考としたい」と発言。 

また、T20 政策提言書の内容は貿易デジタル経済大臣会合閣僚声明及び首脳宣言にも反映され

(令和元年 6月 10日）、RIETIの T20における貢献にたいして、METIから謝辞をいただいた。 

さらに 7月 5日に開催した T20貿易投資タスクフォースの集大成となる RIETI T20-G20シンポ

ジウム「信頼ある自由なデータ流通と自由貿易：日本がとるべき戦略と課題」を開催。METI

からは松尾審議官にご登壇いただいた。 

 

(3)その他 

・海外からの VF、VSの受け入れ(再掲) 

・RIETI ウェブサイト「世界の視点から」コーナーへの継続的な掲載 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○関係部署と最新の

https://www.rieti.go.jp/jp/events/19040901/info.html
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なお、成

果普及・国

際化業務に

ついても、

研究プロジ

ェクト等に

対応して実

施されるも

のであるこ

とから、研

究計画に記

載するロー

ドマップに

シンポジウ

ム・セミナ

ー等の開催

スケジュー

ル等を反映

させること

を含め、中

コンソーシ

アム（フラ

ンス、イタ

リア、オラ

ンダ、日本

等）ととも

に運営して

いる政策ポ

ータルサイ

ト）等の国

際機関のサ

イトにおけ

る海外での

RIETI の 研

究成果の掲

載を促進す

る成果普及

活動を積極

的 に 行 う

等、ウェブ

においても

国際化の推

進を図る。 

海外で先

行している

研究内容等

について、

注目すべき

海外の研究

者、有識者

等を積極的

に招へいし

研究員との

議論を行う

とともに、

BBL セミナ

ー の 開 催

等、世界の

研究成果を

国内に還元

する活動を

〇中長期的なスケジュール管理及びマネジメント 

・経済産業省の政策、政府の動き、国際的な動向を把握しつつ、全体のバランスを見ながらス

ケジュール調整を行い、ミーティングなどを通じて、引き続き綿密に情報共有とスケジュー

ル管理を徹底。 

・研究員の研究動向の把握のため、関係機関・部署等で情報共有した結果、コンファ企画、出

版サポート、コラム等のウェブコンテンツ作成、CEPR との知見交流等の時宜にかなった広報

活動を行った。 

情報を共有し、現場

間で連携しながら確

実に実施した。 

 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

＜その他事項＞ 

なし。 
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４．その他参考情報 

特になし 

長期的なス

ケジュール

管理及びマ

ネジメント

体制を明確

に し た 上

で、実施す

ることとす

る。 

 

行う。これ

らの活動の

ため、海外

機関、海外

有識者との

意見交換な

ど情報収集

を積極的に

行う。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２―１ 業務運営の効率化 

当該項目の重要度、困

難度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

行政事業レビューシート番号 0381 

                                                                             

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 基準値 

（前中期目標期間最終年度値） 

平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

一般管理費（円）（注１） 

         

毎年度平均で前年度比 3%以

上効率化 

228,872,505 199,607,664 202,030,982 228,662,669 212,757,443 

対基準値目標削減率（％）(a)   3.0%  5.9% 8.7% 11.4% 

対基準値実績削減率（％）(b)   12.8% 11.73% 0.1% 7.0% 

上記達成度（％）(b)/(a)   426.7% 198.81% 1.1% 61.4% 

業務費（総額）（円）（注２） 新規追加・拡充部分を除

き、毎年度平均で前年度比

1%以上効率化 

782,435,626 461,739,933 428,490,851 525,851,061 534,793,616 

 対基準値目標削減率（％）(a)   1.0% 2.0% 3.0% 4.0% 

 対基準値実績削減率（％）(b)   41.0% 45.24% 32.8% 31.7% 

 上記達成度（％）(b)/(a)   4,100.0% 2,112.0% 1,093.3% 792.5% 

業務費（新規除く）（円）（注３） 

 

新規追加・拡充部分を除

き、毎年度平均で前年度比

1%以上効率化 

662,504,773 461,739,933 428,490,851 432,886,374 501,793,616 

対基準値目標削減率（％）(a)   1.0% 2.0% 3.0% 4.0％ 

対基準値実績削減率（％）(b)   30.3% 35.32% 34.7% 24.3％ 

上記達成度（％）(b)/(a)   3,030.0% 1,766.0% 1,156.7% 607.5％ 

（注１） 上表の一般管理費は、損益計算書上の一般管理費から人件費及び減価償却費を除いた額である。 

（注２） 上表の業務費（総額）は、損益計算書上の研究業務費から人件費及び減価償却費を除いた額である。 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣の評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 

４．業務運

営の効率化

に関する事

項 

 

 

（１）組織

体制の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①各年度計

画等で定め

る研究プロ

グラムそれ

ぞれに、研

究全般の管

理を担うプ

ログラムデ

ィレクター

を 任 命 す

２．業務運営

の効率化に関

する目標を達

成するために

とるべき措置 

 

（１）組織

体制の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 年度計画

で定める研究

プログラムそ

れぞれに、当

該研究プログ

ラムに属する

研究全般の管

理を担うプロ

グラムディレ

クターを任命

２．業務運

営の効率化

に関する目

標を達成す

るためにと

るべき措置 

（１）組織

体制の充実 

(a)エビデン

スに基づく

政 策 立 案

（ EBPM）に

関して、経

済産業省が

EBPM 推進統

括官を設置

し、EBPM の

更なる推進

を図ること

に鑑み、政

策実務者と

研究員との

ハブ機能と

して、政策

形成過程に

おけるコン

サルティン

グ、事後評

価などを実

施するため

の体制を新

たに整備す

る。 

 

(b)研究プロ

グラムそれ

ぞれに、当

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）組織体制の充実 

◯EBPM（エビデンスに基づく政策立案）推進のため経済産業省等との連携の下、政策エコノミス

トが経済産業省との連携の下、以下のとおり個別の経済産業政策 EBPM研究を実施した。 

・女性活躍に優れた上場企業を選定する「なでしこ銘柄」の効果について日次の株価データを

用いて検証した。 

・中小企業庁の小規模事業者持続化補助金について、日本商工会議所と全国商工連合会から入

手した申請企業のリストと、東京商工リサーチの企業情報データとをつきあわせることによ

って、持続化補助金の採択が売り上げの増加や倒産確率の抑制に対する効果を有するかどう

かの実証分析を行った。 

・商業・サービス競争力強化連携支援事業 （サービスサポイン）の、売上高や一人当たり売

上高、従業員数に対する影響を、差の差分析法を用いて分析した。 

・研究開発税制の効果について、経済産業省委託調査「研究開発税制の利用実態等に関するア

ンケート」調査データを用いて、定量的に分析することを目的として準備を開始した。先行

研究のレビューを行うとともに、同アンケート調査データを TSR 企業情報及び TSR 財務情報

に接合し、研究開発税制の利用状況が企業の財務パフォーマンスに与える効果の分析を行う

準備を進めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○プログラムディレクターの設置 

・多角的な研究テーマ群について体系的な研究による政策提言を実現するため、プログラム毎

に一定の方向性を設定し、コーディネーション機能を担うプログラムディレクターを設置。

各プログラムのテーマにおいて、最大の研究パフォーマンスを上げる研究者をプログラムデ

ィレクターに選任し研究を進めている。 

・プロジェクト開始に当たっては、事前に該当のプログラムディレクターに新規プロジェクト

の研究計画案に関する意見を求め、必要な場合は調整を行う。また、プログラムディレクタ

ーは、プロジェクト立ち上げ時の BSWS や DP 検討会（研究成果公表前の内部レビュー）に参

加し、必ずコメントをする。 

 

 

＜評価と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

根拠 

  EBPM に関するコ

ーディネーター、

政策エコノミスト

の設置や、多角的

な研究テーマ群に

ついて体系的な研

究による政策提言

を実現するための

プログラムディレ

クターを設置する

等、効率的な業務

運営のための体制

整備を行うととも

に、一般管理費や

業務費の圧縮や入

札等による適切な

調達の実施を行う

一方で、タブレッ

ト端末や電子ホワ

イ ト ボ ー ド の 拡

充、またRPA導入等

により以下の点に

見られるように、

業務を効率化しつ

つ、パフォーマン

スを向上させる取

り組みを着実に行

った。 

EBPM 推進のため、

経済産業省等と複

数回の会合や長期

間にわたりメール

で や り と り を 行

＜評定に至った理由＞ 

業務運営の効率化に資

する取組が着実に実施さ

れており、所期の目標を

達成していることから、

自己評価の評定「Ｂ」が

妥当であると確認できる

ため、当該項目の評定を

「Ｂ」とした。 
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る。また、

必要に応じ

てプログラ

ムサブリー

ダーを任命

す る 。 ま

た、四半期

ごとに予算

執行状況を

確認した結

果を研究計

画の見直し

に 反 映 す

る。 

（中略） 

必要に応じ

調査・研究

の継続その

ものに関す

る助言・指

導を大学、

産業界等の

外部の有識

者から構成

される「外

部諮問委員

会」に求め

るものとす

る。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②３つの重

点的視点に

する。また、

必要に応じて

プログラムサ

ブリーダーを

任命する。 

 

 

 

 

 

（中略） 

「外部諮問

委員会」（国

内 外 の 大

学、産業界

等の外部の

有識者で構

成）で、研

究テーマの

適切性や進

捗状況、成

果の検証等

について、

助 言 を 得

て、研究プ

ロジェクト

の追加等に

反映する。 

（中略） 

・「外部諮問

委員会」から

の助言等を、

研究所全体で

共有し、研究

活動等に活用

しやすくす

る。 

 

 

(b) ３つの中

長期的な視点

該研究プロ

グラムに属

する研究全

般の管理・

調整を担う

プログラム

ディレクタ

ーを置く。

必要に応じ

てプログラ

ムサブリー

ダ ー を 置

く。 

 

 

 

 

 

 

 

(c)外部の有

識者から構

成 さ れ る

「外部諮問

委員会」を

開催し、調

査・研究、

成果普及等

について助

言を得る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○外部諮問委員会 

・理事長の委嘱に基づき、研究テーマの適切性、研究の進捗状況、成果の発信･貢献等につい

て検証し、研究活動の充実を図るために平成 22 年に設置され、令和 2 年 2 月 3 日に第 10 回

が開催された。 

・委員は大学、産業界等の有識者（海外委員を含む）からなり、以下のとおり。  

    黒田 昌裕    慶応義塾大学 名誉教授 

    橘木 俊詔    京都大学 名誉教授／京都女子大学 客員教授 

    福井 俊彦    一般財団法人キヤノングローバル戦略研究所 理事長 

    吉野 直行    アジア開発銀行研究所 所長／慶應義塾大学 名誉教授 

    デール W．ジョルゲンソン    ハーバード大学 教授 

    リチャード E．ボールドウィン  高等国際問題･開発研究所 教授 

・外国人委員とは、令和元年 10 月 17 日にジョルゲンソン委員と意見交換の場を持った。ボー

ルドウィン委員との意見交換は令和 2 年 3 月 6 日に予定されていたが、新型コロナウイルス

感染症の影響により延期となった。 

なお、ジョルゲンソン委員からは第 5 期中期目標期間におけるプログラム構成のあり方や新

しい研究テーマ、若手研究員の活用、アジアで台頭する中国やインドとの連携等についての

意見が示された。 

・第 10回委員会では、第４期中期目標期間の研究結果について高い評価を得た。また、第 5期

中期目標期間における研究テーマなどの意見が示された。 

 

○研究所の知見の活用、経済産業省等の政策策定当局による政策立案に資する学術的知見の提        

 供 

 ・前掲のとおり政策アドバイザーによる研究・助言等を行った。 

・経済産業省の政策実務者からの依頼による研究者の紹介や参考文献等の資料提供を行うな

ど、RIETIの研究者ネットワークを活用し、個別ニーズに対応した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

い、密な連携を進

めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○外部諮問委員会

を開催して 

内外の委員から

意見を聴取した

りすることによ

り、研究・発信

のパフォーマン

スを効果的に向

上させた。 
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限らず、経

済産業省か

らの多種多

様な相談に

乗るアクセ

スポイント

として、「政

策アドバイ

ザー」を中

堅・若手の

常勤研究者

等から指名

し、研究所

の知見が活

用できる体

制 を 整 え

る。 

③より柔軟

な発想をも

って能力が

発揮される

よう人材の

多様性（ダ

イバーシテ

ィ）を意識

するととも

に、より継

続的に専門

性を深める

ことができ

るような人

員配置を行

うこと等に

より、研究

及びバック

オフィス体

制の充実に

努める。 

 

 

 

に限らず、経

済産業省から

の多種多様な

相談に乗るア

クセスポイン

トとして、

「政策アドバ

イザー」を中

堅・若手の常

勤研究員等か

ら指名し、経

済産業省の政

策実務者が研

究所の知見を

活用できる体

制を整える。 

(c)（中略）

ワーク・ライ

フ・バランス

の確保と職員

の心身の健康

維持に向け

て、有給休暇

の取得や超過

勤務の解消を

目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）業務の

効率化 

  第３期中

期目標期間に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d)様々なラ

イフ・ステ

ージに配慮

した勤務環

境の整備を

行うととも

に、より継

続的に専門

性を深める

ことができ

るよう、研

究者や職員

の雇用の安

定やキャリ

ア形成に配

慮した人員

配 置 を 行

う。また、

ワーク・ラ

イフ・バラ

ンスの確保

と職員の心

身の健康維

持の増進に

努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３期中期

目標期間に引

き続き、第４

期中期目標の

期間中、運営

費交付金によ

って行う事業

について、人

件費を除く一

般管理費は、

毎 年 度 平 均

で、前年度比

３%以上の効

率化を図り、

① 調 査 ・ 研

究 ・ 政 策 提

言・資料統計

業務及び②成

果普及・国際

化業務に係る

人件費、退職

手当を除く業

○勤務環境の整備、雇用の安定やキャリア形成に配慮した人員配置、有給休暇の取得、超過勤務

の解消 

・平成 24 年度までは、常勤事務職員は任期付の雇用形態であったが、平成 25 年 4 月 1 日から、

無期（任期を付さない）雇用の形態に転換している。また、平成 30年 4月 1日以降は、有期労

働契約が更新されて通算 5 年を超えた研究員、非常勤事務職員が無期転換を申し出た場合は、

無期（任期を付さない）の労働契約に転換している。 

・キャリア形成に配慮し、人事異動により適材適所の人員配置を行った。 

・働き方改革関連法の施行に伴い、年 5 日の年次有給休暇の確実な取得の管理を行い、取得日   

数が低い者には取得を指示する等の対応をした。 

・勤怠管理システムを利用し、年次有給休暇の取得、時間外労働申請の承認を、日々各グループ

の管理者が行うことにより、超過勤務の解消を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）業務の効率化 

○一般管理費  

・令和元年度については、平成 30年度に比較して一般管理費が 7.0%削減した。 

 

一般管理費の推移                                                （単位：円） 

 平成 30年度実績 元年度実績 削減額 前年度比削減率 

一般管理費 228,662,669 212,757,443 15,905,226 7.0% 

※上表の一般管理費は損益計算書上の一般管理費から人件費及び減価償却費を除いた額 

 

○業務費 

・令和元年度については、平成 30年度に比べ、1.7％増加した。 

・これは、総合的 EBPM研究プロジェクトをはじめとする所内で遂行中の各研究プロジェクトにお

いて分析に必要となる大量の企業情報データベースの新規調達などによる前年度比増加である

が、新規追加・拡充部分を除いた平成 27年度との比較においては、24.3%削減している。 

 

業務費の推移                                                      （単位：円） 

 平成 30年度実績 令和元年度実績 削減額 前年度比削減率 

業務費 

 

432,886,374 

(T20 関連費用、TSR

企業相関情報ファイ

ル費を除く) 

501,793,616 

(Orbis企業相関情報

ファイル費を除く) 

△68,907,242 △15.9% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○一般管理費は、

平成 28 年度から令

和元年度までの一

般管理費の合計額

（843,058,758 円）

については、目標

である毎年度平均

で前年度比 3％削減
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（２）業務

の効率化 

第３期に引

き続き、第

４期中期目

標 の 期 間

中、運営費

交付金によ

って行う事

業 に つ い

て、一般管

理費は、毎

年 度 平 均

で、前年度

比３％以上

の効率化を

図り、①調

査・研究・

政策提言・

資料統計業

務及び②成

果普及・国

際化業務に

係る業務費

は、新規追

加・拡充部

分を除き、

毎年度平均

で、前年度

比１％以上

の効率化を

図る。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）人事

引き続き、第

４期中期目標

の期間中、運

営費交付金に

よって行う事

業について、

人件費を除く

一般管理費

は、毎年度平

均で、前年度

比３%以上の

効率化を図

り、①調査・

研究・政策提

言・資料統計

業務及び②成

果普及・国際

化業務に係る

人件費、退職

手当を除く業

務費は、新規

追加・拡充部

分を除き、毎

年度平均で、

前年度比１%

以上の効率化

を図る。 

 

 

 

 

 

 

（３）人事

管理の適正

化 

 （中略） 

必要となる

適正な人員

の配置を行

う 。 そ の

 

（２）業務

の効率化 

第３期中期

目標期間に

引き続き、

第４期中期

目標の期間

中、運営費

交付金によ

って行う事

業 に つ い

て、人件費

を除く一般

管理費は、

毎年度平均

で、前年度

比３%以上の

効率化を図

り 、 ① 調

査・研究・

政策提言・

資料統計業

務及び②成

果普及・国

際化業務に

係 る 人 件

費、退職手

当を除く業

務費は、新

規追加・拡

充部分を除

き、毎年度

平均で、前

年度比１%以

上の効率化

を図る。 

 

 

 

 

務費は、新規

追加・拡充部

分を除き、毎

年度平均で、

前年度比１%

以上の効率化

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務費（総額） 525,851,061 534,793,616 △8,942,555 △1.7% 

※上表の業務費（総額）は損益計算書上の研究業務費から人件費及び減価償却費を除いた額 

 

(参考)平成 27年度業務費(新規除く)と令和元年度業務費（新規除く）の比較 

 平成 27年度実績 令和元年度実績 削減額 削減率 

業務費(新規除

く) 

662,504,773 501,793,616 160,711,157 24.3% 

 

（３）人事管理の適正化 

○常勤役員の報酬等の支給状況  

 法人の長の報酬は、事務次官以下になっている。 

(単位：千円） 

 報酬等総額 報酬（給与） 賞与 

法人の長 21,266 15,676 5,590 

理事 11,478 9,147 2,331 

※理事は令和元年 7月 6日就任 

※理事の元年度の報酬等総額と賞与には、平成 30年 10月 30日に退任した前理事の業績給が 含

まれている。 

 

（参考）国家公務員指定職（平成 31年 4月 1日現在） 

事務次官（8号俸） 23,473 

 

○職員の給与水準と国家公務員の給与水準の比較 

（ラスパイレス指数（国の給与水準を 100としたときの指数）） 

・職員の給与は、対国家公務員比全体では 95.7％と同程度の水準である。しかし、地域・学歴勘

案においては、82.4％と国家公務員に比べて給与水準は低くなっている。 

 

＜事務・技術職員＞ 

対 国 家 公 務 員 （ 行 政 職

（一）） 

95.7 

  地域勘案 82.7 

  学歴勘案 94.1 

   地域・学歴勘案 82.4 

※国の給与水準を 100とした時の指数 

 

・ラスパイレス指数の推移 

＜事務・技術職員＞ 

 平成 28年度 平成 29 年度 平成 30年度 平成元年度 

対国家公務員 101.1 105.1 101.9 95.7 

地域勘案 87.1 90.5 88.0 82.7 

し続けた際の当該

期 間 の 合 計 額

（849,116,993 円）

を下回っており、

中期計画の効率化

目標を達成するこ

とができた。 

 

○業務費は、前年

度比 1.7%増加した

が、これは、分析

の精度を飛躍的に

向上させ、EBPM に

大きく資すること

が 可 能 と な る よ

う、大量の企業情

報データベースを

調達するなどした

ためであり、これ

ら特殊費用が発生

したにもかかわら

ず、新規追加・拡

充部分を除いた平

成 27 年度との比較

においては、24.3%

削減しており、効

率化目標を上回る

成果を挙げること

ができた。 

 

 

 

 

 

○ 役 職 員 の 給 与

は、国家公務員

の水準を下回っ

ており、中期計

画の適正化目標

を達成した。 
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管理の適正

化 

（中略） 

必要となる

適正な人員

の配置を行

う 。 そ の

際、給与水

準について

は、国家公

務員等の給

与水準を十

分に考慮し

て適正化に

努めるとと

もに、その

合理性・妥

当性も含め

て対外的に

公表する。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

際、給与水

準について

は、国家公

務員等の給

与水準を十

分に考慮し

て適正化に

努めるとと

もに、その

合理性・妥

当性も含め

て対外的に

公表する。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）人事

管理の適正

化 

 （中略） 

必要となる

適正な人員

の配置を行

う 。 そ の

際、給与水

準について

は、国家公

務員等の給

与水準を十

分に考慮し

て適正化に

努めるとと

もに、その

合理性・妥

当性も含め

て対外的に

公表する。 

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合評価落

札方式による

委託調査の調

達について、

入札説明会か

ら入札締切り

までの期間が

15 日未満の

ものを0 件に

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学歴勘案 98.1 102.0 100.0 94.1 

地域・学歴勘案 85.2 88.6 87.3 82.4 

 

○その他（諸手当） 

１）期末手当、勤勉手当・特別賞与について 

・年度末に職員の人事評価を行い、その結果を、研究員においては次期年俸に、事務職員におい

ては等級号俸に反映させている。また、業績評価が高い者については特別賞与を支給してい

る。 

・期末・勤勉手当の支給割合は、事務職員については国と同様 4.5ヶ月分となっている。 

２）各手当における国の基準との比較 

扶養手当、住居手当及び通勤手当の支給基準については、国の支給基準と同一となっている。 

３）法定外福利費 

令和元年度法定外福利費の支出実績額は、551,144 円であり、全額が役職員の健康診断に要し

た費用である。 

 

（４）適切な調達の実施 

○方針  

(1) 一般競争入札及び委託調査に関する調達 

 原則、基準額以上の調達案件については、真にやむを得ないものを除き、一般競争入札への移

行を進めることとし、価格のみでの契約先の決定が困難なものについては、価格及び履行能

力、技術力等を総合的に評価する総合評価方式により契約先を決定する。 

また、総合評価落札方式による委託調査の調達について、入札 3 件のうち、入札説明会から入

札締切りまでの期間が 15日未満の入札案件は 0件であった。 

(2)企画競争・公募 

①シンポジウム会場借料については、公募により一定の要件を満たす会場を登録し(応募は随

時。登録リストは公開)、案件毎にその登録された会場のうちシンポジウムの内容に適した

立地のもの全てに空き状況を確認し、価格及び会場施設を総合的に評価して決することとす

る。 

②人材派遣契約については、企画競争により派遣職員の経験及び能力と価格とを総合的に評価

して決することとする。 

③データベース利用・購入については、潜在的な供給者が他に存在しないことを確認するた

め、公募とする。 

(3)下記については、いずれも競争に適さない事由があるため、引き続き随意契約とする。 

①他機関との共同研究：研究内容から判断して特定機関と共同で行うこととしているため。 

②PC-LAN など既調達のシステムの改修：貸主以外の者による改修では、保守を受けられなくな

るため。  

③シンポジウム関係：競争性のある契約形態で選定した会場において、機器の賃貸借などを行

う場合の会場の指定業者との契約。 

 

○公表の基準の整備及び実施状況 
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（４）適切

な調達の実

施 

公正かつ透

明な調達手

続による適

切で、迅速

かつ効果的

な調達を実

施する観点

から、「独立

行政法人に

おける調達

等合理化の

取組の推進

について」

（平成 27 年

５月 25 日総

務 大 臣 決

定）に基づ

き、毎年度

研究所が策

定する「調

達等合理化

計画」に基

づく取組を

着実に実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

（４）適切

な調達の実

施 

  公正か

つ透明な調

達手続によ

る適切で迅

速かつ効果

的な調達を

実施する観

点から、「独

立行政法人

における調

達等合理化

の取組の推

進 に つ い

て 」（ 平 成

27 年 5 月 25

日総務大臣

決定）を踏

まえて毎年

度策定する

「調達等合

理化計画」

に基づく取

組を着実に

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）適切

な調達の実

施 

公正かつ透

明な調達手

続きによる

適切で迅速

かつ効果的

な調達を実

施する観点

から、「独立

行政法人に

おける調達

等合理化の

取組の推進

について」

（平成 27 年

5 月 25 日総

務 大 臣 決

定）を踏ま

えて策定す

る「調達等

合 理 化 計

画」に基づ

く取組を着

実に実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

やむを得な

いと認められ

る事情がない

にもかかわら

ず、調達関係

者と総務ディ

レクター又は

総務副ディレ

クターが出席

する入札検討

会を公示前に

開催しないで

実施する入札

件数を 0 件に

する。 

 

 

 

緊急を要し

時間的余裕が

ないケース等

やむを得ない

と認められる

場合でないに

も か か わ ら

ず、随意契約

検証総括責任

者の点検を受

けずに新たに

競争性のない

随意契約を締

結する件数を

０件にする。 

 

 

①整備状況 

  契約方式、契約事務手続、公表事項等契約に係る規程として、「独立行政法人経済産業研究

所会計規程」(以下、「会計規程」という。）及び「独立行政法人経済産業研究所会計規程細

則」（以下、「会計細則」という。）に定め、これらに基づき実施している。 

＜随意契約に関する規定＞ 

・随意契約ができる事由：会計規程 第 47条 

・随意契約によることができる限度額：会計細則 第 4条 

②当該基準等の運用状況 

  これら規程類に基づき、契約手続きを実施している。 

③当該基準等の公表状況 

  これら規程類は、すべてホームページで公表している。また、契約の締結状況もホームペー

ジで公表している。 

＜契約状況の公表の根拠＞  

・会計細則 第 4条の 2 

 

○不祥事の発生の未然防止、審査体制の整備状況及び契約の適正実施確保のための取組状況 

 入札 9 件のうち、総務ディレクター又は総務副ディレクターが出席する入札検討会を開催しな

かった入札案件は 0件であった。 

 また、担当部局以外に総務副ディレクター及び総務ディレクターがすべての契約の決裁を行

い、契約金額 1,000万円を超える契約については、理事長の決裁が必要となる。 

 随意契約（少額随契を除く）、企画・公募による個々の契約の決裁は、審査基準から契約まで

担当部局以外に総務副ディレクター、総務ディレクター及び理事長がすべての契約の決裁を行

う。 

 少額随契については、担当部局以外に総務副ディレクター及び総務ディレクターがすべての契

約の決裁を行う。 

また、規程上、「重要又は特殊な契約」については決裁後、監事に回付することとしており、

運用上は、理事長が決裁した契約をすべて監事に回付している。 

 

○随意契約に関する内部統制の確立  

新たに競争性のない随意契約を締結することとなる案件については、検証総括責任者による事

前の点検を受けずに締結した契約は 0件であった。 

 

○その他入札・契約に関する取組事項 

 契約監視委員会の開催により契約が一般競争入札等による場合であっても、真に競争性が確保

されているといえるか（一者応札・応募である場合に改善すべき点はないか）、競争性のない

随意契約について随意契約事由が妥当であるかなどの検証を行い競争性の確保に努めるととも

に、平成 24 年 9 月 7 日付け総務省行政管理局長の要請に基づき、平成 24 年度から競争性のな

い新規随意契約案件については、原則として事前に契約監視委員会の意見を聴取することとし

た。 

 

○監事や契約監視委員会等の指摘事項 

 

 

○総合評価落札方

式による委託調査

の 調 達 に つ い て

は、応札者が提案

書を作成する十分

な時間がないため

に一者応札となる

こ と を さ け る た

め、入札説明会か

ら入札締切りまで

の期間を必ず 15 日

間 以 上 と る こ と

で、適切な調達を

確保した。 

契 約 に つ い て

は、随意契約は真

に合理的な理由を

持 つ も の に 限 定

し、契約監視委員

会で適切であると

の了解を得た。競

争入札により調達

をしようとする場

合には、調達関係

者は、総務ディレ

クター又は総務副

ディレクターが出

席する入札検討会

を 公 示 前 に 開 催

し、総務ディレク

ター又は総務副デ

ィレクターのチェ

ックを受けながら

入札手続を進める

ことにより、不祥

事の発生を未然に

防止した。新規の

競争性のない随意

契約については、
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 特になし。 

 

（参考）契約監視委員会の開催状況 

(1)平成 21 年 11 月 17 日閣議決定「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」を受け、

契約監視委員会を設置。 

・競争性のない随意契約を継続しているものについて随意契約事由が妥当であるか  

・契約が一般競争入札等による場合であっても、真に競争性が確保されているといえるか（一者

応札・応募である場合に改善すべき点はないか）などの検証を行う。 

 

〔メンバー〕 

白山 真一 委員長（公認会計士） 

向 宣明 委員（弁護士） 

八田 進二 監事 

鈴木 洋子 監事 

 

(2)令和元年度契約案件については、新型コロナウイルス感染防止対策として発令された緊急事 

態宣言を踏まえ、令和 2年 5月 28日対面での開催予定であった契約監視委員会を書面審議に変

更して審議を行い、審議の結果、透明性や競争性の確保について問題は無く、適切であるとの

了解を得た。 

 

(3)新規の競争性のない随意契約については、原則、 契約締結前に契約監視委員への事前の意見

聴取を行い、透明性・競争性の確保を図ることとの平成 24年 9月 7日付け総務省行政管理局長

の要請に基づき、令和元年度契約案件のうち随意契約によらざるを得なかった委託調査、共同

研究の契約について、契約監視委員への意見聴取を事前に行い、その結果、透明性や競争性の

確保について問題はなく、適切であるとの了解を得て、契約手続を実施した。  

 

（５）業務の電子化 

○電子化の促進、ネットワーク環境の充実、研究成果等のホームページ公開・タブレット端末を

使用する電子会議システムを拡充し、所内定例会議のペーパーレス化の充実を図った。またタ

ブレット端末を活用する事により在宅勤務を可能とした。 

 

・研究成果の公開・研究成果の英文学術誌等掲載実績について、ホームページでの公開し、

RIETI 研究成果の学術的貢献を理解頂くよう努めた。 

・ JIP データベース、日本の政策不確実性指数、AMU and AMU Deviation Indicators、世界 25

カ国の産業別名目・実質実効為替レートや RIETI-TID といった RIETI データベースを提供して

いる。（詳細は前掲「○RIETIデータベースの概要」参照） 

・データを公開するにあたっては、公開するデータのファイルサイズを表示する等、ユーザーフ

レンドリーな形での公表を行っている。 

・昨年度導入した RPA（Robotic Process Automation）によるデータ更新の対象を拡充し、従来

研究者の手作業によるデータ更新のよりいっそうの効率化と迅速化を実現した。 

 

随意契約検証総括

責任者（総務ディ

レクター）に報告

し、会計規程にお

ける「随意契約に

よることができる

事由」との整合性

や、より競争性の

ある調達手続の実

施の可否の観点か

ら点検を受けるこ

とにより、透明性

や競争性を確保し

た。 
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（５）業務

の電子化 

「国の行政

の業務改革

に関する取

組方針～行

政のＩＣＴ

化・オープ

ン化、業務

改革の徹底

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）業務

の電子化 

電子化の促

進等により

事務手続の

簡素化・迅

速化を図る

とともに、

利便性の向

上 に 努 め

る。また、

業務の効率

化に資する

ネットワー

ク環境の充

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）業務

の電子化 

電子化の促

進等により

事務手続き

の簡素化・

迅速化を図

る と と も

に、利便性

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）公益法人等に対する会費の支出 

○公益法人等に対して支出実績のあった会費については、「独立行政法人が支出する会費の見直

しについて」（平成 24 年 3 月 23 日行政改革実行本部決定）に基づき、いずれも平成 23 年度末を

もって退会し、支出実績はない。 
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４．その他参考情報 

特になし 

に 向 け て

～」（平成 26

年７月 25 日

総務大臣決

定）を踏ま

え、電子化

の促進等に

より事務手

続 の 簡 素

化・迅速化

を図るとと

もに、利便

性の向上に

努めること

とする。ま

た、業務の

効率化に資

するネット

ワーク環境

の充実等に

ついても検

討 を 進 め

る。 

 

実等につい

ても検討を

進める。ま

た、研究成

果や研究所

の有する統

計データ等

をユーザー

フレンドリ

ーな形で積

極的にホー

ムページに

公開する。 

 

 

 

 

 

 

 

の向上に努

める。本年

度から、シ

ステム化さ

れていない

業務のシス

テム化及び

既存システ

ムを含めた

部署間横断

的な自動連

携化を計画

的 に 進 め

る 。 同 時

に、業務の

効率化に資

するネット

ワーク環境

の充実化を

進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

＜その他事項＞ 

なし。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３―１ 財務内容の改善 

当該項目の重要度、困

難度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

行政事業レビューシート番号 0381 
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２．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 

５．財務内

容の改善に

関する事項 

研究所は、

経済産業政

策に貢献す

る研究・政

策提言を行

う研究機関

であること

から、財政

基盤を公的

資金による

運営費交付

金に依拠す

ることを基

本とする。

ただし、資

金使途は有

効か、使途

の透明性が

確保されて

いるか、不

必要な固定

経費が発生

する等硬直

的な組織運

営となって

いないか、

本来得られ

る収入機会

を逃してい

ないか、と

いった視点

から交付金

の効率的な

使い方に努

（６）財務

内容の改善 

 研 究 所

は、経済産

業政策に貢

献 す る 研

究・政策提

言を行う研

究機関であ

る こ と か

ら、財政基

盤を公的資

金に依拠す

ることを基

本とする。

ただし、資

金使途は有

効か、使途

の透明性が

確保されて

いるか、不

必要な固定

経費が発生

する等硬直

的な組織運

営となって

いないか、

本来得られ

る収入機会

を逃してい

ないか、と

いった視点

から交付金

の効率的な

使い方に努

めることと

する。 

（６）財務

内容の改善 

研究所は、

経済産業政

策に貢献す

る研究・政

策提言を行

う研究機関

であること

から、財政

基盤を公的

資金に依拠

することを

基 本 と す

る 。 た だ

し、資金使

途 は 有 効

か、使途の

透明性が確

保されてい

るか、不必

要な固定経

費が発生す

る等硬直的

な組織運営

となってい

ないか、本

来得られる

収入機会を

逃していな

いか、とい

った視点か

ら交付金の

効率的な使

い方に努め

ることとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ. 財務内容の改善に関する事項 

予算管理の適正化かつ効率性 

○令和元年度の RIETIの運営費交付金執行状況 

令和元年度決算報告書【法人全体】               （単位：千円） 

区分 予算金額 決算金額 差額 備考 

収入 

運営費交付金 

受託収入 

普及業務関係収入 

寄附金収入 

科学研究費間接費収入 

金利収入・雑収入 

前年度よりの繰越金 

計 

 

1,453,008 

7,613 

100 

2,000 

3,413 

34 

117,701 

1,583,869 

 

1,453,008 

6,546 

105 

2,000 

3,413 

35 

117,701 

1,582,808 

 

0 

-1,067 

5 

0 

0 

0 

 0 

-1,061 

 

 

 

 

 

 

 

 

支出 

業務経費 

 うち人件費（常勤役員・職員） 

   業務費（人件費を除く） 

受託経費等 

一般管理費 

 うち人件費（常勤役員・職員） 

   業務費（人件費を除く） 

計 

 

1,189,344 

415,922 

778,522 

1,933 

387,493 

115,984 

271,508 

1,583,869 

 

1,130,437 

418,999 

716,538 

1,933 

386,022 

115,022 

271,000 

1,523,493 

 

-58,906 

3,077 

-61,983 

0 

-1,470 

-962 

-508 

-60,376 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度決算報告書【調査・研究・政策提言・資料統計】    （単位：千円） 

区分 予算金額 決算金額 差額 備考 

収入 

運営費交付金 

受託収入 

普及業務関係収入 

寄附金収入 

科学研究費間接費収入 

金利収入・雑収入 

前年度よりの繰越金 

計 

 

834,882 

7,033 

0 

2,000 

0 

0 

117,701 

961,616 

 

834,882 

5,966 

0 

2,000 

0 

0 

117,701 

960,550 

 

0 

－1,067 

0 

0 

0 

0 

0 

－1,067 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

根拠 

効率的な予算執行によ

る業務運営を行うことが

できており、昨年度に引

き続き欠損金が発生する

こともなく健全な予算管

理が行われている。ま

た、自己収入により、安

定的な業務運営を可能に

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定に至った理由＞ 

運営費交付金を効率的に執

行していること、研究プロジ

ェクトの進捗、執行状況も総

務グループ、研究グループ双

方でチェックする等、適切な

予算執行管理が実施されてい

ることにより、財務内容の改

善に資する適切な業務運営が

行われており、所期の目標を

達成していることから、自己

評価の評定「Ｂ」が妥当であ

ると確認できるため、当該項

目の評定を「Ｂ」とした。 
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めることと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支出 

業務経費 

 うち人件費（常勤役員・職員） 

  業務費（人件費を除く） 

受託経費等 

一般管理費 

 うち人件費（常勤役員・職員） 

   業務費（人件費を除く） 

計 

 

954,583 

349,629 

610,055 

1,933 

0 

0 

0 

961,616 

 

908,258 

351,663 

561,695 

1,933 

0 

0 

0 

915,291 

 

-46,325 

2,035 

-48,360 

0 

0 

0 

0 

-46,325 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度決算報告書【成果普及・国際化】           （単位：千円） 

区分 予算金額 決算金額 差額 備考 

収入 

運営費交付金 

受託収入 

普及業務関係収入 

寄附金収入 

科学研究費間接費収入 

金利収入・雑収入 

前年度よりの繰越金 

計 

 

234,660 

0 

100 

0 

0 

0 

0 

234,760 

 

234,660 

0 

105 

0 

0 

0 

0 

234,765 

 

0 

0 

5 

0 

0 

0 

0 

5 

 

支出 

業務経費 

 うち人件費（常勤役員・職員） 

  業務費（人件費を除く） 

受託経費等 

一般管理費 

 うち人件費（常勤役員・職員） 

   業務費（人件費を除く） 

計 

 

234,760 

66,293 

168,467 

0 

0 

0 

0 

234,760 

 

222,179 

67,335 

154,844 

0 

0 

0 

0 

222,179 

 

-12,581 

1,042 

-13,623 

0 

0 

0 

0 

-12,581 
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令和元年度決算報告書【法人共通】               （単位：千円） 

区分 予算金額 決算金額 差額 備考 

収入 

運営費交付金 

受託収入 

普及業務関係収入 

寄附金収入 

科学研究費間接費収入 

金利収入・雑収入 

前年度よりの繰越金 

計 

 

383,465 

580 

0 

0 

3,413 

34 

0 

387,493 

 

383,465 

580 

0 

0 

3,413 

35 

0 

387,493 

 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

 

支出 

業務経費 

 うち人件費（常勤役員・職員） 

  業務費（人件費を除く） 

受託経費等 

一般管理費 

 うち人件費（常勤役員・職員） 

   業務費（人件費を除く） 

計 

 

0 

0 

0 

0 

387,493 

115,984 

271,508 

387,493 

 

0 

0 

0 

0 

386,022 

115,022 

271,000 

386,022 

 

0 

0 

0 

0 

-1,470 

-962 

-508 

-1,470 

 

 

○決算書における自己収入について 

・令和元年度の収入については予算と決算の差額 1,061,367 円が発生した。このうち受

託収入としては、予算額 7,613,000円に対して 6,546,088 円となった。これらの差額

については主に、講演謝金収入の減少が原因となる。 

 

○支出と運営費交付金債務残高について 

・令和元年度の支出については予算と決算の差額 60,376,443 円が発生した。この差

額については、経費節減等により、当初想定より支出が少なくなった結果であり、

この差額に、自己収入等を差し引きした額を当期未処分利益として計上した。 

・当該当期未処分利益 54,238,721円は経済産業大臣の承認が得られれば令和 2年度

内に積立金として整理し、国庫返納する予定であるため、運営費交付金債務残高は

残らない。 

 

○その他 

借入金の実績はない。 

 

Ⅱ. 各法人に共通する個別的な視点 

保有資産の管理・運用等について  

○実物資産 
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（１）適切

な執行管理

と予算規模 

（中略） 

 研究プロ

ジェクトご

とに研究計

画で記載し

たロードマ

ップの進捗

状況を踏ま

えた運営費

交付金予算

の配分の見

直しを行う

等、管理会

計の手法を

活用した研

究プロジェ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 適切な

執行管理 

 研究プロ

ジェクトご

とに研究計

画で記載し

たロードマ

ップの進捗

状況を踏ま

えた運営費

交付金予算

の配分の見

直しを行う

等、管理会

計の手法を

活用したプ

ロジェクト

ごとの予算

管理体制を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 適切な

執行管理 

研究プロジ

ェクトごと

に研究計画

で記載した

ロードマッ

プの進捗状

況を踏まえ

た運営費交

付金予算の

配分の見直

し を 行 う

等、管理会

計の手法を

活用したプ

ロジェクト

ごとの予算

管理体制を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

収入機会を

評価する指標

については、

以下のものを

採用すること

とする。 

・出版や外部

研究費等によ

る諸収入 

・職員宿舎については所有していない。 

 

〇主な保有資産 

用途 種類 場所 帳簿金額（円） 具体例 

 建物 研究所内 5,142,707 パーテーション 

工具器具備品 研究所内 12,654,731 電話機 

ソフトウェア 研究所内 8,667,586  

 

○金融資産 

・運営費交付金以外の財源で手当てすべき欠損金と運営費交付金財務が相殺されてい

るものはない。 

・当期総利益が資産評価損等キャッシュ・フローを伴わない費用と相殺されているも

のはない。 

 

Ⅲ.適切な執行管理 

○管理会計の手法を活用したプロジェクトごとの予算管理体制                

 各研究プロジェクトの「研究計画」にスケジュールを含めた詳細なロードマップ、

総予算額及  

 び初年度の予算額を明記させ、当該研究計画は、所内の意志決定機関において諮

問・承認するプロセスで行っている。更に、四半期毎に、それぞれの研究プロジェ

クトの進捗、執行状況を総務グループ・研究グループ双方でチェックするなど各研

究プロジェクトの進捗・執行管理を適切に実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅳ．自己収入の確保 

○普及業務関係収入の実績  105千円      

※内訳：普及業務収入：44千円、シンポジウム収入：61千円 

（参考）令和元年度予算計画上の数値：100千円 

    平成 30年度実績：633千円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇参加者からのシンポジ

ウム収入や、書籍の出版

からの普及業務収入は、

適切な水準の額の確保に

努めた。 

 

〇研究員の競争的資金の

獲得にあたっては、研究

所のミッションに合った
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３．その他参考情報 

特になし 

 

  

クトごとの

予算管理体

制を構築す

る 

（中略） 

（２）外部

資金の獲得

について 

官民からの

受託事業費

や競争的資

金について

は、研究所

のミッショ

ンに合うも

の、他の研

究とのシナ

ジー効果の

あるものに

ついて前向

きに検討す

る。 

 

構築する。 

 

 

 

 

(b) 外部資

金の獲得に

ついて 

官民からの

受託事業費

や競争的資

金について

は、研究所

のミッショ

ンに合うも

の、他の研

究とのシナ

ジー効果の

あるものに

ついて前向

きに検討す

る。 

 出版物に

かかる監修

料収入の拡

大 等 に よ

り、自己収

入の確保に

努める。 

 

構築し、引

き続き適切

な執行管理

を 実 施 す

る。 

 

 

(b) 外部資

金の獲得 

科研費をは

じめとする

競争的資金

について、

獲得に努め

る。 

○競争的資金等獲得実績 

・受託収入    6,546 千円    

（参考）令和元年度予算計画上の数値：7,613千円 

平成 30年度実績：7,600千円 

・科学研究費間接費収入  3,413千円 

（参考）令和元年度予算計画上の数値：3,413千円 

平成 30年度実績：5,824千円 

 

研究であるか否かを審査

することにより、競争的

資金による自己収入を適

切な水準に維持した。 

 

 

 

 

 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

＜その他事項＞ 

なし。 

 



66 

 

様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４―１ 内部統制 

当該項目の重要度、困

難度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

行政事業レビューシート番号 0381 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 

６．その他

業務運営に

関する重要

事項 

（１）内部

統制 

（中略） 

①法人のミ

ッションや

長の指示が

確実に全役

職員に伝達

される仕組

みをＩＴ技

術も活用し

つつ構築。 

②法人のマ

ネジメント

上必要なデ

ータを組織

内で収集・

共有し、法

人の長に伝

達 し た 上

で、組織・

業務運営に

お い て 活

用。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）内部

統制 

（中略） 

(a)理事長、

所長等で構

成される運

営会議、正

副ディレク

ター会議、

各グループ

の会議を原

則毎週開催

する等によ

り、法人の

ミッション

や理事長の

指示が確実

に全役職員

に伝達され

るようにす

る と と も

に、法人の

マネジメン

ト上必要な

情報やデー

タを組織内

で収集・共

有し、理事

長まで伝達

し て 、 組

織・業務運

営に活用す

る。 

(b) 予算の

 

 

 

（７）内部

統制 

（中略） 

(a)理事長、

所長等で構

成される運

営会議、正

副ディレク

ター会議、

各グループ

の会議を原

則毎週開催

する等によ

り、法人の

ミッション

や理事長の

指示が確実

に全役職員

に伝達され

るようにす

る と と も

に、法人の

マネジメン

ト上必要な

情報やデー

タを組織内

で収集・共

有し、理事

長まで伝達

し て 、 組

織・業務運

営に活用す

る。 

(b) 予算の

  

 

 

（７）内部統制 

○原則毎週月曜日、役員（中島理事長、八田監事、鈴木監事）及び管理職員（担当マネージャ

ー以上全員）が参加し、情報共有及び重要事項を討議する会議（通称「月曜会」）を開催。 

 

○以下の各週定例会議を開催し、情報共有や気づきの課題（リスク）について討議を行ってい

る。 

・水曜日：研究グループ・広報ミーティング 

・木曜日：正副ディレクター会議 

・金曜日：総務グループミーティング 

 

○日常業務では、中島理事長との接点が少ない①副ディレクター級及び②マネージャー、チー

フ等各部署の職員とのコミュニケーション強化のため、原則月に 1 度、それぞれのグループ

と 1～2時間、中島理事長が直接意見交換する場を設け情報共有を行っている。 

 

○令和元年度も引き続き、中島理事長が予算の執行状況について四半期毎にチェックを行い、

月曜会に諮り事業の進捗管理を行った。その際に、プロジェクト毎の進捗管理を確認するこ

とにより、従来以上にきめ細かい研究プロジェクトの執行を行うことができたほか、予算執

行にかかる業務の内容について、その効果に照らして必要性を厳格に精査し、コストパフォ

ーマンスを高めるよう努めた。 

 

〇内部統制規程に基づき内部統制委員会を開催、部門を横断した職員により編成した監査チー

ムによる個人情報保護、法令等遵守、業務手順・効率性を観点としたモニタリングを実施し

た。監査チームには事前に詳細な監査手順書及び質問技法についてのマニュアルを配布する

とともに共通のチェックシートを使用する事により監査内容の均質化に留意した。 

○情報システム部門については、CIO 補佐官を任命し、同補佐官による情報セキュリティ監査を

実施し、重大なリスクが無いことを確認した。 

 

○本年度は内部統制の計画書作成から報告書作成に至るまで専門業者の助言を受けながら実施

し、内部統制の充実に努めた。 

 

＜評価と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

 

〇タブレット端末

を使用する電子会

議システムを拡充

し、所内定例会議

のペーパーレス化

の充実を図った。

またタブレット端

末を活用する事に

より在宅勤務を可

能 と し た 。 さ ら

に、昨年度導入し

たソフトウェアで

業務自動化を図る

RPA （ Robotics 

Process 

Automation ） の 対

象を日本の政策不

確実性指数にも対

応する事でいっそ

うの作業効率化を

実現した。 

内部統制につい

ては、定例会議の

開催、四半期毎の

予算チェック等所

内関係者へのモニ

タ リ ン グ に よ り

PDCA サイクルの実

施に着実に取り組

んだ。モニタリン

グの結果は内部統

制委員会にて理事

長を含む幹部職員

＜評定に至った理由＞ 

「内部統制」につい

て、適切に実施されてお

り、所期の目標を達成し

ていることから、自己評

価の評定「Ｂ」が妥当で

あると確認できるため、

当該項目の評定を「Ｂ」

とした。 
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３．その他参考情報 

特になし 

  

 

 

 

 

③計画・実

施・フォロ

ーアップ監

査・改善と

いう一連の

ＰＤＣＡを

適切に実施

するととも

に、役職員

に対する研

修を行う。 

④「政府情

報システム

の整備及び

管理に関す

る標準ガイ

ドライン」

（平成 26 年

12 月各府省

情報化統括

責 任 者

（CIO）連絡

会議決定）

等を参照し

つつ、情報

システムに

関するリス

クの評価と

管 理 を 行

う。 

 

執行状況に

ついて、四

半期毎に理

事長がチェ

ックし、運

営会議に諮

る。 

 

(c) 計画・

実施・フォ

ローアップ

監査、改善

という一連

の PDCA を適

切に実施す

る と と も

に、役職員

に対する研

修を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

執行状況に

ついて、四

半期毎に理

事長がチェ

ックし、運

営会議に諮

る。 

 

(c) 計画・

実施・フォ

ローアップ

監査、改善

という一連

の PDCA を適

切に実施す

る と と も

に、役職員

に対する研

修を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に共有するととも

に PDCA サイクルに

乗せ改善・チェッ

クを行った。 

 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

＜その他事項＞ 

なし。 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４―２ 情報管理 

当該項目の重要度、難

易度 

－ 関連する政策評価・行政事業

レビュー 

行政事業レビューシート番号 0381 
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２．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価 

 中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 法人の業務実績・自己評価 主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 評定 Ｂ 

６．その他

業務運営に

関する重要

事項 

（２）情報

管理 

  （中

略） 

多様化・凶

悪化するサ

イバー攻撃

に対して

は、「独立

行政法人等

の保有する

個人情報の

適切な管理

のための措

置に関する

指針」（平

成 16年９

月 14日総

管情第 85

号総務省行

政管理局長

通知）や内

閣官房情報

セキュリテ

ィセンター

（ＮＩＳ

Ｃ）の方針

等を踏まえ

て、政府や

関係機関等

と脅威情報

を共有しつ

つ、研究所

 

 

 

（８）情報

管理 

（中略） 

多様化・凶

悪化するサ

イバー攻撃

に対して

は、「独立行

政法人等の

保有する個

人情報の適

切な管理の

ための措置

に関する指

針」（平成 16

年総管情第

85 号総務省

行政管理局

長通知）や

内閣サイバ

ーセキュリ

ティーセン

ター

（NISC）の

方針等を踏

まえて、政

府や関係機

関等と脅威

情報を共有

しつつ、研

究所におい

てソフトと

ハードウェ

ア両面での

 

 

 

（８）情報

管理 

（中略） 

多様化・凶

悪化するサ

イバー攻撃

に対して

は、引き続

き「独立行

政法人等の

保有する個

人情報の適

切な管理の

ための措置

に関する指

針」（平成 16

年総管情第

85号総務省

行政管理局

長通知）や

内閣サイバ

ーセキュリ

ティーセン

ター

（NISC）の

方針等を踏

まえて、政

府や関係機

関等と脅威

情報を共有

しつつ、研

究所におい

てソフトと

ハードウェ

  

 

 

（８）情報管理 【総務（情報システム）】 

○RIETI が取り扱う情報管理については、CIO補佐官による情報資産管理台帳の監査により確認し

た。また、年々、その手口の巧妙化とともに増加傾向にある標的型攻撃メールに対する模擬訓練

では、RIETI内の報告ルートの徹底により統括部署内への迅速な対応を確立し、更に情報セキュ

リティに係る eラーニング、個人情報保護に係る eラーニングを実施し、役職員の情報セキュリ

ティに対する意識の向上と徹底に努めた。 

 

〇「政府機関等の情報セキュリティ対策のための統一基準群」に準拠した運用を実施した。 

 

〇公開 Webサイトの常時 SSL/TSL化につき、第三者機関による証明書を適切に更新しセキュリテ

ィレベルを維持した。 

 

○JPCERT/CC や経済産業省独法連絡会、第二 GSOCからのセキュリティアラートは随時チェック

し、不正プログラム・標的型攻撃メールの情報については実行・接続・受信拒否等適宜対策を実

施している。 

 

〇ネットワークのセキュリティ診断を年 2回実施した。（7月・2月） 

 

〇IPA によるペネトレーションテストを受検し、重大なリスクは無く適切にシステム運用が実施

されている事を確認した。 

 

○情報資産管理台帳を各部署にて最新版に更新し、情報資産の格付けや管理状況が適切かを確認

した上で、CIO補佐官によるチェックを受けた。 

 

○IPA による情報マネジメント監査を受検し、重大な指摘事項は無く適切に運用されている事を

確認した。 

 

＜評価と根拠＞ 

評定：Ｂ 

 

○情報セキュリティ

対策として、CIO補

佐官を任命し、内部

統制の一環として各

担当で保有する情報

資産の管理レベル選

定と運用管理状況を

確認、管理台帳に基

づく適切な運用を推

進した。また、「政

府機関等の情報セキ

ュリティ対策のため

の統一基準群（平成

30年度版）」に準拠

した所内情報セキュ

リティポリシーに基

づき運用を行った。 

情報システムにつ

いては、標的型メー

ル攻撃模擬訓練や情

報セキュリティに関

する e-ラーニングを

定期的に実施、職員

の教育、適切な設

定・運用の点検、 

ウェブサイトの常時

SSL/TLS 化の実施、

入室管理システムの

導入、JPCERT/CCや

経済産業省独法連絡

会、第二 GSOCから

のアラートに基づく

セキュリティ対策を

実施し、パフォーマ

＜評定に至った理由＞ 

「情報管理」につい

て、適切に実施されてお

り、所期の目標を達成し

ていることから、自己評

価の評定「Ｂ」が妥当で

あると確認できるため、

当該項目の評定を「Ｂ」

とした。 

 



71 

 

 

３．その他参考情報 

特になし 

 

においてソ

フトとハー

ドウェア両

面でのセキ

ュリティ対

策を継続す

る。 

（中略） 

セキュリテ

ィ対策を継

続する。 

（中略） 

 

ア両面での

セキュリテ

ィ対策を継

続する。 

（中略） 

ンスの維持、向上に

取り組んだ。また

IPAによる情報マネ

ジメント監査および

ペネトレーションテ

ストを受検し、重大

な指摘事項は無く適

切に運用されている

事を確認した。 

 

 

＜課題と対応＞ 

なし。 

 

＜その他事項＞ 

なし。 

 


